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附則

第１編 総則

第１章 通則

（趣旨等）

第１条 商人の営業、商行為その他商事については、他の法律に特別の定めがあるものを

除くほか、この法律の定めるところによる。

２ 商事に関し、この法律に定めがない事項については商慣習に従い、商慣習がない

ときは、民法（明治２９年法律第８９号）の定めるところによる。

（公法人の商行為）

第２条 公法人が行う商行為については、法令に別段の定めがある場合を除き、この法律

の定めるところによる。

（一方的商行為）

第３条 当事者の一方のために商行為となる行為については、この法律をその双方に適用

する。

２ 当事者の一方が２人以上ある場合において、その１人のために商行為となる行為

については、この法律をその全員に適用する。

第２章 商人

（定義）

第４条 この法律において「商人」とは、自己の名をもって商行為をすることを業とする

者をいう。

２ 店舗その他これに類似する設備によって物品を販売することを業とする者又は鉱

業を営む者は、商行為を行うことを業としない者であっても、これを商人とみなす。

（未成年者登記）

第５条 未成年者が前条の営業を行うときは、その登記をしなければならない。
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（後見人登記）

第６条 後見人が被後見人のために第４条の営業を行うときは、その登記をしなければな

らない。

２ 後見人の代理権に加えた制限は、善意の第三者に対抗することができない。

（小商人）

第７条 第５条、前条、次章、第１１条第２項、第１５条第２項、第１７条第２項前段、

第５章及び第２２条の規定は、小商人（商人のうち、法務省令で定めるその営業の

た め に 使 用 す る 財 産 の 価 額 が 法 務 省 令 で 定 め る 金 額 を 超 え な い も の を い う 。） に つ

いては、適用しない。

第３章 商業登記

（通則）

第８条 この編の規定により登記すべき事項は、当事者の申請により、商業登記法（昭和

３８年法律第１２５号）の定めるところに従い、商業登記簿にこれを登記する。

（登記の効力）

第９条 この編の規定により登記すべき事項は、登記の後でなければ、これをもって善意

の第三者に対抗することができない。登記の後であっても、第三者が正当な事由に

よってその登記があることを知らなかったときは、同様とする。

２ 故意又は過失によって不実の事項を登記した者は、その事項が不実であることを

もって善意の第三者に対抗することができない。

（変更の登記及び消滅の登記）

第１０条 この編の規定により登記した事項に変更が生じ、又はその事項が消滅したとき

は、当事者は、遅滞なく、変更の登記又は消滅の登記をしなければならない。

第４章 商号

（商号の選定）

第 １ １ 条 商 人 （ 会 社 及 び 外 国 会 社 を 除 く 。 以下 こ の 編 に お い て同 じ 。） は 、 その 氏 、 氏

名その他の名称をもってその商号とすることができる。

２ 商人は、その商号の登記をすることができる。

（他の商人と誤認させる名称等の使用の禁止）

第１２条 何人も、不正の目的をもって、他の商人であると誤認されるおそれのある名称

又は商号を使用してはならない。
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２ 前項の規定に違反する名称又は商号の使用によって営業上の利益を侵害され、又

は侵害されるおそれがある商人は、その営業上の利益を侵害する者又は侵害するお

それがある者に対し、その侵害の停止又は予防を請求することができる。

（過料）

第１３条 前条第１項の規定に違反した者は、１００万円以下の過料に処する。

（自己の商号の使用を他人に許諾した商人の責任）

第１４条 自己の商号を使用して営業又は事業を行うことを他人に許諾した商人は、当該

商人が当該営業を行うものと誤認して当該他人と取引をした者に対し、当該他人と

連帯して、当該取引によって生じた債務を弁済する責任を負う。

（商号の譲渡）

第１５条 商人の商号は、営業とともにする場合又は営業を廃止する場合に限り、譲渡す

ることができる。

２ 前項の規定による商号の譲渡は、登記をしなければ、第三者に対抗することがで

きない。

（営業譲渡人の競業の禁止）

第 １ ６ 条 営 業 を 譲 渡 し た 商 人 （ 以 下 こ の 章 にお い て 「 譲 渡 人 」と い う 。） は 、当 事 者 の

別段の意思表示がない限り、同一の市町村（特別区を含むものとし、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市にあっては、区又は総

合 区 。 以 下 同 じ 。） の 区 域 内 及 び こ れ に 隣 接 す る 市 町 村 の 区 域 内 に お い て は 、 そ の

営業を譲渡した日から２０年間は、同一の営業を行ってはならない。

２ 譲渡人が同一の営業を行わない旨の特約をした場合には、その特約は、その営業

を譲渡した日から３０年の期間内に限り、その効力を有する。

３ 前２項の規定にかかわらず、譲渡人は、不正の競争の目的をもって同一の営業を

行ってはならない。

（譲渡人の商号を使用した譲受人の責任等）

第 １ ７ 条 営 業 を 譲 り 受 け た 商 人 （ 以 下 こ の 章に お い て 「 譲 受 人」 と い う 。） が譲 渡 人 の

商号を引き続き使用する場合には、その譲受人も、譲渡人の営業によって生じた債

務を弁済する責任を負う。

２ 前項の規定は、営業を譲渡した後、遅滞なく、譲受人が譲渡人の債務を弁済する

責任を負わない旨を登記した場合には、適用しない。営業を譲渡した後、遅滞なく、

譲受人及び譲渡人から第三者に対しその旨の通知をした場合において、その通知を

受けた第三者についても、同様とする。

３ 譲受人が第１項の規定により譲渡人の債務を弁済する責任を負う場合には、譲渡

人の責任は、営業を譲渡した日後２年以内に請求又は請求の予告をしない債権者に

対しては、その期間を経過した時に消滅する。
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４ 第１項に規定する場合において、譲渡人の営業によって生じた債権について、そ

の譲受人にした弁済は、弁済者が善意でかつ重大な過失がないときは、その効力を

有する。

（譲受人による債務の引受け）

第１８条 譲受人が譲渡人の商号を引き続き使用しない場合においても、譲渡人の営業に

よって生じた債務を引き受ける旨の広告をしたときは、譲渡人の債権者は、その譲

受人に対して弁済の請求をすることができる。

２ 譲受人が前項の規定により譲渡人の債務を弁済する責任を負う場合には、譲渡人

の責任は、同項の広告があった日後２年以内に請求又は請求の予告をしない債権者

に対しては、その期間を経過した時に消滅する。

（詐害営業譲渡に係る譲受人に対する債務の履行の請求）

第１８条の２ 譲渡人が譲受人に承継されない債務の債権者（以下この条において「残存

債権者」という。）を害することを知って営業を譲渡した場合には、残存債権者は、

その譲受人に対して、承継した財産の価額を限度として、当該債務の履行を請求す

ることができる。ただし、その譲受人が営業の譲渡の効力が生じた時において残存

債権者を害すべき事実を知らなかったときは、この限りでない。

２ 譲受人が前項の規定により同項の債務を履行する責任を負う場合には、当該責任

は、譲渡人が残存債権者を害することを知って営業を譲渡したことを知った時から

２年以内に請求又は請求の予告をしない残存債権者に対しては、その期間を経過し

た時に消滅する。営業の譲渡の効力が生じた日から２０年を経過したときも、同様

とする。

３ 譲渡人について破産手続開始の決定又は再生手続開始の決定があったときは、残

存債権者は、譲受人に対して第１項の規定による請求をする権利を行使することが

できない。

第５章 商業帳簿

第１９条 商人の会計は、一般に公正妥当と認められる会計の慣行に従うものとする。

２ 商人は、その営業のために使用する財産について、法務省令で定めるところによ

り、適時に、正確な商業帳簿（会計帳簿及び貸借対照表をいう。以下この条におい

て同じ。）を作成しなければならない。

３ 商人は、帳簿閉鎖の時から１０年間、その商業帳簿及びその営業に関する重要な

資料を保存しなければならない。

４ 裁判所は、申立てにより又は職権で、訴訟の当事者に対し、商業帳簿の全部又は

一部の提出を命ずることができる。
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第６章 商業使用人

（支配人）

第２０条 商人は、支配人を選任し、その営業所において、その営業を行わせることがで

きる。

（支配人の代理権）

第２１条 支配人は、商人に代わってその営業に関する一切の裁判上又は裁判外の行為を

する権限を有する。

２ 支配人は、他の使用人を選任し、又は解任することができる。

３ 支配人の代理権に加えた制限は、善意の第三者に対抗することができない。

（支配人の登記）

第２２条 商人が支配人を選任したときは、その登記をしなければならない。支配人の代

理権の消滅についても、同様とする。

（支配人の競業の禁止）

第２３条 支配人は、商人の許可を受けなければ、次に掲げる行為をしてはならない。

一 自ら営業を行うこと。

二 自己又は第三者のためにその商人の営業の部類に属する取引をすること。

三 他の商人又は会社若しくは外国会社の使用人となること。

四 会社の取締役、執行役又は業務を執行する社員となること。

２ 支配人が前項の規定に違反して同項第２号に掲げる行為をしたときは、当該行為

によって支配人又は第三者が得た利益の額は、商人に生じた損害の額と推定する。

（表見支配人）

第２４条 商人の営業所の営業の主任者であることを示す名称を付した使用人は、当該営

業所の営業に関し、一切の裁判外の行為をする権限を有するものとみなす。ただし、

相手方が悪意であったときは、この限りでない。

（ある種類又は特定の事項の委任を受けた使用人）

第２５条 商人の営業に関するある種類又は特定の事項の委任を受けた使用人は、当該事

項に関する一切の裁判外の行為をする権限を有する。

２ 前項の使用人の代理権に加えた制限は、善意の第三者に対抗することができない。

（物品の販売等を目的とする店舗の使用人）

第２６条 物品の販売等（販売、賃貸その他これらに類する行為をいう。以下この条にお

い て 同 じ 。） を 目 的 と す る 店 舗 の 使 用 人 は 、 そ の 店 舗 に 在 る 物 品 の 販 売 等 を す る 権

限を有するものとみなす。ただし、相手方が悪意であったときは、この限りでない。
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第７章 代理商

（通知義務）

第２７条 代理商（商人のためにその平常の営業の部類に属する取引の代理又は媒介をす

る 者 で 、 そ の 商 人 の 使 用 人 で な い も の を い う 。 以 下 こ の 章 に お い て 同 じ 。） は 、 取

引の代理又は媒介をしたときは、遅滞なく、商人に対して、その旨の通知を発しな

ければならない。

（代理商の競業の禁止）

第２８条 代理商は、商人の許可を受けなければ、次に掲げる行為をしてはならない。

一 自己又は第三者のためにその商人の営業の部類に属する取引をすること。

二 その商人の営業と同種の事業を行う会社の取締役、執行役又は業務を執行する

社員となること。

２ 代理商が前項の規定に違反して同項第１号に掲げる行為をしたときは、当該行為

によって代理商又は第三者が得た利益の額は、商人に生じた損害の額と推定する。

（通知を受ける権限）

第２９条 物品の販売又はその媒介の委託を受けた代理商は、第５２６条第２項の通知そ

の他売買に関する通知を受ける権限を有する。

（契約の解除）

第３０条 商人及び代理商は、契約の期間を定めなかったときは、２箇月前までに予告し、

その契約を解除することができる。

２ 前項の規定にかかわらず、やむを得ない事由があるときは、商人及び代理商は、

いつでもその契約を解除することができる。

（代理商の留置権）

第３１条 代理商は、取引の代理又は媒介をしたことによって生じた債権の弁済期が到来

しているときは、その弁済を受けるまでは、商人のために当該代理商が占有する物

又は有価証券を留置することができる。ただし、当事者が別段の意思表示をしたと

きは、この限りでない。

第８章 雑則

第３２条 この法律の規定により署名すべき場合には、記名押印をもって、署名に代える

ことができる。

第３３条～第５００条 削除
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第２編 商行為

第１章 総則

（絶対的商行為）

第５０１条 次に掲げる行為は、商行為とする。

一 利益を得て譲渡する意思をもってする動産、不動産若しくは有価証券の有償取

得又はその取得したものの譲渡を目的とする行為

二 他人から取得する動産又は有価証券の供給契約及びその履行のためにする有償

取得を目的とする行為

三 取引所においてする取引

四 手形その他の商業証券に関する行為

（営業的商行為）

第５０２条 次に掲げる行為は、営業としてするときは、商行為とする。ただし、専ら賃

金を得る目的で物を製造し、又は労務に従事する者の行為は、この限りでない。

一 賃貸する意思をもってする動産若しくは不動産の有償取得若しくは賃借又はそ

の取得し若しくは賃借したものの賃貸を目的とする行為

二 他人のためにする製造又は加工に関する行為

三 電気又はガスの供給に関する行為

四 運送に関する行為

五 作業又は労務の請負

六 出版、印刷又は撮影に関する行為

七 客の来集を目的とする場屋における取引

八 両替その他の銀行取引

九 保険

十 寄託の引受け

十一 仲立ち又は取次ぎに関する行為

十二 商行為の代理の引受け

十三 信託の引受け

（附属的商行為）

第５０３条 商人がその営業のためにする行為は、商行為とする。

２ 商人の行為は、その営業のためにするものと推定する。

（商行為の代理）

第５０４条 商行為の代理人が本人のためにすることを示さないでこれをした場合であっ

ても、その行為は、本人に対してその効力を生ずる。ただし、相手方が、代理人が

本人のためにすることを知らなかったときは、代理人に対して履行の請求をするこ
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とを妨げない。

（商行為の委任）

第５０５条 商行為の受任者は、委任の本旨に反しない範囲内において、委任を受けてい

ない行為をすることができる。

（商行為の委任による代理権の消滅事由の特例）

第５０６条 商行為の委任による代理権は、本人の死亡によっては、消滅しない。

（対話者間における契約の申込み）

第５０７条 商人である対話者の間において契約の申込みを受けた者が直ちに承諾をしな

かったときは、その申込みは、その効力を失う。

（隔地者間における契約の申込み）

第５０８条 商人である隔地者の間において承諾の期間を定めないで契約の申込みを受け

た者が相当の期間内に承諾の通知を発しなかったときは、その申込みは、その効力

を失う。

２ 民法第５２３条の規定は、前項の場合について準用する。

（契約の申込みを受けた者の諾否通知義務）

第５０９条 商人が平常取引をする者からその営業の部類に属する契約の申込みを受けた

ときは、遅滞なく、契約の申込みに対する諾否の通知を発しなければならない。

２ 商人が前項の通知を発することを怠ったときは、その商人は、同項の契約の申込

みを承諾したものとみなす。

（契約の申込みを受けた者の物品保管義務）

第５１０条 商人がその営業の部類に属する契約の申込みを受けた場合において、その申

込みとともに受け取った物品があるときは、その申込みを拒絶したときであっても、

申込者の費用をもってその物品を保管しなければならない。ただし、その物品の価

額がその費用を償うのに足りないとき、又は商人がその保管によって損害を受ける

ときは、この限りでない。

（多数当事者間の債務の連帯）

第５１１条 数人の者がその１人又は全員のために商行為となる行為によって債務を負担

したときは、その債務は、各自が連帯して負担する。

２ 保証人がある場合において、債務が主たる債務者の商行為によって生じたもので

あるとき、又は保証が商行為であるときは、主たる債務者及び保証人が各別の行為

によって債務を負担したときであっても、その債務は、各自が連帯して負担する。

（報酬請求権）
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第５１２条 商人がその営業の範囲内において他人のために行為をしたときは、相当な報

酬を請求することができる。

（利息請求権）

第５１３条 商人間において金銭の消費貸借をしたときは、貸主は、法定利息（次条の法

定利率による利息をいう。以下同じ。）を請求することができる。

２ 商人がその営業の範囲内において他人のために金銭の立替えをしたときは、その

立替えの日以後の法定利息を請求することができる。

（商事法定利率）

第５１４条 商行為によって生じた債務に関しては、法定利率は、年６分とする。

（契約による質物の処分の禁止の適用除外）

第５１５条 民法第３４９条の規定は、商行為によって生じた債権を担保するために設定

した質権については、適用しない。

（債務の履行の場所）

第５１６条 商行為によって生じた債務の履行をすべき場所がその行為の性質又は当事者

の意思表示によって定まらないときは、特定物の引渡しはその行為の時にその物が

存在した場所において、その他の債務の履行は債権者の現在の営業所（営業所がな

い場合にあっては、その住所）において、それぞれしなければならない。

２ 指図債権及び無記名債権の弁済は、債務者の現在の営業所（営業所がない場合に

あっては、その住所）においてしなければならない。

（指図債権等の証券の提示と履行遅滞）

第５１７条 指図債権又は無記名債権の債務者は、その債務の履行について期限の定めが

あるときであっても、その期限が到来した後に所持人がその証券を提示してその履

行の請求をした時から遅滞の責任を負う。

（有価証券喪失の場合の権利行使方法）

第５１８条 金銭その他の物又は有価証券の給付を目的とする有価証券の所持人がその有

価証券を喪失した場合において、非訟事件手続法（平成２３年法律第５１号）第１

１４条に規定する公示催告の申立てをしたときは、その債務者に、その債務の目的

物を供託させ、又は相当の担保を供してその有価証券の趣旨に従い履行をさせるこ

とができる。

（有価証券の譲渡方法及び善意取得）

第 ５ １ ９ 条 金 銭 そ の 他 の 物 又 は 有 価 証 券 の 給 付 を 目 的 と す る 有 価 証 券 の 譲 渡 に つ い て

は、当該有価証券の性質に応じ、手形法（昭和７年法律第２０号）第１２条、第１

３条及び第１４条第２項又は小切手法（昭和８年法律第５７号）第５条第２項及び
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第１９条の規定を準用する。

２ 金銭その他の物又は有価証券の給付を目的とする有価証券の取得については、小

切手法第２１条の規定を準用する。

（取引時間）

第５２０条 法令又は慣習により商人の取引時間の定めがあるときは、その取引時間内に

限り、債務の履行をし、又はその履行の請求をすることができる。

（商人間の留置権）

第５２１条 商人間においてその双方のために商行為となる行為によって生じた債権が弁

済期にあるときは、債権者は、その債権の弁済を受けるまで、その債務者との間に

おける商行為によって自己の占有に属した債務者の所有する物又は有価証券を留置

することができる。ただし、当事者の別段の意思表示があるときは、この限りでな

い。

（商事消滅時効）

第５２２条 商行為によって生じた債権は、この法律に別段の定めがある場合を除き、５

年間行使しないときは、時効によって消滅する。ただし、他の法令に５年間より短

い時効期間の定めがあるときは、その定めるところによる。

第５２３条 削除

第２章 売買

（売主による目的物の供託及び競売）

第５２４条 商人間の売買において、買主がその目的物の受領を拒み、又はこれを受領す

ることができないときは、売主は、その物を供託し、又は相当の期間を定めて催告

をした後に競売に付することができる。この場合において、売主がその物を供託し、

又は競売に付したときは、遅滞なく、買主に対してその旨の通知を発しなければな

らない。

２ 損傷その他の事由による価格の低落のおそれがある物は、前項の催告をしないで

競売に付することができる。

３ 前２項の規定により売買の目的物を競売に付したときは、売主は、その代価を供

託しなければならない。ただし、その代価の全部又は一部を代金に充当することを

妨げない。

（定期売買の履行遅滞による解除）

第５２５条 商人間の売買において、売買の性質又は当事者の意思表示により、特定の日

時又は一定の期間内に履行をしなければ契約をした目的を達することができない場
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合において、当事者の一方が履行をしないでその時期を経過したときは、相手方は、

直ちにその履行の請求をした場合を除き、契約の解除をしたものとみなす。

（買主による目的物の検査及び通知）

第５２６条 商人間の売買において、買主は、その売買の目的物を受領したときは、遅滞

なく、その物を検査しなければならない。

２ 前項に規定する場合において、買主は、同項の規定による検査により売買の目的

物に瑕疵があること又はその数量に不足があることを発見したときは、直ちに売主

に対してその旨の通知を発しなければ、その瑕疵又は数量の不足を理由として契約

の解除又は代金減額若しくは損害賠償の請求をすることができない。売買の目的物

に直ちに発見することのできない瑕疵がある場合において、買主が６箇月以内にそ

の瑕疵を発見したときも、同様とする。

３ 前項の規定は、売主がその瑕疵又は数量の不足につき悪意であった場合には、適

用しない。

（買主による目的物の保管及び供託）

第５２７条 前条第１項に規定する場合においては、買主は、契約の解除をしたときであ

っても、売主の費用をもって売買の目的物を保管し、又は供託しなければならない。

ただし、その物について滅失又は損傷のおそれがあるときは、裁判所の許可を得て

その物を競売に付し、かつ、その代価を保管し、又は供託しなければならない。

２ 前項ただし書の許可に係る事件は、同項の売買の目的物の所在地を管轄する地方

裁判所が管轄する。

３ 第１項の規定により買主が売買の目的物を競売に付したときは、遅滞なく、売主

に対してその旨の通知を発しなければならない。

４ 前３項の規定は、売主及び買主の営業所（営業所がない場合にあっては、その住

所）が同一の市町村の区域内にある場合には、適用しない。

第５２８条 前条の規定は、売主から買主に引き渡した物品が注文した物品と異なる場合

における当該売主から買主に引き渡した物品及び売主から買主に引き渡した物品の

数量が注文した数量を超過した場合における当該超過した部分の数量の物品につい

て準用する。

第３章 交互計算

（交互計算）

第５２９条 交互計算は、商人間又は商人と商人でない者との間で平常取引をする場合に

おいて、一定の期間内の取引から生ずる債権及び債務の総額について相殺をし、そ

の残額の支払をすることを約することによって、その効力を生ずる。
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（商業証券に係る債権債務に関する特則）

第５３０条 手形その他の商業証券から生じた債権及び債務を交互計算に組み入れた場合

において、その商業証券の債務者が弁済をしないときは、当事者は、その債務に関

する項目を交互計算から除外することができる。

（交互計算の期間）

第５３１条 当事者が相殺をすべき期間を定めなかったときは、その期間は、６箇月とす

る。

（交互計算の承認）

第５３２条 当事者は、債権及び債務の各項目を記載した計算書の承認をしたときは、当

該各項目について異議を述べることができない。ただし、当該計算書の記載に錯誤

又は脱漏があったときは、この限りでない。

（残額についての利息請求権等）

第５３３条 相殺によって生じた残額については、債権者は、計算の閉鎖の日以後の法定

利息を請求することができる。

２ 前項の規定は、当該相殺に係る債権及び債務の各項目を交互計算に組み入れた日

からこれに利息を付することを妨げない。

（交互計算の解除）

第５３４条 各当事者は、いつでも交互計算の解除をすることができる。この場合におい

て、交互計算の解除をしたときは、直ちに、計算を閉鎖して、残額の支払を請求す

ることができる。

第４章 匿名組合

（匿名組合契約）

第５３５条 匿名組合契約は、当事者の一方が相手方の営業のために出資をし、その営業

から生ずる利益を分配することを約することによって、その効力を生ずる。

（匿名組合員の出資及び権利義務）

第５３６条 匿名組合員の出資は、営業者の財産に属する。

２ 匿名組合員は、金銭その他の財産のみをその出資の目的とすることができる。

３ 匿名組合員は、営業者の業務を執行し、又は営業者を代表することができない。

４ 匿名組合員は、営業者の行為について、第三者に対して権利及び義務を有しない。

（自己の氏名等の使用を許諾した匿名組合員の責任）

第５３７条 匿名組合員は、自己の氏若しくは氏名を営業者の商号中に用いること又は自
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己の商号を営業者の商号として使用することを許諾したときは、その使用以後に生

じた債務については、営業者と連帯してこれを弁済する責任を負う。

（利益の配当の制限）

第５３８条 出資が損失によって減少したときは、その損失をてん補した後でなければ、

匿名組合員は、利益の配当を請求することができない。

（貸借対照表の閲覧等並びに業務及び財産状況に関する検査）

第５３９条 匿名組合員は、営業年度の終了時において、営業者の営業時間内に、次に掲

げる請求をし、又は営業者の業務及び財産の状況を検査することができる。

一 営業者の貸借対照表が書面をもって作成されているときは、当該書面の閲覧又

は謄写の請求

二 営業者の貸借対照表が電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機によ

る 情 報 処 理 の 用 に 供 さ れ る も の で 法 務 省 令 で 定 め る も の を い う 。） を も っ て 作 成

されているときは、当該電磁的記録に記録された事項を法務省令で定める方法に

より表示したものの閲覧又は謄写の請求

２ 匿名組合員は、重要な事由があるときは、いつでも、裁判所の許可を得て、営業

者の業務及び財産の状況を検査することができる。

３ 前項の許可に係る事件は、営業者の営業所の所在地（営業所がない場合にあって

は、営業者の住所地）を管轄する地方裁判所が管轄する。

（匿名組合契約の解除）

第５４０条 匿名組合契約で匿名組合の存続期間を定めなかったとき、又はある当事者の

終身の間匿名組合が存続すべきことを定めたときは、各当事者は、営業年度の終了

時において、契約の解除をすることができる。ただし、６箇月前にその予告をしな

ければならない。

２ 匿名組合の存続期間を定めたか否かにかかわらず、やむを得ない事由があるとき

は、各当事者は、いつでも匿名組合契約の解除をすることができる。

（匿名組合契約の終了事由）

第５４１条 前条の場合のほか、匿名組合契約は、次に掲げる事由によって終了する。

一 匿名組合の目的である事業の成功又はその成功の不能

二 営業者の死亡又は営業者が後見開始の審判を受けたこと。

三 営業者又は匿名組合員が破産手続開始の決定を受けたこと。

（匿名組合契約の終了に伴う出資の価額の返還）

第５４２条 匿名組合契約が終了したときは、営業者は、匿名組合員にその出資の価額を

返還しなければならない。ただし、出資が損失によって減少したときは、その残額

を返還すれば足りる。
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第５章 仲立営業

第５４３条 仲立人トハ他人間ノ商行為ノ媒介ヲ為スヲ業トスル者ヲ謂フ

第５４４条 仲立人ハ其媒介シタル行為ニ付キ当事者ノ為メニ支払其他ノ給付ヲ受クルコ

トヲ得ス但別段ノ意思表示又ハ慣習アルトキハ此限ニ在ラス

第５４５条 仲立人カ其媒介スル行為ニ付キ見本ヲ受取リタルトキハ其行為カ完了スルマ

テ之ヲ保管スルコトヲ要ス

第５４６条 当事者間ニ於テ行為カ成立シタルトキハ仲立人ハ遅滞ナク各当事者ノ氏名又

ハ商号、行為ノ年月日及ヒ其要領ヲ記載シタル書面ヲ作リ署名ノ後之ヲ各当事者ニ

交付スルコトヲ要ス

○２ 当事者カ直チニ履行ヲ為スヘキ場合ヲ除ク外仲立人ハ各当事者ヲシテ前項ノ書面

ニ署名セシメタル後之ヲ其相手方ニ交付スルコトヲ要ス

○３ 前２項ノ場合ニ於テ当事者ノ一方カ書面ヲ受領セス又ハ之ニ署名セサルトキハ仲

立人ハ遅滞ナク相手方ニ対シテ其通知ヲ発スルコトヲ要ス

第５４７条 仲立人ハ其帳簿ニ前条第１項ニ掲ケタル事項ヲ記載スルコトヲ要ス

○２ 当事者ハ何時ニテモ仲立人カ自己ノ為メニ媒介シタル行為ニ付キ其帳簿ノ謄本ノ

交付ヲ請求スルコトヲ得

第５４８条 当事者カ其氏名又ハ商号ヲ相手方ニ示ササルヘキ旨ヲ仲立人ニ命シタルトキ

ハ仲立人ハ第５４６条第１項ノ書面及ヒ前条第２項ノ謄本ニ其氏名又ハ商号ヲ記載

スルコトヲ得ス

第５４９条 仲立人カ当事者ノ一方ノ氏名又ハ商号ヲ其相手方ニ示ササリシトキハ之ニ対

シテ自ラ履行ヲ為ス責ニ任ス

第５５０条 仲立人ハ第５４６条ノ手続ヲ終ハリタル後ニ非サレハ報酬ヲ請求スルコトヲ

得ス

○２ 仲立人ノ報酬ハ当事者双方平分シテ之ヲ負担ス

第６章 問屋営業

第５５１条 問屋トハ自己ノ名ヲ以テ他人ノ為メニ物品ノ販売又ハ買入ヲ為スヲ業トスル

者ヲ謂フ
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第５５２条 問屋ハ他人ノ為メニ為シタル販売又ハ買入ニ因リ相手方ニ対シテ自ラ権利ヲ

得義務ヲ負フ

○２ 問屋ト委託者トノ間ニ於テハ本章ノ規定ノ外委任及ヒ代理ニ関スル規定ヲ準用ス

第５５３条 問屋ハ委託者ノ為メニ為シタル販売又ハ買入ニ付キ相手方カ其債務ヲ履行セ

サル場合ニ於テ自ラ其履行ヲ為ス責ニ任ス但別段ノ意思表示又ハ慣習アルトキハ此

限ニ在ラス

第５５４条 問屋カ委託者ノ指定シタル金額ヨリ廉価ニテ販売ヲ為シ又ハ高価ニテ買入ヲ

為シタル場合ニ於テ自ラ其差額ヲ負担スルトキハ其販売又ハ買入ハ委託者ニ対シテ

其効力ヲ生ス

第５５５条 問屋カ取引所ノ相場アル物品ノ販売又ハ買入ノ委託ヲ受ケタルトキハ自ラ買

主又ハ売主ト為ルコトヲ得此場合ニ於テハ売買ノ代価ハ問屋カ買主又ハ売主ト為リ

タルコトノ通知ヲ発シタル時ニ於ケル取引所ノ相場ニ依リテ之ヲ定ム

○２ 前項ノ場合ニ於テモ問屋ハ委託者ニ対シテ報酬ヲ請求スルコトヲ得

第５５６条 問屋カ買入ノ委託ヲ受ケタル場合ニ於テ委託者カ買入レタル物品ヲ受取ルコ

トヲ拒ミ又ハ之ヲ受取ルコト能ハサルトキハ第５２４条ノ規定ヲ準用ス

第５５７条 第２７条及ビ第３１条ノ規定ハ問屋ニ之ヲ準用ス

第５５８条 本章ノ規定ハ自己ノ名ヲ以テ他人ノ為メニ販売又ハ買入ニ非サル行為ヲ為ス

ヲ業トスル者ニ之ヲ準用ス

第７章 運送取扱営業

第５５９条 運送取扱人トハ自己ノ名ヲ以テ物品運送ノ取次ヲ為スヲ業トスル者ヲ謂フ

○２ 運送取扱人ニハ本章ニ別段ノ定アル場合ヲ除ク外問屋ニ関スル規定ヲ準用ス

第５６０条 運送取扱人ハ自己又ハ其使用人カ運送品ノ受取、引渡、保管、運送人又ハ他

ノ運送取扱人ノ選択其他運送ニ関スル注意ヲ怠ラサリシコトヲ証明スルニ非サレハ

運送品ノ滅失、毀損又ハ延著ニ付キ損害賠償ノ責ヲ免ルルコトヲ得ス

第５６１条 運送取扱人カ運送品ヲ運送人ニ引渡シタルトキハ直チニ其報酬ヲ請求スルコ

トヲ得

○２ 運送取扱契約ヲ以テ運送賃ノ額ヲ定メタルトキハ運送取扱人ハ特約アルニ非サレ

ハ別ニ報酬ヲ請求スルコトヲ得ス
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第５６２条 運送取扱人ハ運送品ニ関シ受取ルヘキ報酬、運送賃其他委託者ノ為メニ為シ

タル立替又ハ前貸ニ付テノミ其運送品ヲ留置スルコトヲ得

第５６３条 数人相次テ運送ノ取次ヲ為ス場合ニ於テハ後者ハ前者ニ代ハリテ其権利ヲ行

使スル義務ヲ負フ

○２ 前項ノ場合ニ於テ後者カ前者ニ弁済ヲ為シタルトキハ前者ノ権利ヲ取得ス

第５６４条 運送取扱人カ運送人ニ弁済ヲ為シタルトキハ運送人ノ権利ヲ取得ス

第５６５条 運送取扱人ハ特約ナキトキハ自ラ運送ヲ為スコトヲ得此場合ニ於テハ運送取

扱人ハ運送人ト同一ノ権利義務ヲ有ス

○２ 運送取扱人カ委託者ノ請求ニ因リテ貨物引換証ヲ作リタルトキハ自ラ運送ヲ為ス

モノト看做ス

第５６６条 運送取扱人ノ責任ハ荷受人カ運送品ヲ受取リタル日ヨリ１年ヲ経過シタルト

キハ時効ニ因リテ消滅ス

○２ 前項ノ期間ハ運送品ノ全部滅失ノ場合ニ於テハ其引渡アルヘカリシ日ヨリ之ヲ起

算ス

○３ 前２項ノ規定ハ運送取扱人ニ悪意アリタル場合ニハ之ヲ適用セス

第５６７条 運送取扱人ノ委託者又ハ荷受人ニ対スル債権ハ１年ヲ経過シタルトキハ時効

ニ因リテ消滅ス

第５６８条 第５７８条及ヒ第５８３条ノ規定ハ運送取扱営業ニ之ヲ準用ス

第８章 運送営業

第１節 総則

第５６９条 運送人トハ陸上又ハ湖川、港湾ニ於テ物品又ハ旅客ノ運送ヲ為スヲ業トスル

者ヲ謂フ

第２節 物品運送

第５７０条 荷送人ハ運送人ノ請求ニ因リ運送状ヲ交付スルコトヲ要ス

○２ 運送状ニハ左ノ事項ヲ記載シ荷送人之ニ署名スルコトヲ要ス

一 運送品ノ種類、重量又ハ容積及ヒ其荷造ノ種類、個数並ニ記号

二 到達地
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三 荷受人ノ氏名又ハ商号

四 運送状ノ作成地及ヒ其作成ノ年月日

第５７１条 運送人ハ荷送人ノ請求ニ因リ貨物引換証ヲ交付スルコトヲ要ス

○２ 貨物引換証ニハ左ノ事項ヲ記載シ運送人之ニ署名スルコトヲ要ス

一 前条第２項第１号乃至第３号ニ掲ケタル事項

二 荷送人ノ氏名又ハ商号

三 運送賃

四 貨物引換証ノ作成地及ヒ其作成ノ年月日

第５７２条 貨物引換証ヲ作リタルトキハ運送ニ関スル事項ハ運送人ト所持人トノ間ニ於

テハ貨物引換証ノ定ムル所ニ依ル

第５７３条 貨物引換証ヲ作リタルトキハ運送品ニ関スル処分ハ貨物引換証ヲ以テスルニ

非サレハ之ヲ為スコトヲ得ス

第５７４条 貨物引換証ハ其記名式ナルトキト雖モ裏書ニ依リテ之ヲ譲渡スコトヲ得但貨

物引換証ニ裏書ヲ禁スル旨ヲ記載シタルトキハ此限ニ在ラス

第５７５条 貨物引換証ニ依リ運送品ヲ受取ルコトヲ得ヘキ者ニ貨物引換証ヲ引渡シタル

トキハ其引渡ハ運送品ノ上ニ行使スル権利ノ取得ニ付キ運送品ノ引渡ト同一ノ効力

ヲ有ス

第５７６条 運送品ノ全部又ハ一部カ不可抗力ニ因リテ滅失シタルトキハ運送人ハ其運送

賃ヲ請求スルコトヲ得ス若シ運送人カ既ニ其運送賃ノ全部又ハ一部ヲ受取リタルト

キハ之ヲ返還スルコトヲ要ス

○２ 運送品ノ全部又ハ一部カ其性質若クハ瑕疵又ハ荷送人ノ過失ニ因リテ滅失シタル

トキハ運送人ハ運送賃ノ全額ヲ請求スルコトヲ得

第５７７条 運送人ハ自己若クハ運送取扱人又ハ其使用人其他運送ノ為メ使用シタル者カ

運送品ノ受取、引渡、保管及ヒ運送ニ関シ注意ヲ怠ラサリシコトヲ証明スルニ非サ

レハ運送品ノ滅失、毀損又ハ延著ニ付キ損害賠償ノ責ヲ免ルルコトヲ得ス

第５７８条 貨幣、有価証券其他ノ高価品ニ付テハ荷送人カ運送ヲ委託スルニ当タリ其種

類及ヒ価額ヲ明告シタルニ非サレハ運送人ハ損害賠償ノ責ニ任セス

第５７９条 数人相次テ運送ヲ為ス場合ニ於テハ各運送人ハ運送品ノ滅失、毀損又ハ延著

ニ付キ連帯シテ損害賠償ノ責ニ任ス

第５８０条 運送品ノ全部滅失ノ場合ニ於ケル損害賠償ノ額ハ其引渡アルヘカリシ日ニ於
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ケル到達地ノ価格ニ依リテ之ヲ定ム

○２ 運送品ノ一部滅失又ハ毀損ノ場合ニ於ケル損害賠償ノ額ハ其引渡アリタル日ニ於

ケル到達地ノ価格ニ依リテ之ヲ定ム但延著ノ場合ニ於テハ前項ノ規定ヲ準用ス

○３ 運送品ノ滅失又ハ毀損ノ為メ支払フコトヲ要セサル運送賃其他ノ費用ハ前２項ノ

賠償額ヨリ之ヲ控除ス

第５８１条 運送品カ運送人ノ悪意又ハ重大ナル過失ニ因リテ滅失、毀損又ハ延著シタル

トキハ運送人ハ一切ノ損害ヲ賠償スル責ニ任ス

第５８２条 荷送人又ハ貨物引換証ノ所持人ハ運送人ニ対シ運送ノ中止、運送品ノ返還其

他ノ処分ヲ請求スルコトヲ得此場合ニ於テハ運送人ハ既ニ為シタル運送ノ割合ニ応

スル運送賃、立替金及ヒ其処分ニ因リテ生シタル費用ノ弁済ヲ請求スルコトヲ得

○２ 前項ニ定メタル荷送人ノ権利ハ運送品カ到達地ニ達シタル後荷受人カ其引渡ヲ請

求シタルトキハ消滅ス

第５８３条 運送品カ到達地ニ達シタル後ハ荷受人ハ運送契約ニ因リテ生シタル荷送人ノ

権利ヲ取得ス

○２ 荷受人カ運送品ヲ受取リタルトキハ運送人ニ対シ運送賃其他ノ費用ヲ支払フ義務

ヲ負フ

第５８４条 貨物引換証ヲ作リタル場合ニ於テハ之ト引換ニ非サレハ運送品ノ引渡ヲ請求

スルコトヲ得ス

第５８５条 荷受人ヲ確知スルコト能ハサルトキハ運送人ハ運送品ヲ供託スルコトヲ得

○２ 前項ノ場合ニ於テ運送人カ荷送人ニ対シ相当ノ期間ヲ定メ運送品ノ処分ニ付キ指

図ヲ為スヘキ旨ヲ催告スルモ荷送人カ其指図ヲ為ササルトキハ運送品ヲ競売スルコ

トヲ得

○３ 運送人カ前２項ノ規定ニ従ヒテ運送品ノ供託又ハ競売ヲ為シタルトキハ遅滞ナク

荷送人ニ対シテ其通知ヲ発スルコトヲ要ス

第５８６条 前条ノ規定ハ運送品ノ引渡ニ関シテ争アル場合ニ之ヲ準用ス

○２ 運送人カ競売ヲ為スニハ予メ荷受人ニ対シ相当ノ期間ヲ定メテ運送品ノ受取ヲ催

告シ其期間経過ノ後更ニ荷送人ニ対スル催告ヲ為スコトヲ要ス

○３ 運送人ハ遅滞ナク荷受人ニ対シテモ運送品ノ供託又ハ競売ノ通知ヲ発スルコトヲ

要ス

第５８７条 第５２４条第２項及ヒ第３項ノ規定ハ前２条ノ場合ニ之ヲ準用ス

第５８８条 運送人ノ責任ハ荷受人カ留保ヲ為サスシテ運送品ヲ受取リ且運送賃其他ノ費

用ヲ支払ヒタルトキハ消滅ス但運送品ニ直チニ発見スルコト能ハサル毀損又ハ一部
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滅失アリタル場合ニ於テ荷受人カ引渡ノ日ヨリ２週間内ニ運送人ニ対シテ其通知ヲ

発シタルトキハ此限ニ在ラス

○２ 前項ノ規定ハ運送人ニ悪意アリタル場合ニハ之ヲ適用セス

第５８９条 第５６２条、第５６３条、第５６６条及ヒ第５６７条ノ規定ハ運送人ニ之ヲ

準用ス

第３節 旅客運送

第５９０条 旅客ノ運送人ハ自己又ハ其使用人カ運送ニ関シ注意ヲ怠ラサリシコトヲ証明

スルニ非サレハ旅客カ運送ノ為メニ受ケタル損害ヲ賠償スル責ヲ免ルルコトヲ得ス

○２ 損害賠償ノ額ヲ定ムルニ付テハ裁判所ハ被害者及ヒ其家族ノ情況ヲ斟酌スルコト

ヲ要ス

第５９１条 旅客ノ運送人ハ旅客ヨリ引渡ヲ受ケタル手荷物ニ付テハ特ニ運送賃ヲ請求セ

サルトキト雖モ物品ノ運送人ト同一ノ責任ヲ負フ

○２ 手荷物カ到達地ニ達シタル日ヨリ１週間内ニ旅客カ其引渡ヲ請求セサルトキハ第

５２４条ノ規定ヲ準用ス但住所又ハ居所ノ知レサル旅客ニハ催告及ヒ通知ヲ為スコ

トヲ要セス

第５９２条 旅客ノ運送人ハ旅客ヨリ引渡ヲ受ケサル手荷物ノ滅失又ハ毀損ニ付テハ自己

又ハ其使用人ニ過失アル場合ヲ除ク外損害賠償ノ責ニ任セス

第９章 寄託

第１節 総則

第５９３条 商人カ其営業ノ範囲内ニ於テ寄託ヲ受ケタルトキハ報酬ヲ受ケサルトキト雖

モ善良ナル管理者ノ注意ヲ為スコトヲ要ス

第５９４条 旅店、飲食店、浴場其他客ノ来集ヲ目的トスル場屋ノ主人ハ客ヨリ寄託ヲ受

ケタル物品ノ滅失又ハ毀損ニ付キ其不可抗力ニ因リタルコトヲ証明スルニ非サレハ

損害賠償ノ責ヲ免ルルコトヲ得ス

○２ 客カ特ニ寄託セサル物品ト雖モ場屋中ニ携帯シタル物品カ場屋ノ主人又ハ其使用

人ノ不注意ニ因リテ滅失又ハ毀損シタルトキハ場屋ノ主人ハ損害賠償ノ責ニ任ス

○３ 客ノ携帯品ニ付キ責任ヲ負ハサル旨ヲ告示シタルトキト雖モ場屋ノ主人ハ前２項

ノ責任ヲ免ルルコトヲ得ス

第５９５条 貨幣、有価証券其他ノ高価品ニ付テハ客カ其種類及ヒ価額ヲ明告シテ之ヲ前
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条ノ場屋ノ主人ニ寄託シタルニ非サレハ其場屋ノ主人ハ其物品ノ滅失又ハ毀損ニ因

リテ生シタル損害ヲ賠償スル責ニ任セス

第５９６条 前２条ノ責任ハ場屋ノ主人カ寄託物ヲ返還シ又ハ客カ携帯品ヲ持去リタル後

１年ヲ経過シタルトキハ時効ニ因リテ消滅ス

○２ 前項ノ期間ハ物品ノ全部滅失ノ場合ニ於テハ客カ場屋ヲ去リタル時ヨリ之ヲ起算

ス

○３ 前２項ノ規定ハ場屋ノ主人ニ悪意アリタル場合ニハ之ヲ適用セス

第２節 倉庫営業

第５９７条 倉庫営業者トハ他人ノ為メニ物品ヲ倉庫ニ保管スルヲ業トスル者ヲ謂フ

第５９８条 倉庫営業者ハ寄託者ノ請求ニ因リ寄託物ノ預証券及ヒ質入証券ヲ交付スルコ

トヲ要ス

第５９９条 預証券及ヒ質入証券ニハ左ノ事項及ヒ番号ヲ記載シ倉庫営業者之ニ署名スル

コトヲ要ス

一 受寄物ノ種類、品質、数量及ヒ其荷造ノ種類、個数並ニ記号

二 寄託者ノ氏名又ハ商号

三 保管ノ場所

四 保管料

五 保管ノ期間ヲ定メタルトキハ其期間

六 受寄物ヲ保険ニ付シタルトキハ保険金額、保険期間及ヒ保険者ノ氏名又ハ商号

七 証券ノ作成地及ヒ其作成ノ年月日

第６００条 倉庫営業者カ預証券及ヒ質入証券ヲ寄託者ニ交付シタルトキハ其帳簿ニ左ノ

事項ヲ記載スルコトヲ要ス

一 前条第１号、第２号及ヒ第４号乃至第６号ニ掲ケタル事項

二 証券ノ番号及ヒ其作成ノ年月日

第６０１条 預証券及ヒ質入証券ノ所持人ハ倉庫営業者ニ対シ寄託物ヲ分割シ且其各部分

ニ対スル預証券及ヒ質入証券ノ交付ヲ請求スルコトヲ得此場合ニ於テハ所持人ハ前

ノ預証券及ヒ質入証券ヲ倉庫営業者ニ返還スルコトヲ要ス

○２ 前項ニ定メタル寄託物ノ分割及ヒ証券ノ交付ニ関スル費用ハ所持人之ヲ負担ス

第６０２条 預証券及ヒ質入証券ヲ作リタルトキハ寄託ニ関スル事項ハ倉庫営業者ト所持

人トノ間ニ於テハ其証券ノ定ムル所ニ依ル



- 22/83 -

powered by インターネット六法 .com

第６０３条 預証券及ヒ質入証券ハ其記名式ナルトキト雖モ裏書ニ依リテ之ヲ譲渡シ又ハ

之ヲ質入スルコトヲ得但証券ニ裏書ヲ禁スル旨ヲ記載シタルトキハ此限ニ在ラス

○２ 預証券ノ所持人カ未タ質入ヲ為ササル間ハ預証券及ヒ質入証券ハ各別ニ之ヲ譲渡

スコトヲ得ス

第６０４条 第５７３条及ヒ第５７５条ノ規定ハ預証券及ヒ質入証券ニ之ヲ準用ス

第６０５条 預証券又ハ質入証券カ滅失シタルトキハ其所持人ハ相当ノ担保ヲ供シテ更ニ

其証券ノ交付ヲ請求スルコトヲ得此場合ニ於テハ倉庫営業者ハ其旨ヲ帳簿ニ記載ス

ルコトヲ要ス

第６０６条 質入証券ニ第１ノ質入裏書ヲ為スニハ債権額、其利息及ヒ弁済期ヲ記載スル

コトヲ要ス

○２ 第１ノ質権者カ前項ニ掲ケタル事項ヲ預証券ニ記載シテ之ニ署名スルニ非サレハ

質権ヲ以テ第三者ニ対抗スルコトヲ得ス

第６０７条 預証券ノ所持人ハ寄託物ヲ以テ預証券ニ記載シタル債権額及ヒ利息ヲ弁済ス

ル義務ヲ負フ

第６０８条 質入証券所持人ノ債権ノ弁済ハ倉庫営業者ノ営業所ニ於テ之ヲ為スコトヲ要

ス

第６０９条 質入証券ノ所持人カ弁済期ニ至リ支払ヲ受ケサルトキハ手形ニ関スル規定ニ

従ヒテ拒絶証書ヲ作ラシムルコトヲ要ス

第６１０条 質入証券ノ所持人ハ拒絶証書作成ノ日ヨリ１週間ヲ経過シタル後ニ非サレハ

寄託物ノ競売ヲ請求スルコトヲ得ス

第６１１条 倉庫営業者ハ競売代金ノ中ヨリ競売ニ関スル費用、受寄物ニ課スヘキ租税、

保管料其他保管ニ関スル費用及ヒ立替金ヲ控除シタル後其残額ヲ質入証券ト引換ニ

其所持人ニ支払フコトヲ要ス

○２ 競売代金ノ中ヨリ前項ニ掲ケタル費用、租税、保管料、立替金及ヒ質入証券所持

人ノ債権額、利息、拒絶証書作成ノ費用ヲ控除シタル後余剰アルトキハ倉庫営業者

ハ之ヲ預証券ト引換ニ其所持人ニ支払フコトヲ要ス

第６１２条 競売代金ヲ以テ質入証券ニ記載シタル債権ノ全部ヲ弁済スルコト能ハサリシ

トキハ倉庫営業者ハ其支払ヒタル金額ヲ質入証券ニ記載シテ其証券ヲ返還シ且其旨

ヲ帳簿ニ記載スルコトヲ要ス

第６１３条 質入証券ノ所持人ハ先ツ寄託物ニ付キ弁済ヲ受ケ尚ホ不足アルトキハ其裏書
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人ニ対シテ不足額ヲ請求スルコトヲ得

○２ 手形法第４５条第１項第３項第５項第６項、第４８条第１項、第４９条及ヒ第５

０条第１項ノ規定ハ前項ニ定メタル不足額ノ請求ニ之ヲ準用ス

○３ 手形法第５２条第３項ノ規定ハ不足額ノ請求ヲ受クル者ノ営業所又ハ住所ノ所在

地カ其請求ヲ為ス者ノ営業所又ハ住所ノ所在地ト異ナル場合ニ於ケル償還額ノ算定

ニ付キ之ヲ準用ス

第６１４条 質入証券ノ所持人カ弁済期ニ至リ支払ヲ受ケサリシ場合ニ於テ拒絶証書ヲ作

ラシメサリシトキ又ハ拒絶証書作成ノ日ヨリ２週間内ニ寄託物ノ競売ヲ請求セサリ

シトキハ裏書人ニ対スル請求権ヲ失フ

第６１５条 質入証券所持人ノ預証券所持人ニ対スル請求権ハ弁済期ヨリ１年質入証券裏

書人ニ対スル請求権ハ寄託物ニ付キ弁済ヲ受ケタル日ヨリ６个月質入証券裏書人ノ

其前者ニ対スル請求権ハ償還ヲ為シタル日ヨリ６个月ヲ経過シタルトキハ時効ニ因

リテ消滅ス

第６１６条 寄託者又ハ預証券ノ所持人ハ営業時間内何時ニテモ倉庫営業者ニ対シテ寄託

物ノ点検若クハ其見本ノ摘出ヲ求メ又ハ其保存ニ必要ナル処分ヲ為スコトヲ得

○２ 質入証券ノ所持人ハ営業時間内何時ニテモ倉庫営業者ニ対シテ寄託物ノ点検ヲ求

ムルコトヲ得

第６１７条 倉庫営業者ハ自己又ハ其使用人カ受寄物ノ保管ニ関シ注意ヲ怠ラサリシコト

ヲ証明スルニ非サレハ其滅失又ハ毀損ニ付キ損害賠償ノ責ヲ免ルルコトヲ得ス

第６１８条 倉庫営業者ハ受寄物出庫ノ時ニ非サレハ保管料及ヒ立替金其他受寄物ニ関ス

ル費用ノ支払ヲ請求スルコトヲ得ス但受寄物ノ一部出庫ノ場合ニ於テハ割合ニ応シ

テ其支払ヲ請求スルコトヲ得

第６１９条 当事者カ保管ノ期間ヲ定メサリシトキハ倉庫営業者ハ受寄物入庫ノ日ヨリ６

个月ヲ経過シタル後ニ非サレハ其返還ヲ為スコトヲ得ス但已ムコトヲ得サル事由ア

ルトキハ此限ニ在ラス

第６２０条 預証券及ヒ質入証券ヲ作リタル場合ニ於テハ之ト引換ニ非サレハ寄託物ノ返

還ヲ請求スルコトヲ得ス

第６２１条 預証券ノ所持人ハ質入証券ニ記載シタル債権ノ弁済期前ト雖モ其債権ノ全額

及ヒ弁済期マテノ利息ヲ倉庫営業者ニ供託シテ寄託物ノ返還ヲ請求スルコトヲ得

第６２２条 寄託物カ同種類ニシテ同一ノ品質ヲ有シ且分割スルコトヲ得ヘキ物ナルトキ

ハ預証券ノ所持人ハ債権額ノ一部及ヒ其弁済期マテノ利息ヲ供託シ其割合ニ応シテ
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寄託物ノ一部ノ返還ヲ請求スルコトヲ得此場合ニ於テ倉庫営業者ハ供託ヲ受ケタル

金額及ヒ返還シタル寄託物ノ数量ヲ預証券ニ記載シ且其旨ヲ帳簿ニ記載スルコトヲ

要ス

○２ 前項ニ定メタル寄託物ノ一部出庫ニ関スル費用ハ預証券ノ所持人之ヲ負担ス

第６２３条 前２条ノ場合ニ於テ質入証券ノ所持人ノ権利ハ供託金ノ上ニ存在ス

○２ 第６１２条ノ規定ハ前条第１項ノ供託金ヲ以テ質入証券ニ記載シタル債権ノ一部

ヲ弁済シタル場合ニ之ヲ準用ス

第６２４条 第５２４条第１項及ヒ第２項ノ規定ハ寄託者又ハ預証券ノ所持人カ寄託物ヲ

受取ルコトヲ拒ミ又ハ之ヲ受取ルコト能ハサル場合ニ之ヲ準用ス此場合ニ於テ質入

証券ノ所持人ノ権利ハ競売代金ノ上ニ存在ス

○２ 第６１１条及ヒ第６１２条ノ規定ハ前項ノ場合ニ之ヲ準用ス

第６２５条 第５８８条ノ規定ハ倉庫営業者ニ之ヲ準用ス

第６２６条 寄託物ノ滅失又ハ毀損ニ因リテ生シタル倉庫営業者ノ責任ハ出庫ノ日ヨリ１

年ヲ経過シタルトキハ時効ニ因リテ消滅ス

○２ 前項ノ期間ハ寄託物ノ全部滅失ノ場合ニ於テハ倉庫営業者カ預証券ノ所持人、若

シ其所持人カ知レサルトキハ寄託者ニ対シテ其滅失ノ通知ヲ発シタル日ヨリ之ヲ起

算ス

○３ 前２項ノ規定ハ倉庫営業者ニ悪意アリタル場合ニハ之ヲ適用セス

第６２７条 倉庫営業者ハ寄託者ノ請求アルトキハ預証券及ヒ質入証券ニ代ヘテ倉荷証券

ヲ交付スルコトヲ要ス

○２ 倉荷証券ニハ預証券ニ関スル規定ヲ準用ス

第６２８条 倉荷証券ヲ以テ質権ノ目的ト為シタル場合ニ於テ質権者ノ承諾アルトキハ寄

託者ハ債権ノ弁済期前ト雖モ寄託物ノ一部ノ返還ヲ請求スルコトヲ得此場合ニ於テ

倉庫営業者ハ返還シタル寄託物ノ種類、品質及ヒ数量ヲ倉荷証券ニ記載シ且其旨ヲ

帳簿ニ記載スルコトヲ要ス

第６２９条～第６８３条 削除

第３編 海商

第１章 船舶及ヒ船舶所有者

第６８４条 本法ニ於テ船舶トハ商行為ヲ為ス目的ヲ以テ航海ノ用ニ供スルモノヲ謂フ

○２ 本編ノ規定ハ端舟其他櫓櫂ノミヲ以テ運転シ又ハ主トシテ櫓櫂ヲ以テ運転スル舟
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ニハ之ヲ適用セス

第６８５条 船舶ノ属具目録ニ記載シタル物ハ其従物ト推定ス

第６８６条 船舶所有者ハ特別法ノ定ムル所ニ従ヒ登記ヲ為シ且船舶国籍証書ヲ請受クル

コトヲ要ス

○２ 前項ノ規定ハ総噸数２０噸未満ノ船舶ニハ之ヲ適用セス

第６８７条 船舶所有権ノ移転ハ其登記ヲ為シ且船舶国籍証書ニ之ヲ記載スルニ非サレハ

之ヲ以テ第三者ニ対抗スルコトヲ得ス

第６８８条 航海中ニ在ル船舶ノ所有権ヲ譲渡シタル場合ニ於テ特約ナキトキハ其航海ニ

因リテ生スル損益ハ譲受人ニ帰スヘキモノトス

第６８９条 差押及ヒ仮差押ノ執行（仮差押ノ登記ヲ為ス方法ニ依ルモノヲ除ク）ハ発航

ノ準備ヲ終ハリタル船舶ニ対シテハ之ヲ為スコトヲ得ス但其船舶カ発航ヲ為ス為メ

ニ生シタル債務ニ付テハ此限ニ在ラス

第６９０条 船舶所有者ハ船長其他ノ船員ガ其職務ヲ行フニ当タリ故意又ハ過失ニ因リテ

他人ニ加ヘタル損害ヲ賠償スル責ニ任ズ

第６９１条及び第６９２条 削除

第６９３条 船舶共有者ノ間ニ在リテハ船舶ノ利用ニ関スル事項ハ各共有者ノ持分ノ価格

ニ従ヒ其過半数ヲ以テ之ヲ決ス

第６９４条 船舶共有者ハ其持分ノ価格ニ応シ船舶ノ利用ニ関スル費用ヲ負担スルコトヲ

要ス

第６９５条 船舶共有者カ新ニ航海ヲ為シ又ハ船舶ノ大修繕ヲ為スヘキコトヲ決議シタル

トキハ其決議ニ対シテ異議アル者ハ他ノ共有者ニ対シ相当代価ヲ以テ自己ノ持分ヲ

買取ルヘキコトヲ請求スルコトヲ得

○２ 前項ノ請求ヲ為サント欲スル者ハ決議ノ日ヨリ３日内ニ他ノ共有者又ハ船舶管理

人ニ対シテ其通知ヲ発スルコトヲ要ス但此期間ハ決議ニ加ハラサリシ者ニ付テハ其

決議ノ通知ヲ受ケタル日ノ翌日ヨリ之ヲ起算ス

第６９６条 船舶共有者ハ其持分ノ価格ニ応シ船舶ノ利用ニ付テ生シタル債務ヲ弁済スル

責ニ任ス

第６９７条 損益ノ分配ハ毎航海ノ終ニ於テ船舶共有者ノ持分ノ価格ニ応シテ之ヲ為ス
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第６９８条 船舶共有者間ニ組合関係アルトキト雖モ各共有者ハ他ノ共有者ノ承諾ヲ得ス

シテ其持分ノ全部又ハ一部ヲ他人ニ譲渡スコトヲ得但船舶管理人ハ此限ニ在ラス

第６９９条 船舶共有者ハ船舶管理人ヲ選任スルコトヲ要ス

○２ 船舶共有者ニ非サル者ヲ船舶管理人ト為スニハ共有者全員ノ同意アルコトヲ要ス

○３ 船舶管理人ノ選任及ヒ其代理権ノ消滅ハ之ヲ登記スルコトヲ要ス

第７００条 船舶管理人ハ左ニ掲ケタル行為ヲ除ク外船舶共有者ニ代ハリテ船舶ノ利用ニ

関スル一切ノ裁判上又ハ裁判外ノ行為ヲ為ス権限ヲ有ス

一 船舶ノ譲渡若クハ賃貸ヲ為シ又ハ之ヲ抵当ト為スコト

二 船舶ヲ保険ニ付スルコト

三 新ニ航海ヲ為スコト

四 船舶ノ大修繕ヲ為スコト

五 借財ヲ為スコト

○２ 船舶管理人ノ代理権ニ加ヘタル制限ハ之ヲ以テ善意ノ第三者ニ対抗スルコトヲ得

ス

第７０１条 船舶管理人ハ特ニ帳簿ヲ備ヘ之ニ船舶ノ利用ニ関スル一切ノ事項ヲ記載スル

コトヲ要ス

○２ 船舶管理人ハ毎航海ノ終ニ於テ遅滞ナク其航海ニ関スル計算ヲ為シテ各船舶共有

者ノ承認ヲ求ムルコトヲ要ス

第７０２条 船舶共有者ノ持分ノ移転又ハ其国籍喪失ニ因リテ船舶カ日本ノ国籍ヲ喪失ス

ヘキトキハ他ノ共有者ハ相当代価ヲ以テ其持分ヲ買取リ又ハ其競売ヲ裁判所ニ請求

スルコトヲ得

○２ 社員ノ持分ノ移転ニ因リ会社ノ所有ニ属スル船舶カ日本ノ国籍ヲ喪失スヘキトキ

ハ合名会社ニ在テハ他ノ社員、合資会社ニ在テハ他ノ無限責任社員ハ相当代価ヲ以

テ其持分ヲ買取ルコトヲ得

第７０３条 船舶ノ賃貸借ハ之ヲ登記シタルトキハ爾後其船舶ニ付キ物権ヲ取得シタル者

ニ対シテモ其効力ヲ生ス

第７０４条 船舶ノ賃借人カ商行為ヲ為ス目的ヲ以テ其船舶ヲ航海ノ用ニ供シタルトキハ

其利用ニ関スル事項ニ付テハ第三者ニ対シテ船舶所有者ト同一ノ権利義務ヲ有ス

○２ 前項ノ場合ニ於テ船舶ノ利用ニ付キ生シタル先取特権ハ船舶所有者ニ対シテモ其

効力ヲ生ス但先取特権者カ其利用ノ契約ニ反スルコトヲ知レルトキハ此限ニ在ラス

第２章 船長
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第７０５条 船長ハ其職務ヲ行フニ付キ注意ヲ怠ラサリシコトヲ証明スルニ非サレハ船舶

所有者、傭船者、荷送人其他ノ利害関係人ニ対シテ損害賠償ノ責ヲ免ルルコトヲ得

ス

○２ 船長ハ船舶所有者ノ指図ニ従ヒタルトキト雖モ船舶所有者以外ノ者ニ対シテハ前

項ニ定メタル責任ヲ免ルルコトヲ得ス

第７０６条 海員カ其職務ヲ行フニ当タリ他人ニ損害ヲ加ヘタル場合ニ於テ船長ハ監督ヲ

怠ラサリシコトヲ証明スルニ非サレハ損害賠償ノ責ヲ免ルルコトヲ得ス

第７０７条 船長カ已ムコトヲ得サル事由ニ因リテ自ラ船舶ヲ指揮スルコト能ハサルトキ

ハ法令ニ別段ノ定アル場合ヲ除ク外他人ヲ選任シテ自己ノ職務ヲ行ハシムルコトヲ

得此場合ニ於テハ船長ハ其選任ニ付キ船舶所有者ニ対シテ其責ニ任ス

第７０８条 削除

第７０９条 船長ハ属具目録及ヒ運送契約ニ関スル書類ヲ船中ニ備ヘ置クコトヲ要ス

○２ 前項ノ属具目録ハ外国ニ航行セサル船舶ニ限リ国土交通省令ヲ以テ之ヲ備フルコ

トヲ要セサルモノト定ムルコトヲ得

第７１０条及び第７１１条 削除

第７１２条 船長ハ航海中最モ利害関係人ノ利益ニ適スヘキ方法ニ依リテ積荷ノ処分ヲ為

スコトヲ要ス

○２ 利害関係人ハ船長ノ行為ニ因リ其積荷ニ付テ生シタル債権ノ為メ之ヲ債権者ニ委

付シテ其責ヲ免ルルコトヲ得但利害関係人ニ過失アリタルトキハ此限ニ在ラス

第７１３条 船籍港外ニ於テハ船長ハ航海ノ為メニ必要ナル一切ノ裁判上又ハ裁判外ノ行

為ヲ為ス権限ヲ有ス

○２ 船籍港ニ於テハ船長ハ特ニ委任ヲ受ケタル場合ヲ除ク外海員ノ雇入及ヒ雇止ヲ為

ス権限ノミヲ有ス

第７１４条 船長ノ代理権ニ加ヘタル制限ハ之ヲ以テ善意ノ第三者ニ対抗スルコトヲ得ス

第７１５条 船長ハ船舶ノ修繕費、救助料其他航海ヲ継続スルニ必要ナル費用ヲ支弁スル

為メニ非サレハ左ニ掲ケタル行為ヲ為スコトヲ得ス

一 船舶ヲ抵当ト為スコト

二 借財ヲ為スコト

三 積荷ノ全部又ハ一部ヲ売却又ハ質入スルコト但第７１２条第１項ノ場合ハ此限

ニ在ラス
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○２ 船長カ積荷ヲ売却又ハ質入シタル場合ニ於ケル損害賠償ノ額ハ其積荷ノ到達スヘ

カリシ時ニ於ケル陸揚港ノ価格ニ依リテ之ヲ定ム但其価格中ヨリ支払フコトヲ要セ

サリシ費用ヲ控除スルコトヲ要ス

第７１６条 削除

第７１７条 船籍港外ニ於テ船舶カ修繕スルコト能ハサルニ至リタルトキハ船長ハ管海官

庁ノ認可ヲ得テ之ヲ競売スルコトヲ得

第７１８条 左ノ場合ニ於テハ船舶ハ修繕スルコト能ハサルニ至リタルモノト看做ス

一 船舶カ其現在地ニ於テ修繕ヲ受クルコト能ハス且其修繕ヲ為スヘキ地ニ到ルコ

ト能ハサルトキ

二 修繕費カ船舶ノ価額ノ４分ノ３ニ超ユルトキ

○２ 前項第２号ノ価額ハ船舶カ航海中毀損シタル場合ニ於テハ其発航ノ時ニ於ケル価

額トシ其他ノ場合ニ於テハ其毀損前ニ有セシ価額トス

第７１９条 船長ハ航海ヲ継続スル為メ必要ナルトキハ積荷ヲ航海ノ用ニ供スルコトヲ得

此場合ニ於テハ第７１５条第２項ノ規定ヲ準用ス

第７２０条 船長ハ遅滞ナク航海ニ関スル重要ナル事項ヲ船舶所有者ニ報告スルコトヲ要

ス

○２ 船長ハ毎航海ノ終ニ於テ遅滞ナク其航海ニ関スル計算ヲ為シテ船舶所有者ノ承認

ヲ求メ又船舶所有者ノ請求アルトキハ何時ニテモ計算ノ報告ヲ為スコトヲ要ス

第７２１条 船舶所有者ハ何時ニテモ船長ヲ解任スルコトヲ得但正当ノ理由ナクシテ之ヲ

解任シタルトキハ船長ハ船舶所有者ニ対シ解任ニ因リテ生シタル損害ノ賠償ヲ請求

スルコトヲ得

○２ 船長カ船舶共有者ナル場合ニ於テ其意ニ反シテ解任セラレタルトキハ他ノ共有者

ニ対シ相当代価ヲ以テ自己ノ持分ヲ買取ルヘキコトヲ請求スルコトヲ得

○３ 船長カ前項ノ請求ヲ為サント欲スルトキハ遅滞ナク他ノ共有者又ハ船舶管理人ニ

対シテ其通知ヲ発スルコトヲ要ス

第７２２条～第７３６条 削除

第３章 運送

第１節 物品運送

第１款 総則

第７３７条 船舶ノ全部又ハ一部ヲ以テ運送契約ノ目的ト為シタルトキハ各当事者ハ相手
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方ノ請求ニ因リ運送契約書ヲ交付スルコトヲ要ス

第７３８条 船舶所有者ハ傭船者又ハ荷送人ニ対シ発航ノ当時船舶カ安全ニ航海ヲ為スニ

堪フルコトヲ担保ス

第７３９条 船舶所有者ハ特約ヲ為シタルトキト雖モ自己ノ過失、船員其他ノ使用人ノ悪

意若クハ重大ナル過失又ハ船舶カ航海ニ堪ヘサルニ因リテ生シタル損害ヲ賠償スル

責ヲ免ルルコトヲ得ス

第７４０条 法令ニ違反シ又ハ契約ニ依ラスシテ船積シタル運送品ハ船長ニ於テ何時ニテ

モ之ヲ陸揚シ、若シ船舶又ハ積荷ニ危害ヲ及ホス虞アルトキハ之ヲ放棄スルコトヲ

得但船長カ之ヲ運送スルトキハ其船積ノ地及ヒ時ニ於ケル同種ノ運送品ノ最高ノ運

送賃ヲ請求スルコトヲ得

○２ 前項ノ規定ハ船舶所有者其他ノ利害関係人カ損害賠償ノ請求ヲ為スコトヲ妨ケス

第７４１条 船舶ノ全部ヲ以テ運送契約ノ目的ト為シタル場合ニ於テ運送品ヲ船積スルニ

必要ナル準備カ整頓シタルトキハ船舶所有者ハ遅滞ナク傭船者ニ対シテ其通知ヲ発

スルコトヲ要ス

○２ 傭船者カ運送品ヲ船積スヘキ期間ノ定アル場合ニ於テハ其期間ハ前項ノ通知アリ

タル日ノ翌日ヨリ之ヲ起算ス其期間経過ノ後運送品ヲ船積シタルトキハ船舶所有者

ハ特約ナキトキト雖モ相当ノ報酬ヲ請求スルコトヲ得

○３ 前項ノ期間中ニハ不可抗力ニ因リテ船積ヲ為スコト能ハサル日ヲ算入セス

第７４２条 船長カ第三者ヨリ運送品ヲ受取ルヘキ場合ニ於テ其者ヲ確知スルコト能ハサ

ルトキ又ハ其者カ運送品ヲ船積セサルトキハ船長ハ直チニ傭船者ニ対シテ其通知ヲ

発スルコトヲ要ス此場合ニ於テハ船積期間内ニ限リ傭船者ニ於テ運送品ヲ船積スル

コトヲ得

第７４３条 傭船者ハ運送品ノ全部ヲ船積セサルトキト雖モ船長ニ対シテ発航ノ請求ヲ為

スコトヲ得

○２ 傭船者カ前項ノ請求ヲ為シタルトキハ運送賃ノ全額ノ外運送品ノ全部ヲ船積セサ

ルニ因リテ生シタル費用ヲ支払ヒ尚ホ船舶所有者ノ請求アルトキハ相当ノ担保ヲ供

スルコトヲ要ス

第７４４条 船積期間経過ノ後ハ傭船者カ運送品ノ全部ヲ船積セサルトキト雖モ船長ハ直

チニ発航ヲ為スコトヲ得

○２ 前条第２項ノ規定ハ前項ノ場合ニ之ヲ準用ス

第７４５条 発航前ニ於テハ傭船者ハ運送賃ノ半額ヲ支払ヒテ契約ノ解除ヲ為スコトヲ得

○２ 往復航海ヲ為スヘキ場合ニ於テ傭船者カ其帰航ノ発航前ニ契約ノ解除ヲ為シタル
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トキハ運送賃ノ３分ノ２ヲ支払フコトヲ要ス他港ヨリ船積港ニ航行スヘキ場合ニ於

テ傭船者カ其船積港ヲ発スル前ニ契約ノ解除ヲ為シタルトキ亦同シ

○３ 運送品ノ全部又ハ一部ヲ船積シタル後前２項ノ規定ニ従ヒテ契約ノ解除ヲ為シタ

ルトキハ其船積及ヒ陸揚ノ費用ハ傭船者之ヲ負担ス

○４ 傭船者カ船積期間内ニ運送品ノ船積ヲ為ササリシトキハ契約ノ解除ヲ為シタルモ

ノト看做ス

第７４６条 傭船者カ前条ノ規定ニ従ヒテ契約ノ解除ヲ為シタルトキト雖モ附随ノ費用及

ヒ立替金ヲ支払フ責ヲ免ルルコトヲ得ス

○２ 前条第２項ノ場合ニ於テハ傭船者ハ前項ニ掲ケタルモノノ外運送品ノ価格ニ応シ

共同海損又ハ救助ノ為メ負担スヘキ金額ヲ支払フコトヲ要ス

第７４７条 発航後ニ於テハ傭船者ハ運送賃ノ全額ヲ支払フ外第７５３条第１項ニ定メタ

ル債務ヲ弁済シ且陸揚ノ為メニ生スヘキ損害ヲ賠償シ又ハ相当ノ担保ヲ供スルニ非

サレハ契約ノ解除ヲ為スコトヲ得ス

第７４８条 船舶ノ一部ヲ以テ運送契約ノ目的ト為シタル場合ニ於テ傭船者カ他ノ傭船者

及ヒ荷送人ト共同セスシテ発航前ニ契約ノ解除ヲ為シタルトキハ運送賃ノ全額ヲ支

払フコトヲ要ス但船舶所有者カ他ノ運送品ヨリ得タル運送賃ハ之ヲ控除ス

○２ 発航前ト雖モ傭船者カ既ニ運送品ノ全部又ハ一部ヲ船積シタルトキハ他ノ傭船者

及ヒ荷送人ノ同意ヲ得ルニ非サレハ契約ノ解除ヲ為スコトヲ得ス

○３ 前７条ノ規定ハ船舶ノ一部ヲ以テ運送契約ノ目的ト為シタル場合ニ之ヲ準用ス

第７４９条 箇箇ノ運送品ヲ以テ運送契約ノ目的ト為シタルトキハ荷送人ハ船長ノ指図ニ

従ヒ遅滞ナク運送品ヲ船積スルコトヲ要ス

○２ 荷送人カ運送品ノ船積ヲ怠リタルトキハ船長ハ直チニ発航ヲ為スコトヲ得此場合

ニ於テハ荷送人ハ運送賃ノ全額ヲ支払フコトヲ要ス但船舶所有者カ他ノ運送品ヨリ

得タル運送賃ハ之ヲ控除ス

第７５０条 第７４８条ノ規定ハ荷送人カ契約ノ解除ヲ為ス場合ニ之ヲ準用ス

第７５１条 傭船者又ハ荷送人ハ船積期間内ニ運送ニ必要ナル書類ヲ船長ニ交付スルコト

ヲ要ス

第７５２条 船舶ノ全部又ハ一部ヲ以テ運送契約ノ目的ト為シタル場合ニ於テ運送品ヲ陸

揚スルニ必要ナル準備カ整頓シタルトキハ船長ハ遅滞ナク荷受人ニ対シテ其通知ヲ

発スルコトヲ要ス

○２ 運送品ヲ陸揚スヘキ期間ノ定アル場合ニ於テハ其期間ハ前項ノ通知アリタル日ノ

翌日ヨリ之ヲ起算ス其期間経過ノ後運送品ヲ陸揚シタルトキハ船舶所有者ハ特約ナ

キトキト雖モ相当ノ報酬ヲ請求スルコトヲ得



- 31/83 -

powered by インターネット六法 .com

○３ 前項ノ期間中ニハ不可抗力ニ因リテ陸揚ヲ為スコト能ハサル日ヲ算入セス

○４ 箇箇ノ運送品ヲ以テ運送契約ノ目的ト為シタルトキハ荷受人ハ船長ノ指図ニ従ヒ

遅滞ナク運送品ヲ陸揚スルコトヲ要ス

第７５３条 荷受人カ運送品ヲ受取リタルトキハ運送契約又ハ船荷証券ノ趣旨ニ従ヒ運送

賃、附随ノ費用、立替金、碇泊料及ヒ運送品ノ価格ニ応シ共同海損又ハ救助ノ為メ

負担スヘキ金額ヲ支払フ義務ヲ負フ

○２ 船長ハ前項ニ定メタル金額ノ支払ト引換ニ非サレハ運送品ヲ引渡スコトヲ要セス

第７５４条 荷受人カ運送品ヲ受取ルコトヲ怠リタルトキハ船長ハ之ヲ供託スルコトヲ得

此場合ニ於テハ遅滞ナク荷受人ニ対シテ其通知ヲ発スルコトヲ要ス

○２ 荷受人ヲ確知スルコト能ハサルトキ又ハ荷受人カ運送品ヲ受取ルコトヲ拒ミタル

トキハ船長ハ運送品ヲ供託スルコトヲ要ス此場合ニ於テハ遅滞ナク傭船者又ハ荷送

人ニ対シテ其通知ヲ発スルコトヲ要ス

第７５５条 運送品ノ重量又ハ容積ヲ以テ運送賃ヲ定メタルトキハ其額ハ運送品引渡ノ当

時ニ於ケル重量又ハ容積ニ依リテ之ヲ定ム

第７５６条 期間ヲ以テ運送賃ヲ定メタルトキハ其額ハ運送品ノ船積著手ノ日ヨリ其陸揚

終了ノ日マテノ期間ニ依リテ之ヲ定ム但船舶カ不可抗力ニ因リ発航港若クハ航海ノ

途中ニ於テ碇泊ヲ為スヘキトキ又ハ航海ノ途中ニ於テ船舶ヲ修繕スヘキトキハ其期

間ハ之ヲ算入セス第７４１条第２項又ハ第７５２条第２項ノ場合ニ於テ船積期間又

ハ陸揚期間経過ノ後運送品ノ船積又ハ陸揚ヲ為シタル日数亦同シ

第７５７条 船舶所有者ハ第７５３条第１項ニ定メタル金額ノ支払ヲ受クル為メ裁判所ノ

許可ヲ得テ運送品ヲ競売スルコトヲ得

○２ 前項ノ許可ニ係ル事件ハ同項ノ運送品ノ所在地ノ地方裁判所之ヲ管轄ス

○３ 船長カ荷受人ニ運送品ヲ引渡シタル後ト雖モ船舶所有者ハ其運送品ノ上ニ権利ヲ

行使スルコトヲ得但引渡ノ日ヨリ２週間ヲ経過シタルトキ又ハ第三者カ其占有ヲ取

得シタルトキハ此限ニ在ラス

第７５８条 船舶所有者カ前条ニ定メタル権利ヲ行ハサルトキハ傭船者又ハ荷送人ニ対ス

ル請求権ヲ失フ但傭船者又ハ荷送人ハ其受ケタル利益ノ限度ニ於テ償還ヲ為スコト

ヲ要ス

第７５９条 船舶ノ全部又ハ一部ヲ以テ運送契約ノ目的ト為シタル場合ニ於テ傭船者カ更

ニ第三者ト運送契約ヲ為シタルトキハ其契約ノ履行カ船長ノ職務ニ属スル範囲内ニ

於テハ船舶所有者ノミ其第三者ニ対シテ履行ノ責ニ任ス

第７６０条 船舶ノ全部ヲ以テ運送契約ノ目的ト為シタル場合ニ於テハ其契約ハ左ノ事由
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ニ因リテ終了ス

一 船舶ガ沈没シタルコト

二 船舶ガ修繕スルコト能ハザルニ至リタルコト

三 船舶ガ捕獲セラレタルコト

四 運送品カ不可抗力ニ因リテ滅失シタルコト

○２ 前項第１号乃至第３号ニ掲ケタル事由カ航海中ニ生シタルトキハ傭船者ハ運送ノ

割合ニ応シ運送品ノ価格ヲ超エサル限度ニ於テ運送賃ヲ支払フコトヲ要ス

第７６１条 航海又ハ運送カ法令ニ反スルニ至リタルトキ其他不可抗力ニ因リテ契約ヲ為

シタル目的ヲ達スルコト能ハサルニ至リタルトキハ各当事者ハ契約ノ解除ヲ為スコ

トヲ得

○２ 前項ニ掲ケタル事由カ発航後ニ生シタル場合ニ於テ契約ノ解除ヲ為シタルトキハ

傭船者ハ運送ノ割合ニ応シテ運送賃ヲ支払フコトヲ要ス

第７６２条 第７６０条第１項第４号及ヒ前条第１項ニ掲ケタル事由カ運送品ノ一部ニ付

テ生シタルトキハ傭船者ハ船舶所有者ノ負担ヲ重カラシメサル範囲内ニ於テ他ノ運

送品ヲ船積スルコトヲ得

○２ 傭船者カ前項ニ定メタル権利ヲ行ハント欲スルトキハ遅滞ナク運送品ノ陸揚又ハ

船積ヲ為スコトヲ要ス若シ其陸揚又ハ船積ヲ怠リタルトキハ運送賃ノ全額ヲ支払フ

コトヲ要ス

第７６３条 第７６０条及ヒ第７６１条ノ規定ハ船舶ノ一部又ハ箇箇ノ運送品ヲ以テ運送

契約ノ目的ト為シタル場合ニ之ヲ準用ス

○２ 第７６０条第１項第４号及ヒ第７６１条第１項ニ掲ケタル事由カ運送品ノ一部ニ

付テ生シタルトキト雖モ傭船者又ハ荷送人ハ契約ノ解除ヲ為スコトヲ得但運送賃ノ

全額ヲ支払フコトヲ要ス

第７６４条 船舶所有者ハ左ノ場合ニ於テハ運送賃ノ全額ヲ請求スルコトヲ得

一 船長カ第７１５条第１項ノ規定ニ従ヒテ積荷ヲ売却又ハ質入シタルトキ

二 船長カ第７１９条ノ規定ニ従ヒテ積荷ヲ航海ノ用ニ供シタルトキ

三 船長カ第７８８条ノ規定ニ従ヒテ積荷ヲ処分シタルトキ

第７６５条 船舶所有者ノ傭船者、荷送人又ハ荷受人ニ対スル債権ハ１年ヲ経過シタルト

キハ時効ニ因リテ消滅ス

第７６６条 第５６６条、第５７６条乃至第５８１条及ヒ第５８８条ノ規定ハ船舶所有者

ニ之ヲ準用ス

第２款 船荷証券
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第７６７条 船長ハ傭船者又ハ荷送人ノ請求ニ因リ運送品ノ船積後遅滞ナク１通又ハ数通

ノ船荷証券ヲ交付スルコトヲ要ス

第７６８条 船舶所有者ハ船長以外ノ者ニ船長ニ代ハリテ船荷証券ヲ交付スルコトヲ委任

スルコトヲ得

第７６９条 船荷証券ニハ左ノ事項ヲ記載シ船長又ハ之ニ代ハル者署名スルコトヲ要ス

一 船舶ノ名称及ヒ国籍

二 船長カ船荷証券ヲ作ラサルトキハ船長ノ氏名

三 運送品ノ種類、重量若クハ容積及ヒ其荷造ノ種類、箇数並ニ記号

四 傭船者又ハ荷送人ノ氏名又ハ商号

五 荷受人ノ氏名若クハ商号

六 船積港

七 陸揚港但発航後傭船者又ハ荷送人カ陸揚港ヲ指定スヘキトキハ其之ヲ指定スヘ

キ港

八 運送賃

九 数通ノ船荷証券ヲ作リタルトキハ其員数

十 船荷証券ノ作成地及ヒ其作成ノ年月日

第７７０条 傭船者又ハ荷送人ハ船長又ハ之ニ代ハル者ノ請求ニ因リ船荷証券ノ謄本ニ署

名シテ之ヲ交付スルコトヲ要ス

第７７１条 陸揚港ニ於テハ船長ハ数通ノ船荷証券中ノ１通ノ所持人カ運送品ノ引渡ヲ請

求シタルトキト雖モ其引渡ヲ拒ムコトヲ得ス

第７７２条 陸揚港外ニ於テハ船長ハ船荷証券ノ各通ノ返還ヲ受クルニ非サレハ運送品ヲ

引渡スコトヲ得ス

第７７３条 ２人以上ノ船荷証券所持人カ運送品ノ引渡ヲ請求シタルトキハ船長ハ遅滞ナ

ク運送品ヲ供託シ且請求ヲ為シタル各所持人ニ対シテ其通知ヲ発スルコトヲ要ス船

長カ第７７１条ノ規定ニ依リテ運送品ノ一部ヲ引渡シタル後他ノ所持人カ運送品ノ

引渡ヲ請求シタル場合ニ於テ其残部ニ付キ亦同シ

第７７４条 ２人以上ノ船荷証券所持人アル場合ニ於テ其１人カ他ノ所持人ニ先チテ船長

ヨリ運送品ノ引渡ヲ受ケタルトキハ他ノ所持人ノ船荷証券ハ其効力ヲ失フ

第７７５条 ２人以上ノ船荷証券所持人アル場合ニ於テ船長カ未タ運送品ノ引渡ヲ為ササ

ルトキハ原所持人カ最モ先ニ発送シ又ハ引渡シタル証券ヲ所持スル者他ノ所持人ニ

先チテ其権利ヲ行フ
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第７７６条 第５７２条乃至第５７５条及ヒ第５８４条ノ規定ハ船荷証券ニ之ヲ準用ス

第２節 旅客運送

第７７７条 記名ノ乗船切符ハ之ヲ他人ニ譲渡スコトヲ得ス

第７７８条 旅客ノ航海中ノ食料ハ船舶所有者ノ負担トス

第７７９条 旅客カ契約ニ依リ船中ニ携帯スルコトヲ得ル手荷物ニ付テハ船舶所有者ハ特

約アルニ非サレハ別ニ運送賃ヲ請求スルコトヲ得ス

第７８０条 旅客カ乗船時期マテニ船舶ニ乗込マサルトキハ船長ハ発航ヲ為シ又ハ航海ヲ

継続スルコトヲ得此場合ニ於テハ旅客ハ運送賃ノ全額ヲ支払フコトヲ要ス

第７８１条 発航前ニ於テハ旅客ハ運送賃ノ半額ヲ支払ヒテ契約ノ解除ヲ為スコトヲ得

○２ 発航後ニ於テハ旅客ハ運送賃ノ全額ヲ支払フニ非サレハ契約ノ解除ヲ為スコトヲ

得ス

第７８２条 旅客カ発航前ニ死亡、疾病其他１身ニ関スル不可抗力ニ因リテ航海ヲ為スコ

ト能ハサルニ至リタルトキハ船舶所有者ハ運送賃ノ４分ノ１ヲ請求スルコトヲ得

○２ 前項ニ掲ケタル事由カ発航後ニ生シタルトキハ船舶所有者ハ其選択ニ従ヒ運送賃

ノ４分ノ１ヲ請求シ又ハ運送ノ割合ニ応シテ運送賃ヲ請求スルコトヲ得

第７８３条 航海ノ途中ニ於テ船舶ヲ修繕スヘキトキハ船舶所有者ハ其修繕中旅客ニ相当

ノ住居及ヒ食料ヲ供スルコトヲ要ス但旅客ノ権利ヲ害セサル範囲内ニ於テ他ノ船舶

ヲ以テ上陸港マテ旅客ヲ運送スルコトヲ提供シタルトキハ此限ニ在ラス

第７８４条 旅客運送契約ハ第７６０条第１項第１号乃至第３号ニ掲ケタル事由ニ因リテ

終了ス若シ其事由カ航海中ニ生シタルトキハ旅客ハ運送ノ割合ニ応シテ運送賃ヲ支

払フコトヲ要ス

第７８５条 旅客カ死亡シタルトキハ船長ハ最モ其相続人ノ利益ニ適スヘキ方法ニ依リテ

其船中ニ在ル手荷物ノ処分ヲ為スコトヲ要ス

第７８６条 第５９０条、第５９１条第１項、第５９２条、第７３８条、第７３９条、第

７６１条及ヒ第７６５条ノ規定ハ海上ノ旅客運送ニ之ヲ準用ス

○２ 第７４０条及ヒ第７６４条ノ規定ハ旅客ノ手荷物ニ之ヲ準用ス
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第７８７条 旅客運送ヲ為ス為メ船舶ノ全部又ハ一部ヲ以テ運送契約ノ目的ト為シタル場

合ニ於テハ船舶所有者ト傭船者トノ関係ニ付テハ前節第１款ノ規定ヲ準用ス

第４章 海損

第７８８条 船長カ船舶及ヒ積荷ヲシテ共同ノ危険ヲ免レシムル為メ船舶又ハ積荷ニ付キ

為シタル処分ニ因リテ生シタル損害及ヒ費用ハ之ヲ共同海損トス

○２ 前項ノ規定ハ危険カ過失ニ因リテ生シタル場合ニ於テ利害関係人ノ過失者ニ対ス

ル求償ヲ妨ケス

第７８９条 共同海損ハ之ニ因リテ保存スルコトヲ得タル船舶又ハ積荷ノ価格ト運送賃ノ

半額ト共同海損タル損害ノ額トノ割合ニ応シテ各利害関係人之ヲ分担ス

第７９０条 共同海損ノ分担額ニ付テハ船舶ノ価格ハ到達ノ地及ヒ時ニ於ケル価格トシ積

荷ノ価格ハ陸揚ノ地及ヒ時ニ於ケル価格トス但積荷ニ付テハ其価格中ヨリ滅失ノ場

合ニ於テ支払フコトヲ要セサル運送賃其他ノ費用ヲ控除スルコトヲ要ス

第７９１条 前２条ノ規定ニ依リ共同海損ヲ分担スヘキ者ハ船舶ノ到達又ハ積荷ノ引渡ノ

時ニ於テ現存スル価額ノ限度ニ於テノミ其責ニ任ス

第７９２条 船舶ニ備附ケタル武器、船員ノ給料、船員及ヒ旅客ノ食料並ニ衣類ハ共同海

損ノ分担ニ付キ其価額ヲ算入セス但此等ノ物ニ加ヘタル損害ハ他ノ利害関係人之ヲ

分担ス

第７９３条 船荷証券其他積荷ノ価格ヲ評定スルニ足ルヘキ書類ナクシテ船積シタル荷物

又ハ属具目録ニ記載セサル属具ニ加ヘタル損害ハ利害関係人ニ於テ之ヲ分担スルコ

トヲ要セス

○２ 甲板ニ積込ミタル荷物ニ加ヘタル損害亦同シ但沿岸ノ小航海ニ在リテハ此限ニ在

ラス

○３ 前２項ニ掲ケタル積荷ノ利害関係人ト雖モ共同海損ヲ分担スル責ヲ免ルルコトヲ

得ス

第７９４条 共同海損タル損害ノ額ハ到達ノ地及ヒ時ニ於ケル船舶ノ価格又ハ陸揚ノ地及

ヒ時ニ於ケル積荷ノ価格ニ依リテ之ヲ定ム但積荷ニ付テハ其滅失又ハ毀損ノ為メ支

払フコトヲ要セサリシ一切ノ費用ヲ控除スルコトヲ要ス

○２ 第５７８条ノ規定ハ共同海損ノ場合ニ之ヲ準用ス

第７９５条 船荷証券其他積荷ノ価格ヲ評定スルニ足ルヘキ書類ニ積荷ノ実価ヨリ低キ価

額ヲ記載シタルトキハ其積荷ニ加ヘタル損害ノ額ハ其記載シタル価額ニ依リテ之ヲ
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定ム

○２ 積荷ノ実価ヨリ高キ価額ヲ記載シタルトキハ其積荷ノ利害関係人ハ其記載シタル

価額ニ応シテ共同海損ヲ分担ス

○３ 前２項ノ規定ハ積荷ノ価格ニ影響ヲ及ホスヘキ事項ニ付キ虚偽ノ記載ヲ為シタル

場合ニ之ヲ準用ス

第７９６条 第７８９条ノ規定ニ依リテ利害関係人カ共同海損ヲ分担シタル後船舶、其属

具若クハ積荷ノ全部又ハ一部カ其所有者ニ復シタルトキハ其所有者ハ償金中ヨリ救

助料及ヒ一部滅失又ハ毀損ニ因リテ生シタル損害ノ額ヲ控除シタルモノヲ返還スル

コトヲ要ス

第７９７条 船舶カ双方ノ船員ノ過失ニ因リテ衝突シタル場合ニ於テ双方ノ過失ノ軽重ヲ

判定スルコト能ハサルトキハ其衝突ニ因リテ生シタル損害ハ各船舶ノ所有者平分シ

テ之ヲ負担ス

第７９８条 共同海損又ハ船舶ノ衝突ニ因リテ生シタル債権ハ１年ヲ経過シタルトキハ時

効ニ因リテ消滅ス

○２ 前項ノ期間ハ共同海損ニ付テハ其計算終了ノ時ヨリ之ヲ起算ス

第７９９条 本章ノ規定ハ船舶カ不可抗力ニ因リ発航港又ハ航海ノ途中ニ於テ碇泊ヲ為ス

為メニ要スル費用ニ之ヲ準用ス

第５章 海難救助

第８００条 船舶又ハ積荷ノ全部又ハ一部カ海難ニ遭遇セル場合ニ於テ義務ナクシテ之ヲ

救助シタル者ハ其結果ニ対シテ相当ノ救助料ヲ請求スルコトヲ得

第８０１条 救助料ニ付キ特約ナキ場合ニ於テ其額ニ付キ争アルトキハ危険ノ程度、救助

ノ結果、救助ノ為メニ要シタル労力及ヒ費用其他一切ノ事情ヲ斟酌シテ裁判所之ヲ

定ム

第８０２条 海難ニ際シ契約ヲ以テ救助料ヲ定メタル場合ニ於テ其額カ著シク不相当ナル

トキハ当事者ハ其増加又ハ減少ヲ請求スルコトヲ得此場合ニ於テハ前条ノ規定ヲ準

用ス

第８０３条 救助料ノ額ハ特約ナキトキハ救助セラレタル物ノ価額ニ超ユルコトヲ得ス

○２ 先順位ノ先取特権アルトキハ救助料ノ額ハ先取特権者ノ債権額ヲ控除シタル残額

ニ超ユルコトヲ得ス
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第８０４条 数人カ共同シテ救助ヲ為シタル場合ニ於テ救助料分配ノ割合ニ付テハ第８０

１条ノ規定ヲ準用ス

○２ 人命ノ救助ニ従事シタル者モ亦前項ノ規定ニ従ヒテ救助料ノ分配ヲ受クルコトヲ

得

第８０５条 救助ニ従事シタル船舶カ汽船ナルトキハ救助料ノ３分ノ２、帆船ナルトキハ

其２分ノ１ヲ船舶所有者ニ支払ヒ其残額ハ折半シテ之ヲ船長及ヒ海員ニ支払フコト

ヲ要ス

○２ 前項ノ規定ニ依リテ海員ニ支払フヘキ金額ノ分配ハ船長之ヲ行フ此場合ニ於テハ

前条ノ規定ヲ準用ス

○３ 前２項ノ規定ニ反スル契約ハ無効トス

第８０６条 船長カ前条第２項ノ規定ニ依リ救助料ノ分配ヲ為スニハ航海ヲ終ハルマテニ

分配案ヲ作リ之ヲ海員ニ告示スルコトヲ要ス

第８０７条 海員カ前条ノ分配案ニ対シテ異議ノ申立ヲ為サントスルトキハ其告示アリタ

ル後異議ノ申立ヲ為スコトヲ得ル最初ノ港ノ管海官庁ニ之ヲ為スコトヲ要ス

○２ 管海官庁ハ異議ヲ理由アリトスルトキハ分配案ヲ更正スルコトヲ得

○３ 船長ハ異議ノ落著前ニハ救助料ノ支払ヲ為スコトヲ得ス

第８０８条 船長カ分配案ノ作成ヲ怠リタルトキハ管海官庁ハ海員ノ請求ニ因リ船長ニ対

シテ分配案ノ作成ヲ命スルコトヲ得

○２ 船長カ前項ノ命令ニ従ハサルトキハ管海官庁ハ分配案ヲ作ルコトヲ得

第８０９条 左ノ場合ニ於テハ救助者ハ救助料ヲ請求スルコトヲ得ス

一 故意又ハ過失ニ因リテ海難ヲ惹起シタルトキ

二 正当ノ事由ニ因リテ救助ヲ拒マレタルニ拘ハラス強ヒテ之ニ従事シタルトキ

三 救助シタル物品ヲ隠匿シ又ハ濫ニ之ヲ処分シタルトキ

第８１０条 救助者ハ其債権ニ付キ救助シタル積荷ノ上ニ先取特権ヲ有ス

○２ 前項ノ先取特権ニハ船舶債権者ノ先取特権ニ関スル規定ヲ準用ス

第８１１条 船長ハ救助料ノ債務者ニ代ハリテ其支払ニ関スル一切ノ裁判上又ハ裁判外ノ

行為ヲ為ス権限ヲ有ス

○２ 救助料ニ関スル訴ニ於テハ船長ハ自ラ原告又ハ被告ト為ルコトヲ得但其訴ニ付キ

言渡シタル判決ハ救助料ノ債務者ニ対シテモ其効力ヲ有ス

第８１２条 積荷ノ所有者ハ救助セラレタル物ヲ以テ救助料ヲ支払フ義務ヲ負フ

第８１３条 積荷ノ上ニ存スル先取特権ハ債務者カ其積荷ヲ第三取得者ニ引渡シタル後ハ
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其積荷ニ付キ之ヲ行フコトヲ得ス

第８１４条 救助料ノ請求権ハ救助ヲ為シタル時ヨリ１年ヲ経過シタルトキハ時効ニ因リ

テ消滅ス

第６章 保険

第８１５条 海上保険契約ハ航海ニ関スル事故ニ因リテ生スルコトアルヘキ損害ノ填補ヲ

以テ其目的トス

○２ 海上保険契約ニハ本章ニ別段ノ定アル場合ヲ除ク外保険法（平成２０年法律第５

６号）第２章第１節乃至第４節及ビ第６節並ニ第５章ノ規定ヲ適用ス

第８１６条 保険者ハ本章又ハ保険契約ニ別段ノ定アル場合ヲ除ク外保険期間中保険ノ目

的ニ付キ航海ニ関スル事故ニ因リテ生シタル一切ノ損害ヲ填補スル責ニ任ス

第８１７条 保険者ハ被保険者カ支払フヘキ共同海損ノ分担額ヲ填補スル責ニ任ス但保険

価額ノ一部ヲ保険ニ付シタル場合ニ於テハ保険者ノ負担ハ保険金額ノ保険価額ニ対

スル割合ニ依リテ之ヲ定ム

第８１８条 船舶ノ保険ニ付テハ保険者ノ責任カ始マル時ニ於ケル其価額ヲ以テ保険価額

トス

第８１９条 積荷ノ保険ニ付テハ其船積ノ地及ヒ時ニ於ケル其価額及ヒ船積並ニ保険ニ関

スル費用ヲ以テ保険価額トス

第８２０条 積荷ノ到達ニ因リテ得ヘキ利益又ハ報酬ノ保険ニ付テハ契約ヲ以テ保険価額

ヲ定メサリシトキハ保険金額ヲ以テ保険価額トシタルモノト推定ス

第８２１条 １航海ニ付キ船舶ヲ保険ニ付シタル場合ニ於テハ保険者ノ責任ハ荷物又ハ底

荷ノ船積ニ著手シタル時ヲ以テ始マル

○２ 荷物又ハ底荷ノ船積ヲ為シタル後船舶ヲ保険ニ付シタルトキハ保険者ノ責任ハ契

約成立ノ時ヲ以テ始マル

○３ 前２項ノ場合ニ於テ保険者ノ責任ハ到達港ニ於テ荷物又ハ底荷ノ陸揚カ終了シタ

ル時ヲ以テ終ハル但其陸揚カ不可抗力ニ因ラスシテ遅延シタルトキハ其終了スヘカ

リシ時ヲ以テ終ハル

第８２２条 積荷ヲ保険ニ付シ又ハ積荷ノ到達ニ因リテ得ヘキ利益若クハ報酬ヲ保険ニ付

シタル場合ニ於テハ保険者ノ責任ハ其積荷カ陸地ヲ離レタル時ヲ以テ始マリ陸揚港

ニ於テ其陸揚カ終了シタル時ヲ以テ終ハル
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○２ 前条第３項但書ノ規定ハ前項ノ場合ニ之ヲ準用ス

第８２３条 海上保険証券ニハ保険法第６条第１項ニ掲ケタル事項ノ外左ノ事項ヲ記載ス

ルコトヲ要ス

一 船舶ヲ保険ニ付シタル場合ニ於テハ其船舶ノ名称、国籍並ニ種類、船長ノ氏名

及ヒ発航港、到達港又ハ寄航港ノ定アルトキハ其港名

二 積荷ヲ保険ニ付シ又ハ積荷ノ到達ニ因リテ得ヘキ利益若クハ報酬ヲ保険ニ付シ

タル場合ニ於テハ船舶ノ名称、国籍並ニ種類、船積港及ヒ陸揚港

第８２４条 保険者ノ責任カ始マル前ニ於テ航海ヲ変更シタルトキハ保険契約ハ其効力ヲ

失フ

○２ 保険者ノ責任カ始マリタル後航海ヲ変更シタルトキハ保険者ハ其変更後ノ事故ニ

付キ責任ヲ負フコトナシ但其変更カ保険契約者又ハ被保険者ノ責ニ帰スヘカラサル

事由ニ因リタルトキハ此限ニ在ラス

○３ 到達港ヲ変更シ其実行ニ著手シタルトキハ保険シタル航路ヲ離レサルトキト雖モ

航海ヲ変更シタルモノト看做ス

第８２５条 被保険者カ発航ヲ為シ若クハ航海ヲ継続スルコトヲ怠リ又ハ航路ヲ変更シ其

他著シク危険ヲ変更若クハ増加シタルトキハ保険者ハ其変更又ハ増加以後ノ事故ニ

付キ責任ヲ負フコトナシ但其変更又ハ増加カ事故ノ発生ニ影響ヲ及ホササリシトキ

又ハ保険者ノ負担ニ帰スヘキ不可抗力若クハ正当ノ理由ニ因リテ生シタルトキハ此

限ニ在ラス

第８２６条 保険契約中ニ船長ヲ指定シタルトキト雖モ船長ノ変更ハ契約ノ効力ニ影響ヲ

及ホサス

第８２７条 積荷ヲ保険ニ付シ又ハ積荷ノ到達ニ因リテ得ヘキ利益若クハ報酬ヲ保険ニ付

シタル場合ニ於テ船舶ヲ変更シタルトキハ保険者ハ其変更以後ノ事故ニ付キ責任ヲ

負フコトナシ但其変更カ保険契約者又ハ被保険者ノ責ニ帰スヘカラサル事由ニ因リ

タルトキハ此限ニ在ラス

第８２８条 保険契約ヲ為スニ当タリ荷物ヲ積込ムヘキ船舶ヲ定メサリシ場合ニ於テ保険

契約者又ハ被保険者カ其荷物ヲ船積シタルコトヲ知リタルトキハ遅滞ナク保険者ニ

対シテ船舶ノ名称及ヒ国籍ノ通知ヲ発スルコトヲ要ス

○２ 保険契約者又ハ被保険者カ前項ノ通知ヲ怠リタルトキハ保険契約ハ其効力ヲ失フ

第８２９条 保険者ハ左ニ掲ケタル損害又ハ費用ヲ填補スル責ニ任セス

一 保険ノ目的ノ性質若クハ瑕疵、其自然ノ消耗又ハ保険契約者若クハ被保険者ノ

悪意若クハ重大ナル過失ニ因リテ生シタル損害

二 船舶又ハ運送賃ヲ保険ニ付シタル場合ニ於テ発航ノ当時安全ニ航海ヲ為スニ必



- 40/83 -

powered by インターネット六法 .com

要ナル準備ヲ為サス又ハ必要ナル書類ヲ備ヘサルニ因リテ生シタル損害

三 積荷ヲ保険ニ付シ又ハ積荷ノ到達ニ因リテ得ヘキ利益若クハ報酬ヲ保険ニ付シ

タル場合ニ於テ傭船者、荷送人又ハ荷受人ノ悪意若クハ重大ナル過失ニ因リテ生

シタル損害

四 水先案内料、入港料、燈台料、検疫料其他船舶又ハ積荷ニ付キ航海ノ為メニ出

タシタル通常ノ費用

第８３０条 共同海損ニ非サル損害又ハ費用カ其計算ニ関スル費用ヲ算入セスシテ保険価

額ノ１００分ノ２ヲ超エサルトキハ保険者ハ之ヲ填補スル責ニ任セス

○２ 右ノ損害又ハ費用カ保険価額ノ１００分ノ２ヲ超エタルトキハ保険者ハ其全額ヲ

支払フコトヲ要ス

○３ 前２項ノ規定ハ当事者カ契約ヲ以テ保険者ノ負担セサル損害又ハ費用ノ割合ヲ定

メタル場合ニ之ヲ準用ス

○４ 前３項ニ定メタル割合ハ各航海ニ付キ之ヲ計算ス

第８３１条 保険ノ目的タル積荷カ毀損シテ陸揚港ニ到達シタルトキハ保険者ハ其積荷カ

毀損シタル状況ニ於ケル価額ノ毀損セサル状況ニ於テ有スヘカリシ価額ニ対スル割

合ヲ以テ保険価額ノ一部ヲ填補スル責ニ任ス

第８３２条 航海ノ途中ニ於テ不可抗力ニ因リ保険ノ目的タル積荷ヲ売却シタルトキハ其

売却ニ依リテ得タル代価ノ中ヨリ運送賃其他ノ費用ヲ控除シタルモノト保険価額ト

ノ差ヲ以テ保険者ノ負担トス但保険価額ノ一部ヲ保険ニ付シタル場合ニ於テ保険法

第１９条ノ適用ヲ妨ケス

○２ 前項ノ場合ニ於テ買主カ代価ヲ支払ハサルトキハ保険者ハ其支払ヲ為スコトヲ要

ス但其支払ヲ為シタルトキハ被保険者ノ買主ニ対シテ有セル権利ヲ取得ス

第８３３条 左ノ場合ニ於テハ被保険者ハ保険ノ目的ヲ保険者ニ委付シテ保険金額ノ全部

ヲ請求スルコトヲ得

一 船舶カ沈没シタルトキ

二 船舶ノ行方カ知レサルトキ

三 船舶カ修繕スルコト能ハサルニ至リタルトキ

四 船舶又ハ積荷カ捕獲セラレタルトキ

五 船舶又ハ積荷カ官ノ処分ニ依リテ押収セラレ６个月間解放セラレサルトキ

第８３４条 船舶ノ存否カ６个月間分明ナラサルトキハ其船舶ハ行方ノ知レサルモノトス

○２ 保険期間ノ定アル場合ニ於テ其期間カ前項ノ期間内ニ経過シタルトキト雖モ被保

険者ハ委付ヲ為スコトヲ得但船舶カ保険期間内ニ滅失セサリシコトノ証明アリタル

トキハ其委付ハ無効トス

第８３５条 第８３３条第３号ノ場合ニ於テ船長カ遅滞ナク他ノ船舶ヲ以テ積荷ノ運送ヲ
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継続シタルトキハ被保険者ハ其積荷ヲ委付スルコトヲ得ス

第８３６条 被保険者カ委付ヲ為サント欲スルトキハ３个月内ニ保険者ニ対シテ其通知ヲ

発スルコトヲ要ス

○２ 前項ノ期間ハ第８３３条第１号、第３号及ヒ第４号ノ場合ニ於テハ被保険者カ其

事由ヲ知リタル時ヨリ之ヲ起算ス

○３ 再保険ノ場合ニ於テハ第１項ノ期間ハ其被保険者カ自己ノ被保険者ヨリ委付ノ通

知ヲ受ケタル時ヨリ之ヲ起算ス

第８３７条 委付ハ単純ナルコトヲ要ス

○２ 委付ハ保険ノ目的ノ全部ニ付テ之ヲ為スコトヲ要ス但委付ノ原因カ其一部ニ付テ

生シタルトキハ其部分ニ付テノミ之ヲ為スコトヲ得

○３ 保険価額ノ一部ヲ保険ニ付シタル場合ニ於テハ委付ハ保険金額ノ保険価額ニ対ス

ル割合ニ応シテ之ヲ為スコトヲ得

第８３８条 保険者カ委付ヲ承認シタルトキハ後日其委付ニ対シテ異議ヲ述フルコトヲ得

ス

第８３９条 保険者ハ委付ニ因リ被保険者カ保険ノ目的ニ付キ有セル一切ノ権利ヲ取得ス

○２ 被保険者カ委付ヲ為シタルトキハ保険ノ目的ニ関スル証書ヲ保険者ニ交付スルコ

トヲ要ス

第８４０条 被保険者ハ委付ヲ為スニ当タリ保険者ニ対シ保険ノ目的ニ関スル他ノ保険契

約並ニ其負担ニ属スル債務ノ有無及ヒ其種類ヲ通知スルコトヲ要ス

○２ 保険者ハ前項ノ通知ヲ受クルマテハ保険金額ノ支払ヲ為スコトヲ要セス

○３ 保険金額ノ支払ニ付キ期間ノ定アルトキハ其期間ハ保険者カ第１項ノ通知ヲ受ケ

タル時ヨリ之ヲ起算ス

第８４１条 保険者カ委付ヲ承認セサルトキハ被保険者ハ委付ノ原因ヲ証明シタル後ニ非

サレハ保険金額ノ支払ヲ請求スルコトヲ得ス

第８４１条ノ２ 本章ノ規定ハ相互保険ニ之ヲ準用ス但其性質ガ之ヲ許サザルトキハ此限

ニ在ラズ

第７章 船舶債権者

第８４２条 左ニ掲ケタル債権ヲ有スル者ハ船舶、其属具及ヒ未タ受取ラサル運送賃ノ上

ニ先取特権ヲ有ス

一 船舶並ニ其属具ノ競売ニ関スル費用及ヒ競売手続開始後ノ保存費
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二 最後ノ港ニ於ケル船舶及ヒ其属具ノ保存費

三 航海ニ関シ船舶ニ課シタル諸税

四 水先案内料及ヒ挽船料

五 救助料及ヒ船舶ノ負担ニ属スル共同海損

六 航海継続ノ必要ニ因リテ生シタル債権

七 雇傭契約ニ因リテ生シタル船長其他ノ船員ノ債権

八 船舶カ其売買又ハ製造ノ後未タ航海ヲ為ササル場合ニ於テ其売買又ハ製造並ニ

艤装ニ因リテ生シタル債権及ヒ最後ノ航海ノ為メニスル船舶ノ艤装、食料並ニ燃

料ニ関スル債権

第８４３条 船舶債権者ノ先取特権ハ運送賃ニ付テハ其先取特権ノ生シタル航海ニ於ケル

運送賃ノ上ニノミ存在ス

第８４４条 船舶債権者ノ先取特権カ互ニ競合スル場合ニ於テハ其優先権ノ順位ハ第８４

２条ニ掲ケタル順序ニ従フ但同条第４号乃至第６号ノ債権間ニ在リテハ後ニ生シタ

ルモノ前ニ生シタルモノニ先ツ

○２ 同一順位ノ先取特権者数人アルトキハ各其債権額ノ割合ニ応シテ弁済ヲ受ク但第

８４２条第４号乃至第６号ノ債権カ同時ニ生セサリシ場合ニ於テハ後ニ生シタルモ

ノ前ニ生シタルモノニ先ツ

○３ 先取特権カ数回ノ航海ニ付テ生シタル場合ニ於テハ前２項ノ規定ニ拘ハラス後ノ

航海ニ付テ生シタルモノ前ノ航海ニ付テ生シタルモノニ先ツ

第８４５条 船舶債権者ノ先取特権ト他ノ先取特権ト競合スル場合ニ於テハ船舶債権者ノ

先取特権ハ他ノ先取特権ニ先ツ

第８４６条 船舶所有者カ其船舶ヲ譲渡シタル場合ニ於テハ譲受人ハ其譲渡ヲ登記シタル

後先取特権者ニ対シ一定ノ期間内ニ其債権ノ申出ヲ為スヘキ旨ヲ公告スルコトヲ要

ス但其期間ハ１个月ヲ下ルコトヲ得ス

○２ 先取特権者カ前項ノ期間内ニ其債権ノ申出ヲ為ササリシトキハ其先取特権ハ消滅

ス

第８４７条 船舶債権者ノ先取特権ハ其発生後１年ヲ経過シタルトキハ消滅ス

○２ 第８４２条第８号ノ先取特権ハ船舶ノ発航ニ因リテ消滅ス

第８４８条 登記シタル船舶ハ之ヲ以テ抵当権ノ目的ト為スコトヲ得

○２ 船舶ノ抵当権ハ其属具ニ及フ

○３ 船舶ノ抵当権ニハ不動産ノ抵当権ニ関スル規定ヲ準用ス此場合ニ於テハ民法第３

８４条第１号中「抵当権を実行して競売の申立てをしないとき」トアルハ「抵当権

の実行としての競売の申立て若しくはその提供を承諾しない旨の第三取得者に対す

る通知をせず、又はその通知をした債権者が抵当権の実行としての競売の申立てを
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することができるに至った後１週間以内にこれをしないとき」ト読替フルモノトス

第８４９条 船舶ノ先取特権ハ抵当権ニ先チテ之ヲ行フコトヲ得

第８５０条 登記シタル船舶ハ之ヲ以テ質権ノ目的ト為スコトヲ得ス

第８５１条 本章ノ規定ハ製造中ノ船舶ニ之ヲ準用ス

附則 （明治４４年５月３日法律第７３号） 抄

第１条 本法施行ノ期日ハ勅令ヲ以テ之ヲ定ム

第２条 本法ノ規定ハ本法施行ノ日ヨリ其施行前ニ生シタル事項ニモ亦之ヲ適用ス但従前

ノ規定ニ依リテ生シタル効力ヲ妨ケス

附則 （昭和１２年８月１４日法律第７９号） 抄

第６７条 本法施行ノ期日ハ勅令ヲ以テ之ヲ定ム

第６８条

○３ 商法第５７５条及第５編第２章第２節ハ之ヲ削除ス但シ商法其ノ他ノ法令ノ規定

ノ適用上之ニ依ルベキ場合ニ於テハ仍其ノ効力ヲ有ス

附則 （昭和１３年４月５日法律第７２号）

本法施行ノ期日ハ勅令ヲ以テ之ヲ定ム

附則 （昭和２２年４月１６日法律第６１号） 抄

第３３条 この法律は、日本国憲法施行の日から、これを施行する。

附則 （昭和２２年９月１日法律第１００号） 抄

第１条 この法律は、第１０章の規定を除いて、公布の日からこれを施行する。

附則 （昭和２２年１２月２２日法律第２２３号） 抄

第２９条 この法律は、昭和２３年１月１日から、これを施行する。

附則 （昭和２３年７月１２日法律第１４８号）

第１条 この法律は、公布の日から、これを施行する。

第２条 この附則で、新法とは、この法律による改正後の規定をいい、旧法とは、従前の

規定をいう。
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第３条 新法施行の際、株金全額の払込の完了していない株式に関しては、新法施行後も

なお旧法を適用する。新法施行前に行われた設立又は資本増加の際引受のあった株

式で、一時に全額を払込ませないものに関しても、また同様である。

２ 前項に定めるものの外、新法施行前に生じた事項については、旧法を適用する。

第４条 前条第１項に規定する株式については、会社は新法施行の日から２年内に株金全

額払込済のものとするため、株金の払込をなさしめ、又は資本を減少する等必要な

措置を講じなければならない。

２ 前項に規定する期間内に、同項に定める措置を講じなかった場合における措置に

関しては、別に法律を以てこれを定める。

第５条 旧法第２９７条第１項第２項及び第３０１条第１項第１０号の規定は、株金全額

の払込の完了していない株式のある会社の社債の発行に関しては、新法施行後も、

なおその効力を有する。

第６条 新法施行の際、他の法令中に商法の規定を準用する旨定めた規定がある場合にお

いては、その規定は、既に引受のあった株式又は出資についてのみ新法施行後もな

お旧法を準用するものとし、その限りにおいて旧法はなおその効力を有する。

附則 （昭和２４年５月３１日法律第１３７号） 抄

１ この法律は、昭和２４年６月１日から施行する。

９ 登記所がすべき公告は、当分の間官報でするものとする。但し、登記事項の公告は、

当分の間しない。

１０ 商法第１２条の規定の適用については、登記の時に登記及び公告があったものとみ

なす。

附則 （昭和２５年５月１０日法律第１６７号） 抄

１ この法律は、昭和２６年７月１日から施行する。

４ この法律施行前に成立した株式会社が既に発行した株式及びこの法律施行後発行する

額面株式については、第２０２条第２項の改正規定にかかわらず、改正前の同条同項の

規定を適用する。

附則 （昭和２５年１２月２０日法律第２９０号）

この法律は、新法の施行の日から施行する。

附則 （昭和２６年６月８日法律第２０９号）

この法律は、昭和２６年７月１日から施行する。

附則 （昭和２６年６月８日法律第２１３号） 抄

１ この法律は、昭和２６年７月１日から施行する。
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附則 （昭和２７年７月３１日法律第２６８号） 抄

１ この法律は、昭和２７年８月１日から施行する。

附則 （昭和３０年６月３０日法律第２８号） 抄

１ この法律は、昭和３０年７月１日から施行する。

２ この法律による改正後の商法は、特別の定がある場合を除いては、この法律の施行前

に生じた事項にも適用する。ただし、従前の商法によって生じた効力を妨げない。

３ この法律の施行前に定めた新株の引受権に関する定款の規定の不備は、会社の設立、

新株の発行、合併、組織変更又は定款の他の規定の効力を妨げない。

４ この法律の施行前に定めた株主の新株の引受権に関する定款の規定は、この法律の施

行の際における会社が発行する株式の総数のうち未発行の部分について、その効力を有

する。ただし、その定款の規定を廃止し、又は変更することを妨げない。

５ この法律の施行前に定めた株主以外の者の新株の引受権に関する定款の規定は、この

法律の施行後はその効力を有しない。ただし、この法律の施行前に申込があった新株の

引受権については、従前の例による。

附則 （昭和３３年４月１５日法律第６２号） 抄

１ この法律は、昭和３４年１月１日から施行する。

附則 （昭和３３年４月３０日法律第１０６号）

この法律は、昭和３３年７月１日から施行する。

附則 （昭和３７年４月２０日法律第８２号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、昭和３８年４月１日から施行する。

（定義）

第２条 この附則で、「新法」とは、この法律による改正後の商法をいい、「旧法」とは、

従前の商法をいう。

（原則）

第３条 新法は、特別の定めがある場合を除いては、この法律の施行前に生じた事項にも

適用する。ただし、旧法によって生じた効力を妨げない。

（清算結了の登記）

第 ４ 条 新 法 第 １ １ ９ 条 ノ ２ （ 新 法 第 １ ４ ７ 条で 準 用 す る 場 合 を含 む 。） の 規 定は 、 こ の

法律の施行前に財産の処分を完了した場合には適用しない。

（帳簿等の保存）
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第５条 この法律の施行前に解散の登記をした合名会社又は合資会社については、この法

律 の 施 行 後 も 、 な お 旧 法 第 １ ４ ３ 条 （ 旧 法 第 １ ４ ７ 条 で 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の

規定を適用する。

（所在不明株主等）

第６条 この法律の施行の際、株主名簿に記載した株主若しくは質権者の住所又は株主若

しくは質権者が会社に通知した住所にあてて発した通知及び催告が継続して３年を

こえる期間到達していないときは、その期間のうち３年をこえる部分は、新法第２

２４条ノ２第１項（同条第３項で準用する場合を含む。）の期間に算入しない。

（新株の効力発生日）

第７条 この法律の施行前に新株の発行の決議があったときは、この法律の施行後も、な

お旧法第２８０条ノ９の規定を適用する。

（株式会社の計算）

第８条 この法律の施行の際現に存する株式会社のこの法律の施行後最初に到来する決算

期以前の決算期に関する計算については、この法律の施行後も、なお従前の例によ

る。ただし、新法第２８８条ノ２第２項の規定の適用を妨げない。

第９条 新法第２８５条ノ２、第２８５条ノ３及び第２８５条ノ５から第２８５条ノ７ま

での規定の適用については、この法律の施行の際現に存する株式会社がこの法律の

施行後最初に到来する決算期以前に取得し、又は製作した資産は、その決算期にお

いて附することができる最高額（その額の範囲内で別に附した価額があるときは、

その価額）をもって、その決算期の翌日に取得し、又は製作したものとみなす。

第１０条 新法第２８６条ノ２、第２８６条ノ３又は第２８６条ノ５に規定する貸借対照

表の資産の部に計上することができる金額で、この法律の施行の際現に存する株式

会社がこの法律の施行後最初に到来する決算期以前に支出したものについては、そ

の金額からその決算期以前にこれらの規定が適用されたならば償却すべきであった

額の最少額を控除した金額を、その決算期の次の決算期において、貸借対照表の資

産の部に計上することができる。この場合においては、これらの規定による償却期

間からすでに経過した期間を控除した期間内に、毎決算期に均等額以上の償却をし

なければならない。

２ 前項の場合においては、同項の規定により貸借対照表の資産の部に計上した金額

（ 社 債 発 行 の た め に 必 要 な 費 用 の 額 を 除 く 。） は 、 新 法 第 ２ ９ ０ 条 第 １ 項 の 規 定 の

適用については、新法第２８６条ノ２又は第２８６条ノ３の規定により貸借対照表

の資産の部に計上した金額とみなす。

（合併の場合の貸借対照表の備置き）

第１１条 新法第４０８条ノ２の規定は、同条第１項に規定する株主総会の会日がこの法
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律の施行後２週間以内である場合には、適用しない。

（罰則）

第１２条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。

附則 （昭和３８年７月９日法律第１２６号）

この法律は、商業登記法の施行の日（昭和３９年４月１日）から施行する。ただし、第

７条中商法第２１０条第４号、第２８０条ノ４第２項及び第４９８条第１項第９号の改正

規定は、公布の日から施行する。

附則 （昭和４１年６月１４日法律第８３号） 抄

（施行期日）

１ この法律は、昭和４１年７月１日から施行する。ただし、商法第１８８条第２項第５

号、第２０５条、第２１３条から第２２１条まで、第２２３条第１項、第２２９条、第

２８４条ノ２及び第４９８条第１項第１６号の改正規定、同法第２２６条の次に１条を

加える改正規定並びに附則第３項及び第４項の規定は、昭和４２年４月１日から、同法

第３４１条ノ６の改正規定、同条を同法第３４１条ノ７とし、同法第３４１条ノ５の次

に１条を加える改正規定並びに次項及び附則第７項の規定は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ こ の 法 律 に よ る 改 正 後 の 商 法 （ 以 下 「 新 法」 と い う 。） の 規定 は 、 特 別 の 定め が あ る

場合を除いては、当該改正規定の施行前に生じた事項にも適用する。ただし、従前の商

法（以下「旧法」という。）の規定によって生じた効力を妨げない。

３ 昭和４２年４月１日前における株式の移転又は株券の取得については、同日以後も、

なお旧法第２０５条及び第２２９条の規定を適用する。ただし、同日以後の株券の占有

につき新法第２０５条第２項の規定を適用することを妨げない。

４ 昭和４２年４月１日前に発行された株券を同日以後に取得した者が、裏書の連続又は

株式の譲渡を証する書面の整否につき調査をしなかった場合においても、新法第２２９

条の規定の適用については、その調査をしなかったことをもって、悪意又は重大な過失

があったものとすることはできない。

５ 新法第２３９条第６項及び第２３９条ノ２の規定（新法第１８０条第３項及び第４１

３ 条 第 ３ 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） は、 こ の 法 律 の 施行 の 日 か ら 起 算し て ２ 週

間内の日を会日とする株主総会又は創立総会における議決権の行使については、適用し

ない。

６ この法律の施行前に新株の発行の決議があったときは、その新株の発行に関しては、

この法律の施行後も、なお従前の例による。この法律の施行前にされた旧法第２８０条

ノ２第２項の決議において定めた株式の発行に関しても、同様とする。

７ 新法第３４１条ノ６第２項の規定は、同項の一定の日がこの法律の公布の日前である

ときは、適用しない。
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附則 （昭和４１年７月１日法律第１１１号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月をこえない範囲内において政令で定める

日から施行する。

附則 （昭和４９年４月２日法律第２１号）

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月をこえない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、商法第２０９条第１項、第２４０条第２項、第２５６条

ノ３、第２８０条ノ２第１項、第２８０条ノ６第３号、第２８０条ノ７、第２８８

条ノ２、第２９３条ノ２、第２９３条ノ３第３項、第２９３条ノ４第２項、第３４

１条ノ２、第３４１条ノ７、第３７９条第１項及び第４９８条ノ２の各改正規定、

同法第２５６条ノ４を削る改正規定、同法第２８０条ノ９の次に１条を加える改正

規定、同法第３４１条ノ２の次に４条を加える改正規定、同法第４０６条ノ２の次

に１条を加える改正規定並びに次条、附則第５条及び第１０条から第１３条までの

規定は、公布の日から施行する。

（経過措置の原則）

第２条 この法律による改正後の商法の規定は、特別の定めがある場合を除いては、当該

改正規定の施行前に生じた事項にも適用する。ただし、改正前の商法の規定によっ

て生じた効力を妨げない。

（商業帳簿等に関する経過措置）

第３条 この法律の施行の際現に商人である者がこの法律の施行後最初に到来する改正後

の商法第３３条の一定の時期（会社にあっては、決算期をいう。以下この条及び次

条 に お い て 同 じ 。） 以 前 に お い て 作 成 す べ き 商 業 帳 簿 及 び そ の 附 属 明 細 書 並 び に 当

該一定の時期以前においてする計算及び当該一定の時期に関する計算に関しては、

この法律の施行後も、なお従前の例による。

（流動資産及び固定資産の評価に関する経過措置）

第４条 改正後の商法第３４条第１号及び第２号の規定の適用については、この法律の施

行の際現に株式会社以外の商人である者がこの法律の施行後最初に到来する改正後

の商法第３３条の一定の時期以前に取得し、又は製作した資産は、当該一定の時期

において附することができる最高価額（その額の範囲内で別に附した価額があると

きは、その価額）をもって、当該一定の時期の翌日に取得し、又は製作したものと

みなす。

（累積投票に関する経過措置）

第５条 商法第２５６条ノ３の改正規定及び同法第２５６条ノ４を削る改正規定の施行の

際現に取締役の選任について累積投票によらないことを定めた定款には、発行済株
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式の総数の４分の１以上に当たる株式を有する株主が累積投票によるべきことを求

めることができる旨の定めがあるものとみなす。ただし、発行済株式の総数の４分

の１以下の割合以上に当たる株式を有する株主がその請求をすることができる旨の

定めがある場合は、この限りでない。

（会社と取締役又は清算人との間の訴えについての会社代表に関する経過措置）

第６条 この法律の施行の際現に存する株式会社が取締役若しくは清算人に対し、又は取

締役若しくは清算人がその会社に対して提起する訴えについて会社を代表すべき者

に関しては、この法律の施行後最初に到来する決算期に関する定時総会の終結前は、

この法律の施行後も、なお従前の例による。

（監査役に関する経過措置）

第７条 この法律の施行の際現に存する株式会社の監査役で、この法律の施行後最初に到

来する決算期に関する定時総会の終結前に在任するものに関しては、この法律の施

行後も、なお従前の例による。

２ 前項の定時総会の終結の際現に在任する監査役は、同項の定時総会の終結と同時

に退任する。

（定時総会の招集の通知に添附すべき書類に関する経過措置）

第８条 改正後の商法第２８３条第２項の規定は、この法律の施行後最初に到来する決算

期以前の決算期に関する定時総会については、適用しない。

（子会社の株式の評価に関する経過措置）

第９条 この法律の施行の際現に存する株式会社がこの法律の施行後最初に到来する決算

期において附則第３条の規定によりなおその例によるものとされる改正前の商法第

２８５条ノ６第２項において準用する同法第２８５条ノ２第２項の規定により子会

社の株式に時価を附した場合においては、改正後の商法第２８５条ノ６第１項及び

同条第２項において準用する同法第２８５条ノ２第１項ただし書の規定の適用につ

いては、その附した時価を取得価額とみなす。

（株式による配当に関する経過措置）

第１０条 商法第２９３条ノ２の改正規定の施行前に株主総会の招集に関する取締役会の

決議があった場合において、その株主総会の決議をもって利益の配当の全部又は一

部を新たに発行する株式をもってするときは、その改正規定の施行後も、なお従前

の例による。

（転換社債の発行に関する経過措置）

第１１条 転換社債に関する改正規定の施行前に転換社債の発行の決議があったときは、

その転換社債の発行に関しては、その改正規定の施行後も、なお従前の例による。
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（資本の減少に関する経過措置）

第 １ ２ 条 商 法 第 ３ ７ ９ 条 第 １ 項 の 改 正 規 定 の 施 行 前 に 資 本 の 減 少 の 決 議 が あ っ た と き

は、その資本の減少に関しては、その改正規定の施行後も、なお従前の例による。

（休眠会社に関する特例）

第１３条 昭和４９年１０月１日において、最後の登記をした後１０年を経過している株

式会社は、その日に解散したものとみなす。

２ 改正後の商法第４０６条ノ３第３項の規定は、前項の場合について準用する。

３ 商業登記法（昭和３８年法律第１２５号）第９１条の２の規定は、第１項の規定

による解散の登記について準用する。

（罰則の適用に関する経過措置）

第１４条 この法律の施行前にした行為及びこの法律附則の規定により従前の例によるこ

と と さ れ る 事 項 に 係 る こ の 法 律 の 施 行 後 に し た 行 為 に 対 す る 罰 則 の 適 用 に つ い て

は、なお従前の例による。

附則 （昭和５０年１２月２７日法律第９４号） 抄

（施行期日等）

１ この法律は、海上航行船舶の所有者の責任の制限に関する国際条約が日本国について

効力を生ずる日から施行する。

２ この法律は、この法律の施行前に発生した事故により生じた損害に基づく債権につい

ては適用せず、この法律の施行前に生じた債権及びこの法律の施行前に発生した事故に

よりこの法律の施行後に生じた損害に基づく債権については、なお従前の例による。

附則 （昭和５４年３月３０日法律第５号） 抄

（施行期日）

１ この法律は、民事執行法（昭和５４年法律第４号）の施行の日（昭和５５年１０月１

日）から施行する。

（経過措置）

２ この法律の施行前に申し立てられた民事執行、企業担保権の実行及び破産の事件につ

いては、なお従前の例による。

３ 前項の事件に関し執行官が受ける手数料及び支払又は償還を受ける費用の額について

は、同項の規定にかかわらず、最高裁判所規則の定めるところによる。

附則 （昭和５６年６月９日法律第７４号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、昭和５７年１０月１日から施行する。ただし、第１条中商法目次の

改正規定及び同法第２編第４章第５節に１款を加える改正規定は、公布の日から起

算して１年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。
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（経過措置の原則）

第２条 この法律による改正後の商法、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法

律 （ 以 下 「 商 法 特 例 法 」 と い う 。） 及 び 有 限 会 社 法 の 規 定 （ 罰 則 を 除 く 。） は 、 特

別の定めがある場合を除いては、この法律の施行前に生じた事項にも適用する。た

だし、改正前のこれらの法律によって生じた効力を妨げない。

（子会社が有する親会社の株式又は持分に関する経過措置）

第４条 この法律の施行の際改正後の商法第２１１条ノ２（改正後の有限会社法第２４条

第 １ 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。） に 規 定 す る 子 会

社が改正後の商法第２１１条ノ２に規定する親会社の株式又は持分を有していると

きは、その子会社は、相当の時期に、その株式又は持分の処分をしなければならな

い。

２ 改正後の商法第４９８条第１項第１２号及び第２項並びに改正後の有限会社法第

８５条第１項第７号及び第２項の規定は、前項の規定に違反して株式又は持分の処

分をしなかった場合について準用する。

（株券の記載事項に関する経過措置）

第５条 この法律の施行前に発行された株券の記載事項に関しては、この法律の施行後も、

なお従前の例による。

（株主総会の決議の取消しの訴え等に関する経過措置）

第７条 この法律の施行前に株主総会若しくは創立総会又は社員総会の決議があった場合

においては、その決議の取消し、変更又は不存在若しくは無効の確認を請求する訴

えに関しては、この法律の施行後も、なお従前の例による。

（取締役等の資格に関する経過措置）

第８条 この法律の施行の際現に在任する取締役、監査役及び清算人については、改正後

の商法第２５４条ノ２第１号及び第２号（同法第２８０条第１項及び第４３０条第

２項並びに有限会社法第３２条、第３４条及び第７５条第２項において準用する場

合 を 含 む 。 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。） の規 定 は 、 こ の 法 律 の 施 行 後 最 初 に 招 集 さ

れる株主総会の終結の時までは、適用しない。ただし、この法律の施行後に改正後

の商法第２５４条ノ２第１号又は第２号に該当することとなったものについては、

この限りでない。

２ この法律の施行前にした行為について刑に処せられた者に係る取締役、監査役及

び清算人の資格に関しては、この法律の施行後も、なお従前の例による。

（取締役がする会社の営業の部類に属する取引に関する経過措置）

第９条 この法律の施行前に改正前の商法第２６４条第１項の規定による株主総会の認許

があった場合においては、その認許に係る取引に関しては、この法律の施行後も、

なお従前の例による。
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（取締役会社間の取引に関する経過措置）

第１０条 改正後の商法第２６５条第３項の規定は、この法律の施行前にした同条第１項

の取引については、適用しない。

（新株の発行等に関する経過措置）

第１１条 この法律の施行前に新株の発行の決議があった場合においては、その新株の発

行に関しては、この法律の施行後も、なお従前の例による。この法律の施行前に株

式の分割の決議があった場合のその株式の分割に関しても、同様とする。

（決算期に取締役が作成すべき書類等に関する経過措置）

第１２条 この法律の施行前に到来した最終の決算期以前の決算期に取締役が作成すべき

書類及びその決算期に係る計算に関しては、この法律の施行後も、なお従前の例に

よる。

（株主権の行使に関する利益の供与の禁止に関する経過措置）

第１３条 改正後の商法第２９４条ノ２の規定は、この法律の施行前にした行為について

は、適用しない。

（転換社債の転換の場合の資本に関する経過措置）

第１４条 この法律の施行前に転換社債の発行の決議があった場合においては、その転換

社債の転換により増加すべき資本に関しては、この法律の施行後も、なお従前の例

による。

（罰則の適用に関する経過措置）

第２７条 この法律の施行前にした行為及びこの法律附則の規定により従前の例によるこ

と と さ れ る 事 項 に 係 る こ の 法 律 の 施 行 後 に し た 行 為 に 対 す る 罰 則 の 適 用 に つ い て

は、なお従前の例による。

附則 （平成元年１２月２２日法律第９１号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して２年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。

附則 （平成２年６月２９日法律第６４号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。

（経過措置の原則）
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第 ２ 条 こ の 法 律 に よ る 改 正 後 の 商 法 及 び 有 限会 社 法 の 規 定 （ 罰則 を 除 く 。） は、 特 別 の

定めがある場合を除いては、この法律の施行前に生じた事項にも適用する。ただし、

改正前のこれらの法律によって生じた効力を妨げない。

（業務執行停止等の仮処分に関する経過措置）

第３条 この法律の施行前に社員の業務若しくは取締役、監査役若しくは清算人の職務の

執行を停止し、又は社員の業務代行者若しくは取締役、監査役若しくは清算人の職

務代行者を選任する仮処分の申請があった場合においては、その仮処分の事件及び

仮処分に関する登記並びにその業務代行者又は職務代行者の権限に関しては、この

法律の施行後も、なお従前の例による。

（設立に関する経過措置）

第４条 この法律の施行前に定款の認証を受けた場合においては、その定款に係る株式会

社又は有限会社の設立に関しては、この法律の施行後も、なお従前の例による。

（株式会社の資本の額の制限に関する経過措置）

第５条 この法律の施行の際現に存する株式会社又はこの法律の施行前に定款の認証を受

け、この法律の施行後に成立する株式会社で、その資本の額が１０００万円に満た

ないものについては、改正後の商法第１６８条ノ４の規定は、この法律の施行後５

年間は、適用しない。

２ 前項に規定する株式会社は、同項の期間内に限り、株主総会の決議によりその組

織を変更して合名会社又は合資会社とすることができる。

３ 法務大臣は、第１項の期間が満了したときは、登記された資本の額が１０００万

円に満たない株式会社は次条第１項に規定する登記の申請をしないときは同項の規

定 に よ り 解 散 し た も の と み な さ れ る こ と と な る 旨 を 官 報 で 公 告 し な け れ ば な ら な

い。この場合において、登記所は、その株式会社に対し、その公告があったことの

通知を発しなければならない。

４ 商法第１００条、有限会社法第６１条第１項及び第６６条並びに改正後の有限会

社法第６４条第１項ただし書、第２項、第３項及び第５項、第６４条ノ２並びに第

６４条ノ３の規定は、第２項の規定による組織変更について準用する。この場合に

おいて、有限会社法第６６条中「有限会社ニ付テハ第１３条第２項ニ定ムル登記」

と あ る の は 、「 合名 会 社 ニ 付 テ ハ 商 法 第 ６ ４ 条 第 １ 項 ニ 定 ム ル 登 記 、 合 資 会 社 ニ 付

テハ同法第１４９条第１項ニ定ムル登記」と読み替えるものとする。

５ 改正後の商法第２１０条第４号及び商法第２１１条の規定は、前項において準用

す る 改 正 後 の 有 限 会 社 法 第 ６ ４ 条 ノ ２ の 規 定 に よ る 株 式 の 買 取 り に つ い て 準 用 す

る。

（株式会社が最低資本金に達しない場合の措置）

第６条 前条第３項に規定する株式会社が同項の公告の日から起算して２月を経過する日

までに資本の額を１０００万円以上とする変更の登記又は有限会社、合名会社若し
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くは合資会社に組織を変更した場合にすべき登記の申請をしないときは、その株式

会社は、その日に解散したものとみなす。

２ 前項の規定により解散したものとみなされた会社は、そのみなされた日から起算

して３年内に限り、商法第３４３条に定める決議により会社を継続することができ

る。この場合において、その会社は、資本の額を１０００万円以上とし、又は組織

を変更して有限会社、合名会社若しくは合資会社とするまでの間は、当該資本の額

又は組織の変更の目的の範囲内において、権利を有し、義務を負う。

３ 前項の規定による会社の継続は、同項の期間内に、その資本の額を１０００万円

以上とせず、かつ、その組織を変更して有限会社、合名会社又は合資会社としなか

ったときは、その効力を失う。

４ 前条第２項、第４項及び第５項の規定は、第２項の規定により継続した会社が同

項の期間内にその組織を変更して合名会社又は合資会社とする場合について準用す

る。

５ 第２項の規定による継続の登記の申請と資本の額の変更の登記又は組織を変更し

た場合にすべき登記の申請とは、同時にしなければならない。

６ 商業登記法（昭和３８年法律第１２５号）第９１条の２の規定は、第１項の規定

による解散の登記について準用する。

（組織変更の登記の申請書の添付書類等）

第７条 附則第５条第２項（前条第４項において準用する場合を含む。以下この条におい

て 同 じ 。） の 規 定 に よ り 合 名 会 社 に 組 織 を 変 更 し た 場 合 の 合 名 会 社 に つ い て す る 登

記の申請書には、次の書類を添付しなければならない。

一 定款

二 商業登記法第６７条第２号及び第９３条第１項第５号に掲げる書面

２ 附則第５条第２項の規定により合資会社に組織を変更した場合の合資会社につい

てする登記の申請書には、前項各号に掲げる書類のほか、商業登記法第７４条の書

面を添付しなければならない。

３ 商業登記法第７１条及び第７３条の規定は、前２項に規定する場合について準用

する。

（組織変更に係る罰則）

第８条 会社の業務を執行する社員若しくはその業務代行者又は株式会社の取締役若しく

は商法第２５８条第２項、改正前の商法第２７０条第１項若しくは改正後の商法第

１８８条第３項において準用する商法第６７条ノ２の取締役の職務代行者が次の各

号の一に該当するときは、１００万円以下の過料に処する。ただし、その行為につ

いて刑を科すべきときは、この限りでない。

一 附則第５条第４項（附則第６条第４項において準用する場合を含む。以下この

条 に お い て 同 じ 。） に お い て 準 用 す る 有 限 会 社 法 第 ６ ６ 条 の 規 定 に 違 反 し て 登 記

をすることを怠ったとき。

二 附則第５条第４項において準用する改正後の有限会社法第６４条第２項又は第
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６４条ノ３の規定に違反して公告若しくは通知をすることを怠り、又は不正の公

告若しくは通知をしたとき。

三 附則第５条第４項において準用する商法第１００条の規定に違反して組織変更

をしたとき。

四 附 則 第 ５ 条 第 ５ 項 （ 附 則 第 ６ 条 第 ４ 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） に お い

て 準 用 す る 商 法 第 ２ １ １ 条 の 規 定 に 違 反 し て 株 式 の 処 分 を す る こ と を 怠 っ た と

き。

（株式等の譲渡承認請求等に関する経過措置）

第９条 この法律の施行前にその譲渡につき取締役会の承認を要する株式又は有限会社の

持分の譲渡の承認又は取得に係る買受人指定の請求があった場合においては、その

請求に関しては、この法律の施行後も、なお従前の例による。

（質権に関する経過措置）

第１０条 この法律の施行前に到来した最終の決算期以前の決算期に関する定時総会にお

いて改正前の商法第２９３条ノ２第１項の規定による株式をもってする配当の決議

があった場合又はこの法律の施行前に同法第２９３条ノ３第２項若しくは第２９３

条ノ３ノ２第１項の規定による株式の発行の決議があった場合においては、その決

議の前に株式について設定された質権に関しては、この法律の施行後も、なお従前

の例による。

（株式分割等に関する経過措置）

第１１条 この法律の施行前に決議があった株式の分割又は準備金の全部若しくは一部を

資本に組み入れた場合若しくは額面株式の発行価額中券面額を超えて資本に組み入

れた部分がある場合の株式の発行に関しては、この法律の施行後も、なお従前の例

による。

（無記名式の株券に関する経過措置）

第１２条 この法律の施行前に発行されている無記名式の株券に関しては、この法律の施

行後も、なお従前の例による。

（議決権のない株式に関する経過措置）

第１３条 定款をもって議決権がないものとされる株式については、この法律の施行前に

到来した最終の決算期以前の決算期に関する定時総会に係る議決権に関しては、こ

の法律の施行後も、なお従前の例による。

（株主の新株引受権等に関する経過措置）

第１４条 この法律の施行前に株式の譲渡につき取締役会の承認を要する会社において新

株、転換社債又は新株引受権付社債の発行の決議があった場合においては、その会

社の株主に係る引受権に関しては、この法律の施行後も、なお従前の例による。
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（新株発行の場合の現物出資に関する経過措置）

第１５条 この法律の施行前に新株の発行の決議があった場合においては、その新株に係

る現物出資に関しては、この法律の施行後も、なお従前の例による。

（利益準備金の積立てに関する経過措置）

第１６条 この法律の施行前に到来した最終の決算期以前の決算期に株式会社又は有限会

社が利益準備金として積み立てるべき金額に関しては、この法律の施行後も、なお

従前の例による。

（利益の処分に関する経過措置）

第１７条 この法律の施行前に到来した最終の決算期以前の決算期に係る株式会社の利益

の処分に関しては、この法律の施行後も、なお従前の例による。

（組織変更に関する経過措置）

第 ２ ３ 条 こ の 法 律 の 施 行 前 に 決 議 が あ っ た 株 式 会 社 又 は 有 限 会 社 の 組 織 変 更 に 関 し て

は、この法律の施行後も、なお従前の例による。

（罰則の適用に関する経過措置）

第２５条 この法律の施行前にした行為及びこの法律附則の規定により従前の例によるこ

ととされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用について

は、なお従前の例による。

附則 （平成５年６月１４日法律第６２号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。

（経過措置の原則）

第２条 改正後の商法、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律及び担保附社

債 信 託 法 の 規 定 （ 罰 則 を 除 く 。） は 、 特 別 の 定 め が あ る 場 合 を 除 い て は 、 こ の 法 律

の施行前に生じた事項にも適用する。ただし、改正前のこれらの法律によって生じ

た効力を妨げない。

（代表訴訟に関する経過措置）

第３条 この法律の施行前に商法第２６７条第２項又は第３項（これらの規定を同法又は

他 の 法 律 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の訴 え が 提 起 さ れ た 場 合 に お い て は 、 そ

の訴訟の目的の価額の算定に関しては、この法律の施行後も、なお従前の例による。

（監査役の任期に関する経過措置）
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第４条 この法律の施行の際現に存する株式会社の監査役でこの法律の施行後最初に到来

する決算期に関する定時総会の終結前に在任するものの任期に関しては、この法律

の施行後も、なお従前の例による。

（旧社債に関する経過措置）

第５条 この法律の施行前に社債（担保付社債を除く。以下この条、次条及び附則第１４

条 に お い て 同 じ 。） の 募 集 の 決 議 が あ っ た 場 合 に お い て は 、 そ の 社 債 に 関 し て は 、

この法律の施行後も、なお従前の例による。

（旧社債の社債権者集会に関する経過措置）

第６条 前条に規定する場合においても、この法律の施行後に招集手続が開始される社債

の社債権者集会に関しては、同条の規定にかかわらず、改正後の商法第３２１条ノ

２、第３２４条、第３２９条及び第３３９条の規定を適用する。この場合において、

同 条 第 ２ 項 及 び 第 ４ 項 中 「 社 債 管 理 会 社 」 と あ る の は 、「 社 債 募 集 ノ 委 託 ヲ 受 ケ タ

ル会社」とする。

（罰則の適用に関する経過措置）

第１２条 この法律の施行前にした行為及びこの法律附則の規定により従前の例によるこ

ととされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用について

は、なお従前の例による。

附則 （平成６年６月２９日法律第６６号）

（施行期日）

１ この法律は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。

（経過措置）

２ 改 正 後 の 商 法 及 び 有 限 会 社 法 の 規 定 （ 罰 則を 除 く 。） は 、 次項 に 定 め る も のを 除 き 、

この法律の施行前に生じた事項にも適用する。ただし、改正前のこれらの法律によって

生じた効力を妨げない。

３ 改正後の商法第２１０条第５号、第２１０条ノ３第１項及び第２項並びに第２１２条

ノ２第１項及び第３項（これらの規定を改正後の有限会社法第２４条第１項において準

用 す る 場 合 を 含 む 。） 並 び に 改 正 後 の 商 法 第 ２ １ ０ 条 ノ ２ 第 １項 の 規 定 は 、 この 法 律 の

施行前に株主総会又は社員総会の招集の手続が開始された場合における自己の株式又は

持分の取得については、適用しない。

（罰則の適用に関する経過措置）

４ この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

附則 （平成９年５月２１日法律第５６号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、平成９年６月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、
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当該各号に定める日から施行する。

一 目次の改正規定、第１７５条の改正規定、第２編第４章第３節ノ２の次に１節

を加える改正規定及び第４１４条の改正規定並びに附則第６条及び第７条の規定

平成９年１０月１日

（経過措置）

第２条 この法律の施行前に定時総会の招集の手続が開始された場合におけるその定時総

会の決議に係る自己の株式の取得については、なお従前の例による。

（罰則の適用に関する経過措置）

第３条 この法律の施行前にした行為及び前条の規定により従前の例によることとされる

場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従

前の例による。

附則 （平成９年６月６日法律第７１号） 抄

（施行期日）

１ この法律は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。

（経過措置）

２ この法律の施行前に締結された合併契約に係る合併に関しては、この法律の施行後も、

なお従前の例による。

（罰則の適用に関する経過措置）

３ この法律の施行前にした行為及び前項の規定により従前の例によることとされる場合

におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。

附則 （平成９年１２月３日法律第１０７号）

この法律は、公布の日から起算して２０日を経過した日から施行する。

附則 （平成１０年６月１５日法律第１０７号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、平成１０年１２月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。

一及び二 略

三 第１条中証券取引法第１３０条第２項第４号を削る改正規定、同項第５号の改

正 規定 （「前 各号 」を 「前３ 号」 に改め る部分 に限 る。）、 同号を 同項第 ４号 とす

る改正規定及び同法第１３１条の改正規定並びに附則第１７６条の規定 平成１

０年１２月１日から平成１１年１２月３１日までの範囲内において政令で定める

日
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附則 （平成１１年８月１３日法律第１２５号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、第１条中商法第２８５条ノ４、第２８５条ノ５第２項、

第２８５条ノ６第２項及び第３項、第２９０条第１項並びに第２９３条ノ５第３項

の改正規定並びに附則第６条中農林中央金庫法（大正１２年法律第４２号）第２３

条第３項及び第２４条第１項の改正規定、附則第７条中商工組合中央金庫法（昭和

１１年法律第１４号）第３９条ノ３第３項及び第４０条ノ２第１項の改正規定、附

則第９条中農業協同組合法（昭和２２年法律第１３２号）第５２条第１項の改正規

定、附則第１０条中証券取引法（昭和２３年法律第２５号）第５３条第３項の改正

規定及び同条第４項を削る改正規定、附則第１１条中水産業協同組合法（昭和２３

年法律第２４２号）第５６条第１項の改正規定、附則第１２条中協同組合による金

融事業に関する法律（昭和２４年法律第１８３号）第５条の５の次に１条を加える

改正規定及び同法第１２条第１項の改正規定、附則第１３条中船主相互保険組合法

（昭和２５年法律第１７７号）第４２条第１項の改正規定、附則第１６条中信用金

庫法（昭和２６年法律第２３８号）第５５条の３第３項及び第５７条第１項の改正

規定、附則第１８条中労働金庫法（昭和２８年法律第２２７号）第６１条第１項の

改正規定、附則第２３条中銀行法（昭和５６年法律第５９号）第１７条の２第３項

の改正規定及び同条第４項を削る改正規定、附則第２６条の規定、附則第２７条中

保険業法（平成７年法律第１０５号）第１５条に１項を加える改正規定、同法第５

５条第１項及び第２項、第１１２条第１項並びに第１１２条の２第３項の改正規定、

同条第４項を削る改正規定、同法第１１５条第２項、第１１８条第１項、第１１９

条及び第１９９条の改正規定並びに同法附則第５９条第２項及び附則第９０条第２

項を削る改正規定、附則第２９条中株式の消却の手続に関する商法の特例に関する

法律（平成９年法律第５５号）第７条第２項の改正規定並びに附則第３１条中特定

目的会社による特定資産の流動化に関する法律（平成１０年法律第１０５号）第１

０１条第１項及び第１０２条第３項の改正規定は、平成１２年４月１日から施行す

る。

（監査報告書に関する経過措置）

第２条 この法律の施行前に終了した営業年度について作成すべき監査報告書の記載事項

に関しては、なお従前の例による。農林中央金庫、農業協同組合及び農業協同組合

連合会、漁業協同組合、漁業協同組合連合会、水産加工業協同組合及び水産加工業

協同組合連合会、信用協同組合及び信用協同組合連合会（中小企業等協同組合法（昭

和２４年法律第１８１号）第９条の９第１項第１号の事業を行う協同組合連合会を

い う 。 次 条 に お い て 同 じ 。）、 信 用 金 庫 及 び 信 用 金 庫 連 合 会 、 労 働 金 庫 及 び 労 働 金

庫連合会並びに相互会社（保険業法第２条第５項に規定する相互会社をいう。次条

に お い て 同 じ 。） につ い て の 、 こ の 法 律 の 施 行 前 に 終 了 し た 事 業 年 度 に つ い て 作 成

すべき監査報告書の記載事項に関しても、同様とする。
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（金銭債権等の評価に関する経過措置）

第３条 附則第１条ただし書に掲げる改正規定の施行前に開始した営業年度の決算期にお

ける金銭債権、社債その他の債券及び株式その他の出資による持分の評価（以下こ

の 条 に お い て 「 金 銭 債 権 等 の 評 価 」 と い う 。） に 関 し て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

次の各号に掲げる金銭債権等の評価に関しても、同様とする。

一 農林中央金庫、商工組合中央金庫、農業協同組合及び農業協同組合連合会、漁

業協同組合、漁業協同組合連合会、水産加工業協同組合及び水産加工業協同組合

連合会、信用協同組合及び信用協同組合連合会、船主相互保険組合、信用金庫及

び信用金庫連合会並びに労働金庫及び労働金庫連合会についての、附則第１条た

だし書に掲げる改正規定の施行前に開始した事業年度終了の日における金銭債権

等の評価

二 証券投資法人（証券投資信託及び証券投資法人に関する法律（昭和２６年法律

第 １ ９ ８ 号 ） 第 ２ 条 第 １ １ 項 に 規 定 す る 証 券 投 資 法 人 を い う 。） に つ い て の 、 附

則第１条ただし書に掲げる改正規定の施行前に開始した営業期間（同法第１３３

条第２項に規定する営業期間をいう。）の決算期における金銭債権等の評価

三 相互会社についての、附則第１条ただし書に掲げる改正規定の施行前に開始し

た事業年度の決算期における金銭債権等の評価

附則 （平成１１年１２月８日法律第１５１号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、平成１２年４月１日から施行する。

（経過措置）

第３条 民法の一部を改正する法律（平成１１年法律第１４９号）附則第３条第３項の規

定により従前の例によることとされる準禁治産者及びその保佐人に関するこの法律

による改正規定の適用については、次に掲げる改正規定を除き、なお従前の例によ

る。

一から二十五まで 略

第４条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例によ

る。

附則 （平成１１年１２月２２日法律第１６０号） 抄

（施行期日）

第 １ 条 こ の 法 律 （ 第 ２ 条 及 び 第 ３ 条 を 除 く 。） は、 平 成 １ ３ 年１ 月 ６ 日 か ら 施行 す る 。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

一 第９９５条（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部を

改 正 す る 法 律 附 則 の 改 正 規 定 に 係 る 部 分 に 限 る 。）、 第 １ ３ ０ ５ 条 、 第 １ ３ ０ ６

条、第１３２４条第２項、第１３２６条第２項及び第１３４４条の規定 公布の

日
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附則 （平成１１年１２月２２日法律第２２５号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。

（民法等の一部改正に伴う経過措置）

第２５条 この法律の施行前に和議開始の申立てがあった場合又は当該申立てに基づきこ

の法律の施行前若しくは施行後に和議開始の決定があった場合においては、当該申

立て又は決定に係る次の各号に掲げる法律の規定に定める事項に関する取扱いにつ

いては、この法律の附則の規定による改正後のこれらの規定にかかわらず、なお従

前の例による。

一から五まで 略

六 商法第３０９条ノ２第１項第２号並びに第３８３条第１項及び第２項

（罰則の適用に関する経過措置）

第２６条 この法律の施行前にした行為及びこの法律の附則において従前の例によること

と さ れ る 場 合 に お け る こ の 法 律 の 施 行 後 に し た 行 為 に 対 す る 罰 則 の 適 用 に つ い て

は、なお従前の例による。

附則 （平成１２年５月３１日法律第９０号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。

（罰則の適用に関する経過措置）

第２条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例によ

る。

（労働契約の取扱いに関する措置）

第５条 会社法（平成１７年法律第８６号）の規定に基づく会社分割に伴う労働契約の承

継に関しては、会社分割をする会社は、会社分割に伴う労働契約の承継等に関する

法律（平成１２年法律第１０３号）第２条第１項の規定による通知をすべき日まで

に、労働者と協議をするものとする。

２ 前項に規定するもののほか、同項の労働契約の承継に関連して必要となる労働者

の保護に関しては、別に法律で定める。

附則 （平成１３年６月８日法律第４１号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、平成１４年４月１日から施行する。
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附則 （平成１３年６月１５日法律第４９号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。

附則 （平成１３年６月２９日法律第７９号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。

（この法律の施行前に買い受けた自己の株式等に関する経過措置）

第 ２ 条 こ の 法 律 の 施 行 前 に こ の 法 律 に よ る 改正 前 の 商 法 （ 以 下「 旧 商 法 」 と いう 。） 第

２１２条第１項（この法律による改正前の有限会社法（以下「旧有限会社法」とい

う 。） 第 ２ ４ 条 第 １ 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） 若 し く は 第 ２ １ ２ 条 ノ ２ 第

１ 項 （ 旧 有 限 会 社 法 第 ２ ４ 条 第 １ 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ り

買い受けた株式若しくは持分又はこの法律による廃止前の株式の消却の手続に関す

る 商 法 の 特 例 に 関 す る 法 律 （ 以 下 「 旧 消 却 特 例 法 」 と い う 。） 第 ３ 条 第 １ 項 の 規 定

に よ り 買 い 受 け た 株 式 （ 資 本 準 備 金 を も っ て 買 い 受 け た も の を 除 く 。） で あ っ て 失

効の手続を終了していないものに関しては、なお従前の例による。

（次期決算期に関する定時総会の終結の時までの自己の株式の買受けに関する経過措置）

第 ３ 条 こ の 法 律 の 施 行 前 に 到 来 し た 最 終 の 決算 期 （ 以 下 「 直 前決 算 期 」 と い う 。）に 関

する定時総会において、旧商法第２１０条ノ２第２項（次項の規定によりなおその

効力を有するものとされる場合を含む。以下この項並びに附則第５条第２項及び第

１ ３ 条 に お い て 同 じ 。） 及 び 第 ２ １ ２ 条 ノ ２ 第 １ 項 （ 次 項 の 規 定 に よ り な お そ の 効

力 を 有 す る も の と さ れ る 場 合 を 含 む 。 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。） の 決 議 を し た 株

式 会 社 は 、 こ の 法 律 に よ る 改 正 後 の 商 法 （ 以 下 「 新 商 法 」 と い う 。） 第 ２ １ ０ 条 第

１項の規定にかかわらず、その決議において定めた買い受けるべき株式の種類、総

数及び取得価額の総額の範囲内で、この法律の施行後最初に到来する決算期（以下

「 次 期 決 算 期 」 と い う 。） に 関 す る 定 時 総 会 の 終 結 の 時 ま で の 間 、 自 己 の 株 式 を 買

い受けることができる。

２ この法律の施行前に招集の手続が開始された直前決算期に関する定時総会におい

てこの法律の施行後にする自己の株式の買受けに関する決議については、旧商法第

２ １ ０ 条 ノ ２ （ 第 １ ０ 項 を 除 く 。） 並 び に 第 ２ １ ２ 条 ノ ２ 第 １ 項 か ら 第 ３ 項 ま で 及

び 第 ４ 項 （ 旧 商 法 第 ２ １ ０ 条 ノ ２ 第 １ ０ 項 を 準 用 す る 部 分 を 除 く 。） の 規 定 は 、 な

おその効力を有する。この場合においては、その定時総会の終結の時までは、新商

法第２１０条第１項から第７項までの規定は、適用しない。

３ 株式の譲渡につき取締役会の承認を要する旨の定款の定めがある会社が、この法

律の施行前に開始した相続に係る株主の相続人からその相続によって得た株式を買
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い 受 け る 場 合 に つ い て は 、 旧 商 法 第 ２ １ ０ 条 ノ ３ （ 第 １ 項 た だ し 書 を 除 く 。） の 規

定は、次期決算期に関する定時総会の終結の時までは、なおその効力を有する。

４ この法律の施行の際現に旧消却特例法第３条第１項の定款の定めがある株式会社

は、新商法第２１０条第１項の規定にかかわらず、次期決算期に関する定時総会の

終結の時までの間、旧消却特例法第３条第２項の規定によりその定款で定められて

いた株式の総数から旧消却特例法第３条の２第２項の規定によりその定款で定めら

れていた株式の総数を控除した数の範囲内で、取締役会において買い受けるべき株

式の種類、数及び取得価額の総額について決議することにより、株主に配当すべき

利益をもって自己の株式を買い受けることができる。この場合において、次期決算

期に関する定時総会の終結の時までに買い受けることができる株式の取得価額の総

額及び取締役の責任については、旧消却特例法第３条第５項及び第６条の規定の例

による。

５ この法律の施行後に第１項又は前項の規定により株式を買い受ける場合について

は、新商法第２１０条第９項中「第２項第２号ニ掲グル事項ニ付」とあるのは、「市

場価格ナキ株式ノ売主ニ付」として、同項の規定を適用する。

６ この法律の施行後に第１項若しくは第４項の規定、第３項の規定によりなおその

効力を有するものとされる旧商法第２１０条ノ３第１項本文の規定又は附則第２４

条第１項の規定によりなお従前の例によることとされる旧消却特例法第３条第１項

の 規 定 （ 以 下 こ の 条 及 び 次 条 第 ２ 項 に お い て 「 施 行 後 買 受 規 定 」 と い う 。） に よ り

株式を買い受ける場合における新商法第２１０条ノ２第１項の規定の適用について

は 、 同 項 中 「 又 ハ 第 ２ １ １ 条 ノ ３ 第 １ 項 」 と あ る の は 、「 、 第 ２ １ １ 条 ノ ３ 第 １ 項

又ハ商法等の一部を改正する等の法律（平成１３年法律第７９号）附則第３条第６

項ニ規定スル施行後買受規定」とする。

（この法律の施行日を含む営業年度以前に自己の株式を買い受けた取締役の責任に関する

経過措置）

第４条 この法律の施行前に終了した営業年度における自己の株式の買受けに係る取締役

の責任に関しては、なお従前の例による。

２ この法律の施行の日を含む営業年度内に商法第２０４条ノ３第１項（第２０４条

ノ ５ に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 、 旧 商 法 第 ２ １ ０ 条 ノ ２ 第 １ 項 、 第 ２

１０条ノ３第１項本文若しくは第２１２条ノ２第１項の規定、新商法第２１０条第

１項若しくは第２１１条ノ３第１項の規定、旧消却特例法第３条第１項の規定又は

施行後買受規定により株式を買い受けた場合における取締役の責任についての新商

法第２１０条ノ２第２項の規定の適用については、同項中「ニ於テ前項」とあるの

は「ニ於テ商法等の一部を改正する等の法律（平成１３年法律第７９号）附則第３

条 第 ６ 項 ノ 規 定 ニ 依 リ 読 替 テ 適 用 ス ル 前 項 」 と 、「 純 資 産 額 」 と あ る の は 「 純 資 産

額ニ其ノ有スル自己ノ株式ニ付会計帳簿ニ記載シタル額ノ総額ヲ加ヘタル額」と、

「同項ノ合計額」とあるのは「同項ノ合計額ニ同項ニ規定スル規定又ハ同法第１条

ノ規定ニ依ル改正前ノ第２１０条ノ２第１項、第２１０条ノ３第１項本文若ハ第２

１２条ノ２第１項ノ規定若ハ同法第４条ノ規定ニ依ル廃止前ノ株式の消却の手続に
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関する商法の特例に関する法律（平成９年法律第５５号）第３条第１項ノ規定（以

下本項ニ於テ任意買受規定ト称ス）ニ依リ取得シテ有スル株式ニ付会計帳簿ニ記載

シ タ ル 額 ヲ 加 ヘ タ ル 額 ヨ リ 其 ノ 株 式 ノ 時 価 ノ 合 計 額 ヲ 控 除 シ タ ル 額 」 と 、「 同 項 ニ

規 定 ス ル 規 定 」 と あ る の は 「 任 意 買 受 規 定 」 と 、「 株 式 ノ 価 額 ノ 総 額 」 と あ る の は

「 株 式 ノ 価 額 ノ 総 額 及 其 ノ 取 得 シ テ 有 ス ル 株 式 ノ 時 価 ノ 合 計 額 」 と 、「 前 項 ノ 虞 」

とあるのは「本項本文ニ規定スル場合ニ当ル虞」とする。

（自己の株式の処分の制限等）

第５条 株式会社は、平成１４年３月３１日までの間、新商法第３５６条、第３７４条ノ

１９及び第４０９条ノ２並びに次項に規定する場合を除き、その有する自己の株式

を処分してはならない。

２ 旧商法第２１０条ノ２第２項の決議に基づいて株式を買い受けた会社は、その株

式をその決議の範囲内で譲渡することができる。この場合においては、会社法（平

成１７年法律第８６号）第２編第２章第８節の規定は、適用しない。

（株式分割に関する経過措置）

第６条 この法律の施行前に決議をした株式の分割に関しては、なお従前の例による。

（端株主の権利に関する経過措置）

第７条 この法律の施行の際旧商法第２３０条ノ５前段の規定による定款の定めがない株

式会社（この法律の施行前に定款の認証を受け、この法律の施行後に成立するもの

を 含 む 。） に つ い て は 、 こ の 法 律 の 施 行 の 日 に お い て 、 新 商 法 第 ２ ２ ０ 条 ノ ３ 第 ２

項の規定により端株主に対して同条第１項第１号又は第４号の権利を与えない旨の

定款の変更の決議があったものとみなす。

２ この法律の施行の際現に存する株式会社（この法律の施行前に定款の認証を受け、

こ の 法 律 の 施 行 後 に 成 立 す る も の を 含 む 。） に つ い て は 、 こ の 法 律 の 施 行 の 日 に お

いて、新商法第２２０条ノ３第２項の規定により端株主に対して同条第１項第３号

の権利を与えない旨の定款の変更の決議があったものとみなす。

３ この法律の施行の際旧商法第２３０条ノ５後段の規定による定款の定めがある株

式会社の端株主であって株主でないものの配当若しくは金銭の分配又は引受権を受

ける権利に関しては、なお従前の例による。

（端株券に関する経過措置）

第８条 この法律の施行前に旧商法第２３０条ノ８ノ２第１項の規定により、定款を変更

して、端株券を発行しない旨の定めをした株式会社の端株券に関しては、平成１５

年３月３１日までは、なお従前の例による。

２ 前項の規定によりなお従前の例によることとされる場合については、旧商法第３

５ １ 条 第 １ 項 中 「 一 定 ノ 期 間 内 」 と あ る の は 、「 平 成 １ ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 以 前 ノ 日 ヲ

終期トスル一定ノ期間内」とし、この法律の施行前に同項の規定により平成１５年

４月１日以後の日を同項の一定の期間の終期としてされた公告については、平成１
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５年３月３１日をその一定の期間の終期としてされたものとみなす。

３ 端株券（第１項の株式会社が発行しているものを除く。以下この項から第７項ま

で に お い て 同 じ 。） で あ っ て 、 平 成 １ ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で に 次 項 た だ し 書 の 規 定 に

よる提出がなかったものについては、同日限り無効とする。ただし、株式会社は、

取締役会の決議により、その発行している端株券を、同日以前の一定の日において

無効とすることができる。

４ この法律の施行前に発行されている端株券に関しては、平成１５年３月３１日（前

項ただし書の決議をした場合にあっては、その決議により定められた一定の日）ま

では、なお従前の例による。ただし、端株券を有する者がその端株券を会社に提出

して新商法第２２０条ノ２第１項第１号、第２号及び第４号に掲げる事項を端株原

簿に記載すべき旨の請求をすること又は新商法第２２０条ノ６第１項の規定による

請求をすることを妨げない。

５ 第３項ただし書の決議をしたときは、株式会社は、同項ただし書の一定の日まで

に端株券を当該株式会社に提出すべき旨及びその日までに提出されなかった端株券

はその日において無効となる旨をその日の１月前に公告しなければならない。

６ 第４項ただし書及び前項の場合において、株式会社は、端株券が提出されたとき

は、新商法第２２０条ノ２第１項第１号、第２号及び第４号に掲げる事項を端株原

簿に記載しなければならない。

７ 第４項ただし書及び第５項の場合において端株券を提出することができない者が

いるときは、株式会社は、その者の請求により、利害関係人に対し異議があれば一

定の期間内に述べるべき旨を公告し、その期間経過後において前項の記載をするこ

とができる。

８ この法律の施行前に端株券を発行している株式会社は、第１項から第３項までの

規定により提出されなかった端株券が無効とされる日後でなければ、新商法第２２

０条ノ２第２項及び第２２１条第１項の規定による定款の定めをしてはならない。

９ 新商法第４９８条第１項第２号の規定は第５項の規定に違反して公告を怠り又は

不正の公告をした場合について、新商法第２１６条第１項ただし書及び第２項の規

定は第７項の公告をする場合について、それぞれ準用する。

（単元株式等に関する経過措置）

第９条 数種の株式を発行する会社が、平成１４年３月３１日までの間に、１単元の株式

の数を定める場合については、株式の種類ごとに定める１単元の株式の数は、同一

の数としなければならない。

２ こ の 法 律 の 施 行 の 際 現 に こ の 法 律 に よ る 改 正 前 の 商 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律

（ 以 下 「 旧 商 法 等 改 正 法 」 と い う 。） 附 則 第 １ ６ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り ５ 万 円 を 額

面株式１株の金額で除して得た数を１単位の株式の数としている株式会社又は定款

で１単位の株式の数を定めている株式会社は、この法律の施行の日において、その

１単位の株式の数を株式の種類ごとに新商法第２２１条第１項の１単元の株式の数

として定める旨の定款の変更の決議をしたものとみなす。この場合において、この

法律の施行の際に１０００を超える数を１単位の株式の数としている株式会社につ
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いての同項ただし書の規定の適用については、同項ただし書中「１０００」とある

の は 、「 商 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 等 の 法 律 （ 平 成 １ ３ 年 法 律 第 ７ ９ 号 ） 附 則 第 ９ 条

第２項前段ノ規定ニ依リ定メタルモノト看做サレタ数」とする。

３ この法律の施行前に旧商法等改正法附則第１６条第１項の１単位の株式の数を定

め又は変更する旨の定款の変更の決議をした場合であって、この法律による改正が

なかったとしたならばその効力を発生したであろう日がこの法律の施行の日後の日

であるときは、その効力を発生したであろう日において、当該決議に係る１単位の

株式の数を株式の種類ごとの１単元の株式の数として定める旨の定款の変更がされ

たものとみなす。ただし、当該決議に係る１単位の株式の数が１０００又は発行済

株式の総数の２００分の１に当たる数を超えるときは、この限りでない。

４ 第２項の株式会社は、この法律の施行の日において、新商法第２２１条第５項本

文の規定により１単元の株式の数に満たない株式に係る株券を発行しない旨の定款

の変更の決議をしたものとみなす。

５ この法律の施行の際現に存する株式会社（第２項の株式会社を除き、この法律の

施 行 前 に 定 款 の 認 証 を 受 け 、 こ の 法 律 の 施 行 後 に 成 立 す る も の を 含 む 。） で あ っ て

１単元の株式の数を定めたことがないものが株式の分割を行うことをその効力の発

生の条件とする会社法第１８８条第１項の１単元の株式の数を定める旨の定款の変

更の決議をした場合において、その条件を満たすため株式の分割を行うときは、当

該株式会社は、同法第１８３条第２項の決議において、現に発行している株券の提

出を要する旨を定めることができる。

６ この法律の施行前に旧商法等改正法附則第１９条第１項の規定によりなされた単

位未満株式に係る買取りの請求に関しては、なお従前の例による。

７ この法律の施行の際現に旧商法等改正法附則第６条第１項の規定により旧商法第

２３０条ノ２第１項の規定を適用しないこととされている株式会社（第２項の株式

会 社 を 除 く 。） につ い て は 、 こ の 法 律 の 施 行 の 日 に お い て 、 新 商 法 第 ２ ２ ０ 条 ノ ２

第２項の規定により１株に満たない端数を端株として端株原簿に記載しない旨の定

款の変更の決議をしたものとみなす。

８ 会社法第２１９条及び第２２０条の規定は第５項の株券の提出を要する旨の定め

をした場合について、同法第９７６条第２号の規定はこの項において準用する同法

第２１９条第１項の規定に違反して公告若しくは通知を怠り又は不正の公告若しく

は通知をした場合について、それぞれ準用する。

（議決権の数等に関する経過措置）

第１０条 この法律の施行前に招集の手続が開始された創立総会における議決権の数又は

この法律の施行前に招集の手続が開始された株主総会若しくは旧商法第３４５条第

１ 項 （ 第 ３ ４ ６ 条 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ る あ る 種 類 の 株 主 の

総会における議決権の数及び定足数に関しては、なお従前の例による。

（簡易合併等に対する反対の意思の通知に関する経過措置）

第１１条 この法律の施行前２週間以内に旧商法第２４５条ノ５第２項、第３５８条第４
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項、第３７４条ノ２３第４項又は第４１３条ノ３第４項に規定する公告又は通知が

された営業全部の譲受け、株式交換又は会社の分割若しくは合併については、旧商

法第２４５条ノ５第６項、第３５８条第８項、第３７４条ノ２３第８項又は第４１

３条ノ３第８項の規定は、なおその効力を有する。

（抱合せ増資に関する経過措置）

第１２条 この法律の施行前に旧商法第２８０条ノ２第１項第９号に掲げる事項について

決議のあった新株の発行に関しては、なお従前の例による。

（新株の引受権の付与に関する経過措置）

第１３条 旧商法第２１０条ノ２第２項の決議（同項第３号に掲げる事項に関するものに

限 る 。） を し た 株 式 会 社 に つ い て の 新 商 法 第 ２ ８ ０ 条 ノ １ ９ 第 ３ 項 の 適 用 に つ い て

は、同項中「ノ数ト併セテ」とあるのは、「及商法等の一部を改正する等の法律（平

成１３年法律第７９号）第１条ノ規定ニ依ル改正前ノ第２１０条ノ２（同法附則第

３条第２項ノ規定ニ依リ仍其ノ効力ヲ有スルモノトサレタル場合ヲ含ム）第２項第

３号ニ定ムル場合ニ於ケル同項ノ決議ニ係ル譲渡スベキ株式ニシテ未ダ取締役又ハ

使用人ニ譲渡サザルモノノ数ト併セテ」とする。

（利益準備金の積立てに関する経過措置）

第１４条 直前決算期以前の決算期に株式会社又は有限会社が利益準備金として積み立て

るべき金額に関しては、なお従前の例による。

（利益の配当の限度に関する経過措置）

第１５条 直前決算期以前の決算期に係る株式会社又は有限会社の利益の配当の限度に関

しては、なお従前の例による。

（中間配当に関する経過措置）

第１６条 この法律の施行前に旧商法第２９３条ノ５第１項の決議があった場合における

その決議による金銭の分配に関しては、なお従前の例による。

２ こ の 法 律 の 施 行 後 （ こ の 法 律 の 施 行 の 日 の 属 す る 営 業 年 度 内 に 限 る 。） に新 商 法

第２９３条ノ５第１項の決議があった場合における同条第３項の適用については、

同 項 各 号 列 記 以 外 の 部 分 中 「 純 資 産 額 」 と あ る の は 、「 純 資 産 額 ヨ リ 其 ノ 有 ス ル 自

己ノ株式ニ付会計帳簿ニ記載シタル額ノ総額ヲ控除シタル額」とする。

（会社分割に伴う株式又は持分の消却及び株式の併合に関する経過措置）

第１７条 この法律の施行前に分割計画書又は分割契約書が作成された会社の分割（分割

計画書に旧商法第３７４条第２項第７号（旧有限会社法第６３条ノ６第１項におい

て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） に 掲 げ る 事 項 の 記 載 が あ る 新 設 分 割 又 は 分 割 契 約 書 に 旧

商法第３７４条ノ１７第２項第７号（旧有限会社法第６３条ノ９第１項において準

用 す る 場 合 を 含 む 。） に 掲 げ る 事 項 の 記 載 が あ る 吸 収 分 割 に 限 る 。） に つ い て は 、
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旧商法第２１２条第１項本文（旧有限会社法第２４条第１項において準用する場合

を 含 む 。） 及 び 第 ２ 項 、 第 ３ ７ ４ 条 ノ ７ 第 １ 項 （ 第 ３ ７ ４ 条 ノ ３ １ 第 ５ 項 に お い て

準 用 す る 場 合 を 含 む 。）、 第 ３ ７ ４ 条 ノ １ ５ 第 ２ 項 並 び に 第 ３ ７ ４ 条 ノ ３ １ 第 ２ 項

の規定並びにこれらの規定によって準用される旧商法第２１４条第２項及び第２１

５条から第２１７条までの規定は、なおその効力を有する。

（資本の減少に関する経過措置）

第１８条 この法律の施行前に旧商法第３７５条第１項又は旧有限会社法第４７条の決議

があった資本の減少に関しては、なお従前の例による。

（合併による株式併合に関する経過措置）

第１９条 この法律の施行前に合併契約書が作成された合併（旧商法第４１６条第３項に

規 定 す る 合 併 に よ る 株 式 併 合 を す る も の に 限 る 。） に つ い て は 、 旧 商 法 第 ４ １ ６ 条

第３項及び第４項の規定並びにこれらの規定において準用する旧商法第２０８条、

第２０９条第３項、第２１４条第２項及び第２１５条から第２１７条までの規定は、

なおその効力を有する。

（額面株式の株券の無効手続及び新株券の交付）

第２０条 株式会社は、取締役会の決議により、この法律の施行前に発行されている１株

の金額の記載のある株券を無効として新たな株券を発行することができる。

２ 会社法第２１９条及び第２２０条の規定は前項の場合について、同法第９７６条

第２号の規定はこの項において準用する同法第２１９条第１項の規定に違反して公

告若しくは通知を怠り又は不正の公告若しくは通知をした場合について、それぞれ

準用する。

（罰則の適用に関する経過措置）

第２５条 この法律の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によるこ

ととされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用について

は、なお従前の例による。

附則 （平成１３年１１月２８日法律第１２８号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、平成１４年４月１日から施行する。ただし、附則第１１条中商法等

の一部を改正する等の法律（平成１３年法律第７９号）附則第９条第１項の改正規

定は、公布の日から施行する。

（端株主の権利に関する経過措置）

第２条 この法律の施行の際端株主に対してこの法律による改正前の商法（以下「旧商法」

と い う 。） 第 ３ ４ １ 条 ノ ２ 第 ２ 項 第 ６ 号 及 び 第 ３ ４ １ 条 ノ ８ 第 ２ 項 第 ８ 号 の 引 受 権

を受ける権利を与えない旨の定款の定めがある株式会社（この法律の施行前に定款
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の認証を受け、この法律の施行後に成立するもの（以下この条において「設立中の

会 社 」 と い う 。） を 含 む 。） に つ い て は 、 こ の 法 律 の 施 行 の 日 （ 設 立 中 の 会 社 に あ

っては、その成立の日）において、端株主に対してこの法律による改正後の商法（以

下 「 新 商 法 」 と い う 。） 第 ２ ８ ０ 条 ノ ２ ０ 第 ２ 項 第 １ ２ 号 及 び 第 ３ ４ １ 条 ノ ３ 第 １

項第９号の引受権を受ける権利を与えない旨の定款の変更の決議があったものとみ

なす。

（議決権なき株式に関する経過措置）

第３条 この法律の施行の際定款に旧商法第２４２条第１項の規定により議決権がないも

のとされた種類の株式についての定めがある場合は、当該種類の株式に関しては、

この法律の施行後も、なお従前の例による。ただし、同条第３項の規定は、適用し

ない。

２ 前項の種類の株式は、新商法第２２２条第５項及び第６項の規定の適用について

は、同条第４項に規定する議決権制限株式とみなす。

（転換株式に関する経過措置）

第４条 新商法第２２４条ノ３第１項の期間がこの法律の施行前に進行を開始し、当該期

間がこの法律の施行の日以後に満了する場合には、この法律の施行後も、当該期間

の満了の時までは、当該期間を定めた株式会社の株主は、新商法第２２２条ノ５第

１項の規定に基づく転換の請求をすることができない。

（新株発行決議の効力に関する経過措置）

第５条 この法律の施行前に旧商法第２８０条ノ２第２項又は第２８０条ノ５ノ２第１項

ただし書の決議があった場合においては、当該決議の効力に関しては、この法律の

施行後も、なお従前の例による。

（取締役又は使用人に対する新株の引受権の付与に関する経過措置）

第６条 この法律の施行前に旧商法第２８０条ノ１９第２項の決議があった場合において

は、当該決議に基づき付与する新株の引受権に関しては、この法律の施行後も、な

お従前の例による。

２ この法律の施行後に前項の新株の引受権が行使された場合においては、株式会社

は、新株の発行に代えて、その有する自己の株式を当該新株の引受権を行使した者

に移転することができる。この場合においては、会社法（平成１７年法律第８６号）

第２編第２章第８節の規定は、適用しない。

（転換社債、新株引受権付社債に関する経過措置）

第７条 この法律の施行前に転換社債（旧商法第３４１条ノ２第１項の規定に基づき発行

す る 社 債 を い う 。 以 下 同 じ 。） 又 は 新 株 引 受 権 付 社 債 （ 旧 商 法 第 ３ ４ １ 条 ノ ８ 第 １

項 の 規 定 に 基 づ き 発 行 す る 社 債 を い う 。 以 下 同 じ 。） の 発 行 の 決 議 が あ っ た 場 合 に

おいては、当該決議に基づき発行する転換社債又は新株引受権付社債に関しては、
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この法律の施行後も、なお従前の例による。この法律の施行前に旧商法第３４１条

ノ２第３項若しくは第３４１条ノ２ノ６第１項ただし書又は第３４１条ノ８第５項

若しくは第３４１条ノ１１ノ２第１項ただし書の決議があった場合においては、当

該決議に基づき発行する転換社債又は新株引受権付社債についても、同様とする。

２ 前条第２項の規定は、この法律の施行後に前項の転換社債の転換の請求があった

場合又は同項の新株引受権付社債に付された新株の引受権の行使があった場合に準

用する。

（罰則の適用に関する経過措置）

第８条 この法律の施行前にした行為及びこの法律の附則において従前の例によることと

される場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、

なお従前の例による。

附則 （平成１３年１２月１２日法律第１４９号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、第２条中株式会社の監査等に関する商法の特例に関する

法 律 （ 以 下 「 商 法 特 例 法 」 と い う 。） 第 １ ８ 条 第 １ 項 及 び 第 ３ ０ 条 第 １ 項 第 １ ６ 号

の改正規定並びに附則第１０条の規定はこの法律の施行の日から起算して３年を経

過した日から、附則第１１条の規定は公布の日から施行する。

（社外取締役の登記に関する経過措置）

第２条 株式会社は、この法律の施行の際現に在任する取締役がこの法律による改正後の

商 法 （ 以 下 「 新 商 法 」 と い う 。） 第 １ ８ ８ 条 第 ２ 項 第 ７ 号 ノ ２ に 規 定 す る 社 外 取 締

役である場合には、この法律の施行の日を含む任期中に限り、当該取締役が社外取

締役である旨の登記をすることを要しない。ただし、定款を変更して新商法第２６

６条第１９項の契約をすることができる旨の定めを設けたときは、この限りでない。

（取締役の責任の免除に関する経過措置）

第３条 新商法第２６６条第７項から第２３項までの規定は、この法律の施行前の行為に

関する取締役の責任の免除については、適用しない。

第４条 商法等の一部を改正する等の法律（平成１３年法律第７９号）による改正前の商

法第２１０条ノ２第２項第３号（商法等の一部を改正する等の法律附則第３条第２

項 の 規 定 に よ り な お そ の 効 力 を 有 す る も の と さ れ る 場 合 を 含 む 。） 又 は 商 法 等 の 一

部を改正する法律（平成１３年法律第１２８号）による改正前の商法第２８０条ノ

１９第１項（商法等の一部を改正する法律附則第６条第１項の規定によりなお従前

の 例 に よ る こ と と さ れ る 場 合 を 含 む 。） の権 利 を 行 使 し た 取 締 役 又 は 当 該 権 利 を 有

する取締役についての新商法第２６６条第７項第１号及び第３号、同条第１０項及

び 第 １ １ 項 （ 同 条 第 １ ６ 項 及 び 第 ２ ３ 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） 並 び に 同
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条第１２項、第１４項、第１９項第１号及び第３号並びに第２２項第１号の規定の

適 用 に つ い て は 、 同 条 第 ７ 項 第 ３ 号 中 「 権 利 ノ 数 ヲ 乗 ジ タ ル 額 」 と あ る の は 、「 権

利ノ数ヲ乗ジタル額、商法等の一部を改正する等の法律（平成１３年法律第７９号）

ニ依ル改正前ノ第２１０条ノ２第２項第３号（同法附則第３条第２項ノ規定ニ依リ

仍其ノ効力ヲ有スルモノトセラレタル場合ヲ含ム）ノ権利ヲ就任後ニ行使シタルト

キハ行使ノ時ニ於ケル其ノ会社ノ株式ノ時価ヨリ譲渡ノ価額ヲ控除シタル額ニ譲受

ケタル株式ノ数ヲ乗ジタル額、商法等の一部を改正する法律（平成１３年法律第１

２８号）ニ依ル改正前ノ第２８０条ノ１９第１項（同法附則第６条第１項ノ規定ニ

依リ仍従前ノ例ニ依ルコトトセラレタル場合ヲ含ム）ノ権利ヲ就任後ニ行使シタル

トキハ行使ノ時ニ於ケル其ノ会社ノ株式ノ時価ヨリ発行価額又ハ移転ヲ受ケタル価

額ヲ控除シタル額ニ発行ヲ受ケ又ハ之ニ代ヘテ移転ヲ受ケタル株式ノ数ヲ乗ジタル

額」とする。

（株主代表訴訟の提起に関する経過措置）

第 ５ 条 新 商 法 第 ２ ６ ７ 条 第 ３ 項 （ 新 商 法 又は 他 の 法 律 に おい て 準 用 す る 場合 を 含 む 。）

の規定は、この法律の施行前にこの法律による改正前の商法（以下「旧商法」とい

う 。） 第 ２ ６ ７ 条 第 ３ 項 （ 旧 商 法 又 は 他 の 法 律 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 以 下

こ の 条 に お い て 同 じ 。） に 規 定 す る 請 求 が あ っ た 場 合 （ 当 該 請 求 を し た 者 が 同 項 の

規定により訴えを提起した場合を除く。）についても適用する。

（取締役等の責任を追及する訴えに関する経過措置）

第６条 新商法第２６８条第４項から第７項まで（これらの規定を新商法又は他の法律に

お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 は 、 こ の 法 律 の 施 行 前 に 提 起 さ れ た 旧 商 法 第

２ ６ ８ 条 第 １ 項 （ 旧 商 法 又 は 他 の 法 律 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 訴 え に つ

いては、適用しない。

（監査役の任期に関する経過措置）

第７条 この法律の施行の際現に存する株式会社の監査役でこの法律の施行後最初に到来

する決算期に関する定時総会の終結前に在任するものの任期に関しては、この法律

の施行後も、なお従前の例による。

（辞任した監査役に対する株主総会の招集の通知に関する経過措置）

第８条 新商法第２７５条ノ３ノ２第２項の規定は、この法律の施行前に招集の手続が開

始された株主総会については、適用しない。

２ 前項の規定は、他の法律において新商法第２７５条ノ３ノ２第２項の規定を準用

する場合について準用する。

（監査役の責任の免除に関する経過措置）

第９条 新商法第２８０条第１項において準用する新商法第２６６条第１８項の規定によ

り読み替えて適用する同条第７項、同条第８項、第１０項及び第１１項、同条第１
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８項の規定により読み替えて適用する同条第１２項並びに同条第１４項から第１６

項までの規定は、この法律の施行前の行為に関する監査役の責任の免除については、

適用しない。

附則 （平成１４年５月２９日法律第４４号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。

（現物出資等の目的である不動産についての証明及び鑑定評価に関する経過措置）

第 ２ 条 こ の 法 律 の 施 行 前 に こ の 法 律 に よ る 改正 前 の 商 法 （ 以 下「 旧 商 法 」 と いう 。） 第

１７３条第３項（旧商法第１８１条第２項、第２４６条第３項（この法律による改

正 前 の 有 限 会 社 法 （ 以 下 「 旧 有 限 会 社 法 」 と い う 。） 第 ４ ０ 条 第 ４ 項 に お い て 準 用

す る 場 合 を 含 む 。） 及 び 第 ２ ８ ０ 条 ノ ８ 第 ２ 項 （ 旧 有 限 会 社 法 第 ５ ２ 条 ノ ３ 第 ２ 項

に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） 並 び に 旧 有 限 会 社 法 第 １ ２ 条 ノ ２ 第 ３ 項 に お い て

準 用 す る 場 合 を 含 む 。） に 規 定 す る 弁 護 士 又 は 弁 護 士 法 人 の 証 明 及 び 不 動 産 鑑 定 士

の鑑定評価を受けた場合における当該弁護士又は弁護士法人及び当該不動産鑑定士

については、次に掲げる規定は、適用しない。

一 この法律による改正後の商法（以下「新商法」という。）第１７３条第３項（新

商法第１８１条第２項、第２４６条第３項（この法律による改正後の有限会社法

（以下「新有限会社法」という。）第４０条第４項において準用する場合を含む。）

及び第２８０条ノ８第２項（新有限会社法第５２条ノ３第２項において準用する

場合を含む。）並びに新有限会社法第１２条ノ３において準用する場合を含む。）

二 新商法第２４６条第４項（新商法第２８０条ノ８第２項（新有限会社法第５２

条 ノ ３ 第 ２ 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） 及 び 新 有 限 会 社 法 第 ４ ０ 条 第 ４ 項

において準用する場合を含む。）

２ 前項に規定する場合における同項に規定する鑑定評価を記載し、又は記録した資

料については、次に掲げる規定は、適用しない。

一 新商法第１７３条ノ２第１項（新有限会社法第１２条ノ３において準用する場

合を含む。）

二 新商法第１８１条第３項及び第１８４条第２項（これらの規定を新商法第２４

６ 条 第 ３ 項 （ 新 有 限 会 社 法 第 ４ ０ 条 第 ４ 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） に お

いて準用する場合を含む。）

３ 第１項に規定する場合における同項に規定する証明をした弁護士又は弁護士法人

及び同項に規定する鑑定評価をした不動産鑑定士の義務及び責任については、次に

掲げる規定は、適用しない。

一 新 商 法 第 １ ９ ７ 条 （ 新 商 法 第 ２ ４ ６ 条 第 ３ 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。）

二 新商法第２８０条ノ１３ノ３

三 新有限会社法第１５条ノ２（新有限会社法第４０条第４項において準用する場

合を含む。）



- 73/83 -

powered by インターネット六法 .com

四 新有限会社法第５５条ノ２

（株券に係る公示催告手続に関する経過措置）

第３条 この法律の施行前に公示催告手続及ビ仲裁手続ニ関スル法律（明治２３年法律第

２９号）の規定により申し立てられた株券の無効宣言のためにする公示催告手続及

び当該手続に係る株券に関しては、この法律の施行後も、なお従前の例による。

２ 前項の株券については、新商法第２３０条から第２３０条ノ９ノ２までの規定は、

適用しない。ただし、同項の公示催告手続が除権判決以外の事由により完結したと

きは、この限りでない。

（株主提案権等に関する経過措置）

第４条 会日より８週間前の日がこの法律の施行の日前である株主総会又はある種類の株

主の総会に関する新商法第２３２条ノ２第１項及び第２項（新商法第２２２条第１

０ 項 、 第 ３ ４ ５ 条 第 ３ 項 （ 新 商 法 第 ３ ４ ６ 条 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） 及 び

第 ４ ３ ０ 条 第 ２ 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 こ れ

らの規定中「８週間」とあるのは、「６週間」とする。

（総会招集請求権等に関する経過措置）

第５条 この法律の施行前に旧商法第２３７条第３項（旧商法第２２２条第８項、第３２

０条第５項、第３４５条第３項（旧商法第３４６条において準用する場合を含む。）

及び第４３０条第２項並びに旧有限会社法第３７条第３項及び第７５条第２項にお

いて準用する場合を含む。）の請求をした株主、社債権者又は社員が行う株主総会、

ある種類の株主の総会、社債権者集会又は社員総会の招集に関しては、この法律の

施行後も、なお従前の例による。

（資本の減少等における公告及び債権者に対する催告に関する経過措置）

第６条 この法律の施行前に旧商法第２８９条第２項（旧有限会社法第４６条第１項にお

い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。）、 第 ３ ７ ４ 条 第 １ 項 、 第 ３ ７ ４ 条 ノ １ ７ 第 １ 項 、 第 ３

７５条第１項又は第４０８条第１項の決議をした場合における公告及び債権者に対

する催告に関しては、この法律の施行後も、なお従前の例による。

２ 旧商法第３７４条ノ６第１項、第３７４条ノ２２第１項、第３７４条ノ２３第１

項又は第４１３条ノ３第１項に規定する場合であって、この法律の施行前に分割計

画書、分割契約書又は合併契約書を作成したときにおける公告及び債権者に対する

催告に関しても、前項と同様とする。

３ この法律の施行前に資本減少を内容とする定款の変更の決議をした場合における

有限会社の公告及び債権者に対する催告に関しても、第１項と同様とする。

（外国会社に関する経過措置）

第７条 この法律の施行後最初に到来する決算期以前の決算期に係る外国会社（この法律

の 施 行 前 に 旧 商 法 第 ４ ７ ９ 条 第 ２ 項 の 登 記 が さ れ て い る も の に 限 る 。） の 貸 借 対 照
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表には、新商法第４８３条ノ２の規定は、適用しない。

２ この法律の施行前にすべての日本における営業所を閉鎖した外国会社には、新商

法 第 ４ ８ ３ 条 ノ ３ （ 新 有 限 会 社 法 第 ７ ６ 条 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定

は、適用しない。

３ この法律の施行前に外国会社が旧商法第４７９条第２項（旧有限会社法第７６条

に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ り 日 本 に お け る 営 業 所 に つ い て し た 登

記は、新商法第４７９条第１項（新有限会社法第７６条において準用する場合を含

む。）の外国会社の登記とみなす。

４ この法律の施行前に旧商法第４７９条第２項（旧有限会社法第７６条において準

用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に よ り 日 本 に お け る 営 業 所 に つ い て 登 記 を し た 外 国 会

社についての新商法第４８４条第１項第２号（新有限会社法第７６条において準用

す る 場 合 を 含 む 。 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。） の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 新 商 法 第

４ ８ ４ 条 第 １ 項 第 ２ 号 中 「 第 ４ ７ ９ 条 第 ４ 項 ノ 」 と あ る の は 、「 商法 等 の 一 部 を 改

正する法律（平成１４年法律第４４号）第１条ノ規定ニ依ル改正前ノ本法第４７９

条ニ定ムル」とする。

附則 （平成１５年７月３０日法律第１３２号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。

（罰則に関する経過措置）

第２条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例によ

る。

附則 （平成１５年８月１日法律第１３４号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。

（商法の一部改正に伴う経過措置）

第 １ ９ 条 施 行 日 前 に 生 じ た 前 条 の 規 定 に よる 改 正 前 の 商 法（ 以 下 「 旧 商 法」 と い う 。）

第２９５条第１項の雇用関係に基づいて生じた債権に係る先取特権については、な

お従前の例による。

２ 施行日前に旧商法第８４８条第３項において準用する旧民法第３８３条の書面が

同条に規定する債権者の全員に到達した場合における当該抵当権の目的たる船舶に

ついての同項において準用する旧民法第３７８条の規定による滌除及び同項におい

て準用する旧民法第３８４条に規定する増価競売については、第１条の規定による

改正後の民法、第３条の規定による改正後の民事執行法及び前条の規定による改正

後の商法の規定にかかわらず、なお従前の例による。



- 75/83 -

powered by インターネット六法 .com

附則 （平成１５年８月１日法律第１３８号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して９月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。

（罰則の適用に関する経過措置）

第１４条 この法律の施行前にした行為及び附則第５条の規定によりなお従前の例による

こととされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用につい

ては、なお従前の例による。

附則 （平成１６年６月２日法律第７６号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、破産法（平成１６年法律第７５号。次条第８項並びに附則第３条第

８項、第５条第８項、第１６項及び第２１項、第８条第３項並びに第１３条におい

て「新破産法」という。）の施行の日から施行する。

（商法の一部改正に伴う経過措置）

第８条 施行日前にされた第９条の規定による改正前の商法（次項において「旧商法」と

い う 。） 第 ３ ８ １ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 整 理 開 始 の 申 立 て 又 は 施 行 日 前 に 職 権 で さ

れた同条第２項の規定による整理開始の命令に係る会社の整理に関する事件につい

ては、なお従前の例による。

２ 施行日前にされた旧商法第４３１条の規定による特別清算開始の申立て又は施行

日前に職権でされた同条第３項において準用する旧商法第３８１条第２項の規定に

よる特別清算開始の命令に係る特別清算に関する事件については、なお従前の例に

よる。

３ 施行日前に債権者につき会社に対する債務負担の原因が生じた場合における債権

者による相殺の禁止及び施行日前に債務者に対して債務を負担する者につき会社に

対 す る 債 権 の 取 得 の 原 因 が 生 じ た 場 合 に お け る 当 該 者 に よ る 相 殺 の 禁 止 に つ い て

は、第９条の規定による改正後の商法第４０３条第１項又は第４５６条第１項にお

いて準用する新破産法第７１条及び第７２条の規定にかかわらず、なお従前の例に

よる。

（罰則の適用等に関する経過措置）

第１２条 施行日前にした行為並びに附則第２条第１項、第３条第１項、第４条、第５条

第１項、第９項、第１７項、第１９項及び第２１項並びに第６条第１項及び第３項

の規定によりなお従前の例によることとされる場合における施行日以後にした行為

に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

（政令への委任）
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第１４条 附則第２条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な

経過措置は、政令で定める。

附則 （平成１６年６月９日法律第８７号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。

（公告等の廃止に関する経過措置）

第２条 この法律の施行前に、第１条の規定による改正前の商法（以下この条において「旧

商法」という。）第１０４条第１項、第１３６条第１項、第１４０条、第１４１条、

第２４７条第１項、第２５２条、第２８０条ノ１５第１項、第３６３条第１項、第

３７２条第１項、第３７４条ノ１２第１項、第３７４条ノ２８第１項、第３８０条

第１項、第４１５条第１項若しくは第４２８条第１項（これらの規定を旧商法又は

他 の 法 律 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の訴 え の 提 起 が あ っ た 場 合 、 第 ６ 条 の 規

定 に よ る 改 正 前 の 農 業 協 同 組 合 法 第 ７ ３ 条 の １ ４ 第 １ 項 の 訴 え の 提 起 が あ っ た 場

合、第７条の規定による改正前の証券取引法第１０１条の１５第１項の訴えの提起

があった場合、第１３条の規定による改正前の投資信託及び投資法人に関する法律

（次項において「旧投信法」という。）第９４条第２項の訴えの提起があった場合、

第１５条の規定による改正前の中小企業団体の組織に関する法律第１００条の１６

第１項の訴えの提起があった場合、第１８条の規定による改正前の金融先物取引法

第３４条の１８第１項の訴えの提起があった場合、第１９条の規定による改正前の

保険業法第８４条第１項の訴えの提起があった場合又は第２３条の規定による改正

前の中間法人法第２２条第１項、第３８条第２項若しくは第３項、第７９条第１項、

第９５条第１項若しくは第１２５条第１項の訴えの提起があった場合における公告

については、なお従前の例による。

２ この法律の施行前に、旧商法第３０９条第１項（旧商法又は他の法律において準

用 す る 場 合 を 含 む 。） の 弁 済 が さ れ た 場 合 、 第 ３ 条 の 規 定 に よ る 改 正 前 の 有 限 会 社

法第６４条第１項若しくは第６７条第１項の決議をした場合、第５条の規定による

改正前の担保附社債信託法第８２条第１項の規定により受託会社が担保権を実行し

た場合、旧投信法第１３９条の５第１項の弁済がされた場合、第２０条の規定によ

る改正前の資産の流動化に関する法律第１１１条第１項の弁済がされた場合、第２

１条の規定による改正前の新事業創出促進法第１０条の１７第１項若しくは第７項

の決議をした場合又は第２４条の規定による改正前の特定目的会社による特定資産

の流動化に関する法律等の一部を改正する法律附則第２条第１項の規定によりなお

その効力を有するものとされる同法第１条の規定による改正前の特定目的会社によ

る特定資産の流動化に関する法律第１１１条第１項の弁済がされた場合における公

告及び通知については、なお従前の例による。

（罰則の適用に関する経過措置）
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第３条 この法律の施行前にした行為及び前条においてなお従前の例によることとされる

場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従

前の例による。

附則 （平成１６年６月９日法律第８８号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して５年を超えない範囲内において政令で定める

日 （ 以 下 「 施 行 日 」 と い う 。） か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 第 １ 条 中 社 債 等 の 振 替 に 関

する法律第４８条の表第３３条の項を削る改正規定、同表第８９条第２項の項の次

に第９０条第１項の項を加える改正規定、同法第１１５条、第１１８条、第１２１

条及び第１２３条の改正規定、第１２８条の改正規定（同条を第２９９条とする部

分 を 除 く 。）、 同 法 第 ６ 章 の 次 に ７ 章 を 加 え る 改 正 規 定 （ 第 １ ５ ８ 条 第 ２ 項 （ 第 ２

号 か ら 第 ４ 号 ま で を 除 く 。）、 第 ３ 項 及 び 第 ４ 項 、 第 ２ ５ ２ 条 第 １ 項 （ 同 項 に お い

て 準 用 す る 第 １ ５ ８ 条 第 ２ 項 （ 第 ２ 号 か ら 第 ４ 号 ま で を 除 く 。）、 第 ３ 項 及 び 第 ４

項 に 係 る 部 分 に 限 る 。）、 第 ２ ５ ３ 条 、 第 ２ ６ １ 条 第 １ 項 （ 同 項 に お い て 準 用 す る

第 １ ５ ８ 条 第 ２ 項 （ 第 ２ 号 か ら 第 ４ 号 ま で を 除 く 。）、 第 ３ 項 及 び 第 ４ 項 に 係 る 部

分 に 限 る 。）、 第 ２ ６ ２ 条 、 第 ２ ６ ８ 条 第 １ 項 （ 同 項 に お い て 準 用 す る 第 １ ５ ８ 条

第２ 項（ 第２号 から 第４号 までを 除く 。）、第 ３項及 び第４ 項に 係る部 分に 限る 。）

並 び に 第 ２ ６ ９ 条 に 係 る 部 分 に 限 る 。） 並 び に 同 法 附 則 第 １ ９ 条 の 表 の 改 正 規 定

（「第 １１１ 条第１ 項」 を「第 １１ １条」 に改め る部 分に限 る 。）、同法附 則第 ３３

条 の 改 正 規 定 （「 同法 第 ２ 条 第 ２ 項 」 を 「 投 資 信 託 及 び 投 資 法 人 に 関 す る 法 律 第 ２

条 第 ２ 項 」 に 改 め る 部 分 に 限 る 。）、 第 ２ 条 の 規 定 、 第 ３ 条 の 規 定 （ 投 資 信 託 及 び

投 資 法 人 に 関 す る 法 律 第 ９ 条 第 ３ 項 の 改 正 規 定 を 除 く 。）、 第 ４ 条 か ら 第 ７ 条 ま で

の 規 定 、 附 則 第 ３ 条 か ら 第 ２ ９ 条 ま で 、 第 ３ ４ 条 （ 第 １ 項 を 除 く 。）、 第 ３ ６ 条 か

ら第４３条まで、第４７条、第５０条及び第５１条の規定、附則第５９条中協同組

合による金融事業に関する法律（昭和２４年法律第１８３号）第４条の４第１項第

３号の改正規定、附則第７０条、第８５条、第８６条、第９５条及び第１０９条の

規定、附則第１１２条中金融機関等の更生手続の特例等に関する法律（平成８年法

律第９５号）第１２６条の改正規定、附則第１２０条から第１２２条までの規定、

附則第１２３条中産業活力再生特別措置法（平成１１年法律第１３１号）第１２条

の８第３項及び第１２条の１１第７項の改正規定、附則第１２５条の規定並びに附

則第１２９条中会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第２０５条第４項及び第

２１４条の改正規定は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令

で定める日（以下「一部施行日」という。）から施行する。

（商法の一部改正に伴う経過措置）

第３６条 会社が有する自己の株式の処分を無効とする判決が確定した場合において、当

該会社が一部施行日前に第２条の規定による改正前の商法（以下「旧商法」という。）

第２１１条第３項において準用する旧商法第２８０条ノ１７第２項の規定による公

告又は通知をしたときは、新商法第２１１条第３項において準用する新商法第２８
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０条ノ１７第３項の規定にかかわらず、なお従前の例による。

２ 株式の消却をしようとする会社が一部施行日前に旧商法第２１３条第２項におい

て準用する旧商法第２１５条第１項の規定による公告又は通知をした場合において

は、新商法第２１３条第４項の規定にかかわらず、なお従前の例による。

３ 株式の併合をしようとする会社が一部施行日前に旧商法第２１５条第１項の規定

による公告又は通知をした場合においては、新商法第２１５条ノ２の規定にかかわ

らず、なお従前の例による。

４ 旧商法第２２２条ノ９第１項に規定する強制転換条項付株式の転換をしようとす

る会社が一部施行日前に同条第２項の規定による公告又は通知をした場合において

は、新商法第２２２条ノ９第５項の規定にかかわらず、なお従前の例による。

５ 会社の新株発行を無効とする判決が確定した場合において、当該会社が一部施行

日前に旧商法第２８０条ノ１７第２項の規定による公告又は通知をしたときは、新

商法第２８０条ノ１７第３項の規定にかかわらず、なお従前の例による。

６ 旧商法第２８０条ノ３６第１項後段の決議をした会社が一部施行日前に同条第２

項の規定による公告又は通知をした場合においては、新商法第２８０条ノ３６第４

項の規定にかかわらず、なお従前の例による。

７ 旧商法第３４８条第１項の決議をした会社が一部施行日前に旧商法第３５０条第

１項の規定による公告又は通知をした場合においては、新商法第３５０条ノ２の規

定にかかわらず、なお従前の例による。

８ 株式交換により完全子会社となる会社が一部施行日前に旧商法第３５９条第１項

の規定による公告又は通知をした場合においては、なお従前の例による。

９ 株式交換により完全親会社となる会社が一部施行日前に旧商法第３６２条第２項

において準用する旧商法第３５０条第１項の規定による公告又は通知をした場合に

おいては、新商法第３６２条第２項において準用する新商法第３５０条ノ２の規定

にかかわらず、なお従前の例による。

１０ 会社の株式交換を無効とする判決が確定した場合において、当該会社が一部施

行日前に旧商法第３６３条第５項において準用する旧商法第２８０条ノ１７第２項

の規定による公告又は通知をした場合においては、新商法第３６３条第５項におい

て準用する新商法第２８０条ノ１７第３項の規定にかかわらず、なお従前の例によ

る。

１１ 株式移転により完全子会社となる会社が一部施行日前に旧商法第３６８条第１

項の規定による公告又は通知をした場合においては、なお従前の例による。

１２ 吸収分割により営業を承継する会社が一部施行日前に旧商法第３７４条ノ３１

第２項において準用する旧商法第３５０条第１項の規定による公告又は通知をした

場合においては、新商法第３７４条ノ３１第２項において準用する新商法第３５０

条ノ２の規定にかかわらず、なお従前の例による。

１３ 合併により消滅する会社が一部施行日前に旧商法第４１３条ノ４第１項の規定

による公告又は通知をした場合においては、なお従前の例による。

１４ 合併後存続する会社が一部施行日前に旧商法第４１６条第４項において準用す

る旧商法第３５０条第１項の規定による公告又は通知をした場合においては、新商
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法第４１６条第４項において準用する新商法第３５０条ノ２の規定にかかわらず、

なお従前の例による。

１５ 旧商法第２２４条ノ３第１項に規定する一定期間（以下この条において「閉鎖

期 間 」 と い う 。） が一 部 施 行 日 前 に 進 行 を 開 始 し 、 一 部 施 行 日 以 後 に 満 了 す る 場 合

には、一部施行日以後も、当該閉鎖期間の満了の時（以下この条において「閉鎖期

間 満 了 時 」 と い う 。） ま で は 、 同 項 の 会 社 は 、 株 主 名 簿 の 記 載 又 は 記 録 の 変 更 を 行

わないことができる。

１６ 前項に規定する場合において、閉鎖期間を定めた会社が新商法第２１９条第１

項 （ 新 商 法 第 ２ ２ １ 条 第 ６ 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。）、 第 ２ ８ ０ 条 ノ ４ 第

３項（新商法第２８０条ノ２５第３項及び第３４１条ノ１５第４項において準用す

る 場 合 を 含 む 。） 及び 第 ３ ７ ４ 条 ノ ７ 第 １ 項 （ 新 商 法 第 ３ ７ ４ 条 ノ ３ １ 第 ３ 項 に お

い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） に 規 定 す る 一 定 の 日 を 定 め よ う と す る と き は 、 そ の 日

は、閉鎖期間満了の日後の日でなければならない。

１７ 第１５項に規定する場合においては、閉鎖期間満了時までは、次に掲げる者の

議決権については、なお従前の例による。

一 当該閉鎖期間内に新商法第２２０条ノ５第１項の規定により株主となった者

二 当該閉鎖期間内に新商法第２２２条ノ３に規定する転換予約権付株式の転換の

請求をした株主

三 当該閉鎖期間内に新商法第２２２条ノ９第１項に規定する強制転換条項付株式

の転換の効力が生じた場合における当該強制転換条項付株式の株主

四 当 該 閉 鎖 期 間 内 に 新 株 予 約 権 （ 新 株 予 約 権 付 社 債 に 付 さ れ た も の を 含 む 。） を

行使した者

１８ 第１５項に規定する場合において、閉鎖期間満了時前に、新商法第２３０条ノ

４第６項の規定により株券喪失登録が抹消されたときは、第１５項の規定にかかわ

らず、同項の会社は、当該株券喪失登録について登録異議の申請をした者であって

同条第３項の請求をしたものについて株主名簿の記載又は記録の変更を行わなけれ

ばならない。

１９ 一部施行日において閉鎖期間を指定する旨の定款の定めがある会社（一部施行

日前に定款の認証を受け、一部施行日後に成立するもの（以下この項において「設

立 中 の 会 社 」 と い う 。） を 含 む 。） で あ っ て 旧 商 法 第 ２ ２ ４ 条 ノ ３ 第 １ 項 の 一 定 の

日を指定する旨の定款の定めがないものについては、一部施行日（設立中の会社に

あっては、その成立の日）において、株主又は質権者として権利を行使すべき者を

定めるため、当該閉鎖期間の初日の前日を同項の一定の日に指定する旨の定款の変

更の決議があったものとみなす。この場合においては、取締役会の決議をもって、

当該権利の内容を定めなければならない。

２０ 一部施行日前に旧商法第２２６条ノ２第２項の規定により寄託された株券につ

いては、なお従前の例による。

２１ 一部施行日の前日を払込期日として新株の発行又は自己株式の処分をした場合

においては、当該新株又は自己株式の引受人は、一部施行日から株主となる。
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（罰則の適用に関する経過措置）

第１３５条 この法律（附則第１条ただし書に規定する規定については、当該規定。以下

こ の 条 に お い て 同 じ 。） の 施 行 前 に し た 行 為 並 び に こ の 附 則 の 規 定 に よ り な お 従 前

の例によることとされる場合及びなおその効力を有することとされる場合における

この法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

（その他の経過措置の政令への委任）

第１３６条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、

政令で定める。

（検討）

第１３７条 政府は、この法律の施行後５年を経過した場合において、この法律による改

正後の規定の実施状況、社会経済情勢の変化等を勘案し、この法律による改正後の

株式等の取引に係る決済制度について検討を加え、必要があると認めるときは、そ

の結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。

附則 （平成１６年１２月１日法律第１４７号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。

附則 （平成１６年１２月３日法律第１５２号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。

（罰則の適用に関する経過措置）

第３９条 この法律の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によるこ

ととされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用について

は、なお従前の例による。

（政令への委任）

第４０条 附則第３条から第１０条まで、第２９条及び前２条に規定するもののほか、こ

の法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。

附則 （平成１６年１２月３日法律第１５４号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める

日（以下「施行日」という。）から施行する。
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（処分等の効力）

第１２１条 この法律の施行前のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。以下この条

に お い て 同 じ 。） の規 定 に よ っ て し た 処 分 、 手 続 そ の 他 の 行 為 で あ っ て 、 改 正 後 の

それぞれの法律の規定に相当の規定があるものは、この附則に別段の定めがあるも

のを除き、改正後のそれぞれの法律の相当の規定によってしたものとみなす。

（罰則に関する経過措置）

第１２２条 この法律の施行前にした行為並びにこの附則の規定によりなお従前の例によ

ることとされる場合及びこの附則の規定によりなおその効力を有することとされる

場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従

前の例による。

（その他の経過措置の政令への委任）

第１２３条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、

政令で定める。

附則 （平成１６年１２月１０日法律第１６５号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、附則第４条及び第５条の規定は、公布の日から施行する。

附則 （平成１７年７月２６日法律第８７号） 抄

この法律は、会社法の施行の日から施行する。

附則 （平成１８年６月１４日法律第６６号） 抄

この法律は、平成１８年証券取引法改正法の施行の日から施行する。

附則 （平成１８年１２月１５日法律第１０９号） 抄

この法律は、新信託法の施行の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から施行する。

一 第 ９ 条 （ 商 法 第 ７ 条 の 改 正 規 定 に 限 る 。）、 第 ２ ５ 条 （ 投 資 信 託 及 び 投 資 法 人 に 関

す る 法 律 第 ２ ５ １ 条 第 ２ ４ 号 の 改 正 規 定 に 限 る 。）、 第 ３ ７ 条 （ 金 融 機 関 の 合 併 及 び

転 換 に 関 す る 法 律 第 ７ ６ 条 第 ７ 号 の 改 正 規 定 に 限 る 。）、 第 ４ ９ 条 （ 保 険 業 法 第 １ ７

条の６第１項第７号、第５３条の１２第８項、第５３条の１５、第５３条の２５第２

項、第５３条の２７第３項、第５３条の３２、第１８０条の５第３項及び第４項並び

に 第 １ ８ ０ 条 の ９ 第 ５ 項 の 改 正 規 定 に 限 る 。）、 第 ５ ５ 条 （ 資 産 の 流 動 化 に 関 す る 法

律第７６条第６項、第８５条、第１６８条第５項、第１７１条第６項及び第３１６条

第 １ 項 第 ２ ３ 号 の 改 正 規 定 に 限 る 。）、 第 ５ ９ 条 、 第 ７ ５ 条 及 び 第 ７ ７ 条 （ 会 社 法 目

次の改正規定、同法第１３２条に２項を加える改正規定、同法第２編第２章第３節中

第１５４条の次に１款を加える改正規定、同法第２編第３章第４節中第２７２条の次
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に１款を加える改正規定、同法第６９５条の次に１条を加える改正規定及び同法第９

４３条第１号の改正規定を除く。）の規定 公布の日

附則 （平成１９年６月１３日法律第８５号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。

一及び二 略

三 附則第２６条から第６０条まで及び第６２条から第６５条までの規定 平成２

０年１０月１日

附則 （平成２０年６月６日法律第５３号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。

附則 （平成２０年６月６日法律第５７号）

この法律は、保険法の施行の日から施行する。

附則 （平成２３年５月２５日法律第５３号）

この法律は、新非訟事件手続法の施行の日から施行する。

附則 （平成２６年５月３０日法律第４２号） 抄

（施行期日）

第１条 この法律は、公布の日から起算して２年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。

附則 （平成２６年６月２７日法律第９１号） 抄

この法律は、会社法の一部を改正する法律の施行の日から施行する。
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